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1

序論

本論文の研究対象 とする塔状鋼構造物は、明確 に定義された呼称 ではないが、文

献 口]で は 「照明塔 ・通信塔 ・観覧塔 ・広告塔などの鉄塔類、独立煙突 ・鉄塔支持形

煙突 などの煙突類 、高架水槽 ・立体駐車場、その他塔状 をなした鋼構造物」 を適用

対象 としている。 これらはいずれ も建築基準法 ・同施行令 の適用 を受ける建築工作

物であるが、他の適用基準 も含めれば表0.1に 示す分類 がで きる[2]。 ここでは、通

商産業省令 「電気 設備に関する技術基準」の適用 を受ける送電用 鉄塔 ・鉄柱、ある

いは鉄道架空線鉄柱 などの電気工作物、索道鉄塔 などの土木工作 物なども含め、比

較的規模 の大 きい塔状の鋼構造物 を対象 とし、また、その形状が塔状であって も高

層 ビルなどの一般建築物は含まないこととする。

塔状鋼構造物は、図0.1に 例示す ように、その機 能 ・用途 により形状や架構形式に

はそれぞれ特徴 がある。 これらの構造的に共通す る点 として、一般建築物 の床版 に

相当する ものが な く、質量が高さ方向に連続 して分布する とみなせ る塔体部 と、用

途によって質量 ・配置の異なる付属物か ら構成されてお り、高さが比較的高いこと

があげられる。 また、構 造骨組形式の特徴 として、塔体部 は、居住 空間と しての機

能を要求 されない ものが多 く支持構造物 としての機能に徹 すれば よいことか ら、構

造体重量 を軽減 しかつ高 い弾性剛性を確保 で きる構造形式 、すなわち塔状 トラス架

構、支線式鉄塔、円筒 シェル、などが採用 されることが多い点 もあげられる。

用途が多岐にわたることか ら、形状だけではな く設計方法 ・構造 計算法 も用途分

野毎の技術的発展 に合わせて扱 いが異なるが、基 本的には許容応力度設計が標準的

な設計方法 として現在 も採用 されているものが多 い。建築系工作物であれば、 日本

建築学会により構造設計上の技術的問題点を整理 して構造設計指針[1]に ま とめ られ

てい る。
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表0.1塔 状鋼構造物の用途別分類[2]

適用基準

用途
建築工作物 電気工作物 土木工作物

観光施設
展望塔 ・観覧塔

記念塔など
照明燈鉄柱 その他

産業施設

無線通信塔

放送電波塔

気象観測塔

送電鉄塔 その他

運輸施設等
高 架水槽

タワーク レーン
鉄道架空線鉄柱 索道鉄塔

一

支持工作物
照明塔鉄塔

広告塔
その他 その他

用途が多岐にわたることか ら、形状のみならず設計方法 ・構造計算法 も用途分野

毎の技術 的発展に合わせて扱いが異なるが、基本的には許容応力度設計が標準的な

設計方法 として現在 も採用 されているものが多い。建築系工作物 であれば、 日本建

築学会により構造設計上の技術的問題点を整理 して構造設計指針[1]に ま とめ られて

いる。

一方、一般建築物 に関 しては、1981年 に改正 建築基準 法施行令 が施行 され、許容

応力度設計法に加 えて構造種別や高 さに応 じた層 間変形角 ・保有水平耐力 などの確

認を行 う二次設計が導入 されるようにな り、また、地震荷 重などの設計荷重 に関 し

てもより改良された形へと整備 されている[3]。 さらには鋼構 造建築物 の構 造設計に

関 しては、従来の確定論的手法 とは異 なる確率論 的手法が着目されるに至 り、信頼

性設計法を実用的な形に定式化 した荷重 ・耐力係数設計法[4]も 提案 されてい る。 し

か し、 これ らの最新の設計規準は一般的な建築物の構造的特性を踏 まえた上で整備

されてきたものであり、塔状鋼構造物に適用するにあたってはその都度適切な実験 ・

数値解析 などの手法によって評価 しなければならない部分 や、従 来の設計方法 と同

様の扱い となる部分などが多いのが実状である。 これは産業施設 なども含 める と取

り扱 う分野が多方面に分散 してお り、塔状鋼構造物としての力学 的性状に関 してま

とまった形での研究が充分尽 くされていないことが一因である。

さらに、一般建築物が人命 にかかわる被害を防止することを最大 の目標 として捉

え、高い安全性を要求されているのに対 し、塔状構造物で は産業 ・社会施設 として

の機能を もつものが多いことか ら構造安全性に関す る考 え方が異 なる点 もその理由

のひとつと考えられる。 しか しなが ら、塔状鋼構造物 に多 く見 られる通信 ・送電 ・観



独立煙突 高架水槽 テレビ塔 ・観覧塔

図0.1塔 状鋼構 造物 に見 られ る架構 形態 の例

送電鉄塔

測 ・高架水槽などの用途 は現代社会の生活か ら切 り離すことので きない基 盤をなす

ものであ り、その依存度 ・重要性 はますます高まっている。特に、ひとつの構造物

の被害による影響が地域社会全体 の活動 にお よぶ場合 も多 く、時代の要請 はより高

い信頼性を求めるていると考えられる。

このような観点か ら、筆者は塔状鋼構造物 を対象 として、その構 造設計 上重要 と

考えられる力学的性状を、一般的 な鋼構造建築物 と異なる部分に着 目し、実験およ

び解析的手法によ り調べ てきた。本論文 はこれ らの結果について まとめた ものであ

る。

地震国といわれるわが国では構造物の設計上、耐震設計の占める割合が大きく、

また、一般建築物 と比較 して軽量かつ高さの高い塔状構造 物では耐風設計にも主力

が注がれること力難多い。そのためには構造物の基本的な振動特性を把握することが

必要であるが、用途が多岐にわた り様々な付属重量物を支持する必要のある塔状構

造物の振動特性は、床版 に質量の大半が集中する一般建築物とは異なる高 さ方向の

質量分布 となり、基本動特性は異 なることが考えられる。また、高架水槽の水槽内

の液体、送電鉄塔や索道鉄塔の架渉線など、特異な振動特性を持つ付属物が構造物

の振動特性を特徴づける場合もある。
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このような点について、第1章 、第2章 で塔状鋼構造物の縮小模型を用いた振動

実験を行い、振動特性について調べた。第1章 では高さ方向の質量分布を変化させ

た塔体部試験体に正弦波及び実地震波による加振を行い、主に水平方向の地震荷重

の高さ方向の分布を調べ、現在の耐震設計規準による分布との相違について論 じた。

第2章 では、特徴的な振動特性を持つ付属物の一例 として送電鉄塔における架渉

線を取り上げ、鉄塔一架渉線連成振動系の地震時の動的挙動を模型振動実験、数値

解析の手法により調べた。特に架渉線が幾何学的非線形性の高い振動系であること・

地形の複雑な山間部に建設されるため個々の鉄塔の構造規模はまちまちであり動特

性の異なる構造物が連結された複雑な振動系を構成すること、などの理由でその動

特性は独立鉄塔と異なる。本章はこのような架渉線で連結 された鉄塔塔体部の応答

を独立鉄塔と比較 して論じたものである。

第3章 では衝撃 的な外力が作用 した場合に問題 となるひずみ速度効果を取 り上げ

た。例 えば送電鉄塔には地震、変動風、雪 の脱落などによって生 じる電線類の張力

変動は、一般的な建築構 造物では考慮 されないレベルの衝撃荷重 を加える場合があ

る。また、軽量かつ剛性が高い架構形式が とられ ることが多いことか ら、必然的に

一般建築物よりも固有周期が短 く
、振動中の応答速度が大 きくなることが予想 され

る。

鋼材などの構造用材料 は載荷速度 の影響 によって基本的な機械的性質が変化する

ことはよ く知 られてお り、ひずみ速度効果 を扱 った研究は多数行 われてい る。 しか

し、鋼構 造物の接合方法 として一般的なアーク溶接やファスナー による接合部 を対

象 とした研究は少 な く、特に繰返 し荷重に対する載荷速度 の影響 を調べ た研究はほ

とん どなされていない。本章では、鋼素材および溶接 ・ボル ト接合部 を対象 に載荷

速度 を制御 した高速繰返 し載荷実験 を行い、各種接合部の履歴特性 に及ぼすひずみ

速度の影響について調べ、速度の影響を含めた形での定量的表現 を試みた。

第4章 、第5章 では、塔状鋼構造物の塔体部の架構形式として広 く採用されてい

るダブルワレン形式の トラス架構 を対象に、特に変形性能に着目 して静力学的特性

を実験的に調べた。

軟鋼を主な構造材料 として用いる鋼構造架構では鋼素材の高い剛性や強度 と粘 り

強い性質を生か した架構形式とし、終局強度設計の考え方を採用 して合理的かつ高

い構造安全性を実現することを心がけた設計が行われている。 しかし、前述の通 り

塔状構造 物の設計は許容応力度設計が一般的で終局強度設計的な手法は採用されて
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いないが、その理由のひとつに、一般建築物では避けるべ き破壊形式であ る座屈 に

よって架構の耐力 が決定 される トラス架構が多用 されてお り、架構の変形性能が低

いために終局強度設計にな じまない点があげられる。

第4章 では実 大規模 に近い塔状 トラス架構塔体部の部分架構 を用いた静的載荷実

験を行い、水平力 に対す る従来の架構の復 元力特性 を調べ た。部材の細長比の組合

せ、ボル ト接合部 のすべ り、水平材の有無 、水平荷重の塔体軸に対する作用方向、

鉛直荷重の レベルなどをパラメータに選び、種々の条件 を変 えた実験から変形性能

の特徴 を明らかに した。

第5章 では、 トラス架構 に終局強度 設計の手法を取 り入れる上で重要 となる変形

性能を向上させるための新 しい架構形式 を提案 した。第4章 の結果 を踏 まえ、 トラ

ス架構 の斜材両端部に曲げ降伏先行部材を取 り付 けることにより斜材の座屈 を遅 ら

せ、曲げ部材の塑性変形 によるエネルギー吸収能力を利用 してよ り変形性 能の高い

架構を目指 したものである。提案架構による試験体 を用いて第4章 と同様 の載荷実

験 を行 い、従 来架構 と比較することによりその効果を検証 した。
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第1章

塔状鋼構造物の動力学的特性

1.1研 究 目的

一般 に塔 状鋼構 造 物 と呼 ばれるもの(無 線鉄塔 ・送電鉄 塔 ・観覧 塔 ・高 架水槽 な

ど)に は床 に相 当 す るものが な く、質量が高さ方向に連続 して分布す るとみなせる

塔体部 と、用途によって質量 ・配置の異なる付属 物(ア ンテナ ・架 渉線 ・展 望台 ・

水槽 など)か ら構 成 され ているた め、その組み合 わせの違 いによ り質量や剛性の高

さ方向の分布形状 は多岐にわたる。

一方、質量の大半 が床面 に集中す るとみ なせる一般的な建築構造物では、その層

数 と同数の質点か らなるせん断型振動系モデルに置 き換 えて応答解析 をす ることに

より地震 を受けた ときの構造物の動的な挙動 を評価で きることが既往の研 究によっ

て明らか にされてお り、現在の建築構造物 の耐震設計ではこのような考 え方に基づ

いて設計用 地震力や層せん断力係数の分布 な どが定め られている[1]。 従 って、 この

ような現 行 の設計 方法(い わゆる新耐震設計 法)を その ま ま塔状 構 造物 に適用 する

こ とが妥当であるかどうかは疑問である[2]。

したが っ て、塔状 構造 物 の耐震 ・耐風設計 を行 うにはその力学的特徴 を考慮 した

塔体部の動特性を把握す る必要が あ り、また、例 えば送電鉄塔の架渉線や高架水槽

の水槽内の液体の ように、塔体部の挙動 に大 きな影響をお よぼす と考えられる付属

物が存在する場合 にはその特性 も設計上考慮すべ き重要な点であると考 えられる。

構造物の基本的動特性 は剛性 ・減衰 ・質量の3要 素 に よ り決 まるが、架渉線 や水

槽 な どの特殊 な振 動性状 を持つかあるいは塔体 に影響を及 ぼす ものを除いても、用
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途 に よ り取 り付け られるその他の付属物の中には、観覧席 ・無線 アンテナ ・送電鉄

塔の腕金等の質量が塔体部 と比較 して相当に大 きいものが ある。 また、各 階にほぼ

均等な重量配分 となる一般的な建物 とは異 な り、 これらの付属物 によってかなり不

均一な質量分布 となるものが多い。地震 により構造物に作用する水平荷重 を評価す

るときにはベースシアと高さ方向の分布が基本要素 となるが、質量分布は特に高 さ

方向の分布に与える影響が大きいと考えられる。

そこで、本章では この ような塔状鋼構造物の高さ方向の質量分布 の不均一性に着

目して質量分布を様 々に変化 させ た模型試験体 を製作 し、振動台 を用いて正弦波 な

らびに実 地震波入力による動的加振実験を行った。試験体各部で計測 した応答記録

から弾性振動時の動特性 を調べ、質量分布が応答 ならびに地震荷重の高さ方向分布

に与える影響について調べた。

1.2実 験概要

本実験では塔状鋼構造物の特徴である塔体部の質量分布の不均一性に着目し、種々

の質量分布を持つ塔状鋼構造物を簡略化 した試験体を製作 して振動台による弾性範

囲内の加振実験を行い、その結果から最大せん断力の分布形状を求め、塔体部に作

用する地震力の高さ方向の分布の特徴を調べた。

試験体には塔体部 を中実均等な円形断面 としたものと、ダブルワレン型の トラス

骨組としたものの2種 類を用い、動的載荷実験では正弦波および実地震波記録によ

るランダム波を用いて加振した。以下に実験の詳細を説明する。

1.2.1試 験 体

塔状鋼構造物は高 さと幅のアスペ ク ト比が大 きく、一般 的な建築構造物 と比較 し

て高 さ方 向に細長 い点が特徴であ り、水平荷重に対 しては構造物全体の曲げ変形が

卓越する と考えられる。そこで、試験体塔体部 は質量 ・剛性が高 さ方向に一様 な中

実円断面 の丸鋼 で製作 し、これに質量分布 形状 を調整するために鉛で作成 した重錘

を取 り付 け、重錘の重量 ・個数 と高さ方向の取付 け位置を種々変化 させた ものを用

意 した。

図1.1に 試験体 の塔体部 と振動台への設置用架台を示す。塔体部は長 さ2000mmの

JIS規 格 に よる公称径12mmのSR24丸 鋼 であ る。実験 では実規模 で塔高数十～100m
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程 度 の塔 状 鋼 構 造 物 を想 定 して お り、 これ らの基 本 固有 周 期 τ1の値 は 、

旧 日本 電 信 電話 公 社 慣 用 式[3]Tl≒0.015H(sec)

電 力 会 社 慣 用 式[4]T1≒0.007H～0.012H(sec)

た だ し、Hは 塔 高(m)

な どの設 計 用 慣 用 式 が 示 す よ うに1.OHz前 後 とな る ものが 多 い こ と を踏 ま え て 、
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H12巽

加速度計測位置

判185L

図1.3Wシ リーズ試 験 体(単 位:mm)

試験体塔体部の寸法決定 に際 してはで きる限 り基本的動特性が実構造物に近 くなる

ようにした。また、応答加速度が1G程 度 に達 した場合 で も脚部 最大応 力が弾 性範囲

内に収まるように した。

このタイプの試験体をここではSシ リーズ と称す。塔体部棒鋼 の重量は1775.7gで 、

集 中質量 を付加す るために取付 けた重錘は、重量が2509、5009、7509、10009の4

種 類 を用意 した.試 験体 の名称 は、先頭にSの 字 を付 し、2文 字 目には4種 類 の鉛 の

錘 の配置 を示す記号 をつけ、その配置は図1.2に 示す8通 りであ る。

SOは 丸鋼塔体 部のみで重錘 のない試験体、SAは 頂部の みに錘 のあ る試験体 、SB

、SCは 頂部 お よび塔高2分 割 点のいず れか に重錘 をつけた試験体、SD、SG、SJ、SL

は頂部 お よび塔高3分 割点のいずれかに重錘 をつ けた試験体である。8通 りの配置 と

2種 類 の質量 の組 み合 わせ に より、このタイプの試験体 は全部で23種 類 であ る。

また、現 実 の塔状 鋼構造物では通信塔、送電鉄塔 などに見 られるように、塔体部

構造 としてダブル ワレン形式の トラス骨組 が採用 されることが多 い。そ こで、前述

の中実円断面の塔体部 を持つ試験体以外 に、図1.3に 示 す トラス骨 組 の縮小模 型 を製

作 した。これはパ ネル数13、 塔高1950mmで 、主柱材 と水 平材 に径3mm、 斜材 に

径2mmのSS400規 格 相当の丸鋼 を使 い、固有振動数調整のために主柱材 ・水平材各
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部に球状の鉛の重錘を取 り付 けたものである。さらに頂部に2.Okgお よび4.Okgの

重錘 を追 加 して固有振動 数 と質量 分布を変 えた試験体 も製作 した。このタイプの試

験体をここではWシ リーズ と称す。試験体 の名称 は、先頭 にWの 文字 を付 し、頂

部重錘 の違 いによりWA、WB、WCの3種 の試験体 を用 意 した。

実験 に供 した試験体の重錘の位置 と重量を表1.1(Sシ リーズ2分 割 モデル)、 表

1.2(Sシ リーズ3分 割モ デル、Wシ リーズ)に まとめて示す 。表 に示 す錘重量 は、S

シリーズ については付加 した重錘重量、Wシ リーズ については塔体部 と重錘の重量

の合計値を表す。

また、試験体 を、頂部および重錘取付 け位置 に質点を持つ1質 点～3質 点 モデル

に置換 した ときの質点質量(塔 体 部 と重錘 の合計)も それぞれ示す 。Wシ リーズ に

ついては全 て3質 点 モデルに置換 し、図1.3に △ で示 す加速度計測位置3箇 所 に質量

が集 中す るとみな した ときの質量で示 した。

表1.1試 験体 質量分布(2分 割 モデル)

試験体
頂部

錘重量(g)

1/2分割点

錘重量(g)

頂 部 質 量

(×10'3kg・s㏄2/cm)

1/2分 割点質量

(×10弓kg・s㏄2加)

SO 一 一 0.9541 一

S250A 250 一 1,209 一

S500A 500
一

1,464 一

S750A 750
一

1,719 一

SlOOA 1000
一

L974
一

S250B 一 250 0,477 1,209

S500B
一

500 0,477 1,464

S750B 一 750 0,477 1,719

S100B
一 1000 0,477 1,974

SlC 1000 1000 1,498 1,974

S2C 1000 500 1,498 1,464

S3C 500 500 0.9878 1,464

S4C 500 1000 0.9878 1,974
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表1.2試 験体 質量分布(3分 割 モデル、 ダブル ワ レン型)

試験体
頂部

錘重量(g)

2β分割点

錘重量(g)

113分割点

錘重量(g)

頂 部 質 量

(×1σ3kg・sec21cm)

213分 割 点質 量

(×1σ3kg・sec21・m)

113分 割 点 質 量

(×103kg・ ・ec2加)

S250D 一 250 一 0.3184 L209
一

S500D 一
500 一 0.3184 1,464

一

S750D 一
750 一 0.3184 1,719

一

S100D 一 1000 一 0.3184 1,974
一

S250G 一 一 250 0.6361
一 1,209

S500G 一 一
500 0.6361 一 L464

S750G 一 ● 一
750 0.6361 一 1,719

S100G 一 一
1000 0.6361

一 1,974

SIJ 1000 1000 一
1,339 1,974

一

S2J 1000 500 一 1,339 1,464
一

S3」 500 500 　 0,829 1,464
一

S4J 500 1000 一 0,829 1,974
一

SIL 一 1000 1000 0.3184 1,656 1,656

S2L
一

1000 500 0.3184 1,656 1,146

S3L
一 500 500 0.3184 1,146 1,146

S4L 一 500 1000 0.3184 1,146 1,656

WA 787 1671 2142 0.0803 1,705 2,185

冊 2787 1671 2142 2,844 1,705 2,185

WC 4787 1671 2142 4,885 1,705 2,185

1.2.2載 荷 ・計 測 方 法

実験には京都大学 防災研 究所人為 地震発生装置の動電型振動台を用い、各試験体

には、正弦波加振による共振実験と実地震時の地動加速度記録 による加振実験の2種

の加振実験 を行 った。

共振実験 では、一定振動数の正弦波地動 を大 きさ10～20galの 一定の加 速度振 幅

で加 え、試験体 の振動が定常状態 となった ときの各点での加速度 を計測 した。与 え

た正弦波の振動数は、予想される固有振動数を中心 に0.1～2.OHzの 間隔 で1.0～

14.OHzの 範 囲である。
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表L3加 振実験に使用 した実地震波記録

地震波名 時間軸縮尺率 継続時 間(sec)

EICenぱoNS・EW成 分

ImperialValley地 震(1940年5月18日)

0.6 18.0

0.8 24.0

Ta丘NS・EW成 分

KemCoun甘y地 震(1954年7月21日)

0.6 18.0

0.8 24.0

入戸港湾NS・EW成 分

十勝 沖地震(1968年5月16日)

0.6 24.0

0.8 32.0

実地震波 による加振実験には、ElCentro(ImperialValley地 震 、1940年5月18

日)、Taft(KemCountry地 震 、1954年7月21日)、 八戸港湾(十 勝沖 地震 、1968年5

月16日)の 地震 におけるNS、EW成 分 の加速度 記録 を用 いた。但 し、試験体 の固有周

期が実際の塔状鋼構造物 の固有周期 と比較 して短 いため、それぞれの記録の時間軸

を0.6、0.8倍 に縮め て周 波数成分 の調整 を行 った。表1.3に 使用 した地震波の一覧 を

示 す。

加振方向は、共振実験では水平1方 向のみ、実地震波 に よる加振 実験では水平2

方 向にNS、EWの 各成分 をそれぞれ入力 した。入力加速度の大 きさはいずれ も最大

100gal程 度 であ る。

試験体 の頂部 ・重錘 の取 りつけ位置 にひずみゲージ式加速度計(容 量2G、 応答周

波数70Hz、 重量25g)、 振動 台上 にサ ーボ式加速度 型振動計(容 量2G、 応答周波数

400Hz)を それぞれ取 りつけ、それぞれ水 平2方 向の加速度 を計測 した。 また丸鋼塔

体基部には抵抗線歪ゲージ(弾 性1軸)を 貼付 して歪量 も計測 した。加速度計 ・歪ゲー

ジの出力は動歪計 により増幅 した後AID変 換器 によ りデジ タル量 に変換 し、計測用

コンピュータの記憶装置に収録 した。AID変 換器 のサ ンプ リング周期 は3mseqで あ

る。

実験 か ら得 られた データ は入力地動加速度 と試験体加速度計設置位置での応答絶

対加速度である。図1.4に 示す過程 に したが って計測値の フィルタリングと積分を繰

り返 し、加速度計設置位置での相対応答加速度 ・速度 ・変位 をそれぞれ求めた。 フィ

ルタリングには・線形な過渡域 を持つ0㎜sbyフ ィル タと過渡域のleakageを 低 減す

るKaiserウ イ ン ドウを結合 させ たデジタル フィルタ[5,6]を用 い、通過周波 数帯 域 は

0.5～55.OHzの 間 と した。
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1.3実 験 結 果

1.3.1共 振実験 に よる試験体の基本動特性

正弦波加振による共振実験か ら得 られた各試験体の基本的な動特性 を以下に示す。

ある振動数の正弦波形を うけた ときの試験体頂部での絶対応答加速度を地動加速

度で除 して求めた加速度応答倍率 を縦軸に、振動 数を横軸 にとりプロッ トした結果

の一例を図15(a)～ 図1.5(f)に 示す。

図中にプロ ッ トした各点 は計測値 を示し、曲線は式(1.1)で 求 め られ る正 弦波地動

を受 ける1質 点系 の減衰振動加速度応答倍率1∫。σ刎 を示す共振 曲線 を実験値か ら最

小2乗 近似 によ り求め た ものであ る。
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1…2(ω/ω 。)21∫

。(∫ω)1={
1・(ω/ω。)}…2(ω/ω 。)

(1.1)

図1.5(a)、 図15(b)は 頂 部 に重 錘 の つ いた1質 点 モ デ ル に 置換 で きる タ イプSA試

験 体 の1次 モ ー ド、2次 モ ー ドの共 振 実験 結 果 を示 して お り、1次 固有振 動 数 は約1・0

～1 .5Hz、2次 固有 振 動 数 は約10.0～10.8Hz、 減衰 定 数 は1次 、2次 と もに約0・007

～0 .010程 度 の 範 囲 にあ る。

図1.5(c)、 図1.5(d)は3分 割 モ デ ルの塔 高2/3点 にの み重 錘 を取 り付 け、頂 部 とあ

わせ て2質 点 モ デ ル に置換 で きる タイ プSD試 験 体 の共 振 実 験 結 果 を示 す 。1次 固 有

振 動 数 は約1.4～1.7Hz、2次 固有 振 動 数 は約10.0～11.2Hz、 減 衰 定 数 は1次 ・2

次 と もに約0.006～0.012程 度 の範 囲 にあ る。

図1.5(e)、 図15(f)は3分 割 モ デル の塔 高1/3及 び213点 に重錘 を取 り付 け・ 頂

部 とあ わせ て3質 点 モ デ ル に置 換 で きる タイ プSL試 験体 の 共振 実 験 結 果 を示 す 。1

次 固有 振 動 数 は約1.4～1.6Hz、2次 固 有振 動 数 は約8.5～9.5Hz、 減衰 定 数 は1次 、

2次 と もに約0.004～0.009程 度 の 範 囲 にあ る。

各 試 験 体 につ い て同様 の共 振 曲線 を最小2乗 近 似 に よ り求 め 、 こ れ か ら得 た 基 本 的

動 特性 を表1.4(Sシ リーズ2分 割 モ デル)、 表1.5(Sシ リーズ3分 割 モ デル 、Wシ

リー ズ)に そ れ ぞ れ示 す 。

表1.4試 験体 固有振動数 ・減衰定数実測値(2分 割型)

試験体
固有振動数(Hz) 減衰定数

1次 2次 1次 2次

SO 1.80 一 一

S250A 1,518 10,854 0.0100 0.0070

S500A 1,287 10,383 0.0090 0.0080

S750A 1,145 10,261 0.0065 0.0090

S100A 1,039 10,054 0.0065 0.0100

S250B 1,788 10,411 0.0067 0.0040

S500B 1,734 9,493 0.0072 0.0110

S750B 1,680 8,962 0.0100 0.0100

SlOOB 1,663 8,460 0.0068 0.0038

SlC 0,997 6,857 0.0080 0.0120

S2C 1,Ol6 7,676 0.0125 0.0130

S3C 1,264 7,206 0.0116 0.Ol29

S4C 1,233 7,204 0.Ol25 0.0170
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表1.5試 験体 固有振動数 ・減衰定数実測値(3分 割型)

試験体
固有振動数(Hz) 減衰定数

1次 2次 1次 2次

S250D 1,687 11,】68 0.0093 qoO59

S500D 1,601 10,693 0.0115 0.0079

S750D 1,508 10,302 0.0060 0.0065

S100D L445 9,972 0.0113 0.0081

S250G L813 10,815 0.0070 α0029

S500G L815 10ρ78 0.0085 0.0047

S750G L786 9,522 0.0082 0.0060

S100G 1,781 9,018 0ρ100 0.0048

SlJ 0,940 7,284 0.0100 α0116

S2J 0,990 8,122 0.0090 0.0150

S3J L209 8,794 0.0077 α0090

S4」 1,123 7,898 0.0065 0.0087

SlL 1,419 8,457 0.0060 0.0053

S2L 1,441 9,112 0.0065 α0036

S3L 1,585 9,529 0.0048 0.0054

S4L 1566 8!739 0.0057 0.0049

WA 16,395 一 0.0064 一

冊 10,466 一 0.0065 一

WC 8,416 一 0.0142 一

Sシ リーズ 全体 で見 れ ば1次 固有 振動 数 が約1.0～1,8Hz、2次 固有 振 動 数 は約7.2

～11 .2Hzで あ る。 ま た減 衰 定 数 は1次 、2次 と もに約0.004～0.014程 度 の範 囲 で

あ り、一 般 的 な鋼 構 造物 と比 較 す れ ばか な り小 さい値 とな っ て い る。

1.2.1項 に示 した慣 用 式 に よ りこ れ らの試 験 体 の実 規 模 に相 当す る塔 高 を略 算 す れ

ば 、T1≒0.0121f(sec)と して11=50～80m程 度 の構 造 物 に相 当す る基 本 固有 周 期 を

持 つ こ とに な る。 実 地震 波 に よる加振 実験 で入 力 した 地震 波 記 録 は時 間軸 を0.6倍 ～

0.8倍 に縮 小 して い るか ら相対 的 に固有 周 期 の 長 い構 造物 に相 当す る応 答 を扱 う こ と

に な り、 この 点 を考 慮 す れ ば、11ニ60～130m程 度 の塔 状 構 造 物 を対 象 とす る こ と

に な る[7]。

ダブ ル ワ レ ン形 式 の塔 体 部 を持 つWシ リー ズ の1次 モ ー ド固有 振 動 数 は約8.5～

16.4Hzで あ り、Sシ リーズ の2次 モ ー ドと同等 程 度 に大 きい 。 また 、2次 モ ー ドに

っ い て は さ らに固 有 振動 数 が大 き い た め、 振 動 台 の 能力 上 の 制 限 に よ り計 測 して い

ない 。減 衰 定 数 は0.006～0.014でSシ リー ズ と同程 度 で あ り、 また 、 試 験体 に相 当

す る実 架構 の 規模 はH=10～20m程 度 で あ る。
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1β.2実 地震波記録 に よる加振 実験結果
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実地震波加振 に用いた入力地震動の卓越振動数はおよそ5.0～10.OHzで あ り、 こ

れ はSシ リーズの2次 モ ー ド、Wシ リーズの1次 モー ドに近 い。 したが って、本章

の実地震波 による加振実験では、Sシ リーズ(質 量 分布型)で は2次 モー ド、Wシ

リーズ(ダ ブル ワレン型)で は1次 モー ドが卓越 した振動性状 を示 しているもの と

考 えられる。

全 ての試験体の質量は塔体部 とそれに取 り付けた集 中質量 とか らなる。そこで以

下では、連続体塔体部の分布質量 も集中質量に置換 し、加速度計 による応答記録が

得 られている箇所、すなわち試験体頂部 と重錘取 り付 け位置に、表1.1～ 表1.2に 示

す値 の質 点 を持 つ集 中質量型の振動モデル として取 り扱 う。
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質量分布 と応答の特徴 との関係を見るために、実地震波加振 中に加速度 計設置位

置で計測 した応答値か ら図L4の 過程 をへ て求め た相対応答 変位 の最大値の一例 を図

1.6、図1.7に 示す。図の縦軸 は質点位置(cm)を 示 し、横軸 はその位 置での最大応

答変位(㎜)を 示す。

図1.6は 頂部 と1/2分 割点に集 中質量のあ るタイプで、頂部の質量が極端 に小 さい

S100Bか ら、頂部 と1/2分 割 点の質量が ほ とん ど同 じSCタ イプ まで4種 の試験体 に

つ いて、EICen廿o地 震波の時間軸 を0.6倍 に縮小 した場合 を(a)、0.8倍 に縮小 した場

合 を(b)に 示す。時 間軸の縮小率 に よ り応答変位の大 きさは異なるが、両図に共通す

る傾向 として、頂部質量が相対的に小 さいSlOOB(図 中の○、●)の 頂部 におけ る変

位がか な り大 き く、いわゆる鞭打 ち現象を生 じていることが分か る。頂部 質量が比

較的大 きいSCタ イプで は中間部 と頂部の変位応 答には大きな差異は見 られない。

図1.7は3分 割点 に集 中質量 を配 したSLタ イプに よる最大応答変位 を示 す。この

モデルの特徴 は、先のSCタ イプの頂部 に更 に小 さい質点 を追加 した質量分布 となっ

ている点である。図1.6のSCタ イプに よる結果 と比較 すれば、中間部の質量分布 に

よらず、 いずれ も頂部 に近い点 ほ ど変位 が増大す る傾 向 を示 してお り、前述の

S100Bと 同様 であ る。

14質 量分布 と地震力の高 さ方向分布

耐震設計 を規定 している各国の設計基準では設計用地震力の算定 方法は様々であ

るが、基本的には各階 レベル毎に作用する地震力1}あ るいは層せ ん断力9」 として

静的水平荷重 を算定す る ものである。その算定方法はあるレベル ∫での重量 貼 また

はレベル ゴよりも上の部分の重量 理 に、震度 瓦 または層せん断力係数qな どと呼

ばれ る係数 を乗 じる ものがほとんどである。すなわち、

君=K画 (1.2)

あ る い は、

¢=q四 (1.3)

であ る。

地震力 の大 きさを左右す るさまざまな因子の影響は震度1(、 や層せ ん断力係 数C 、

などの係 数 を決定 す るプ ロセスの 中で考慮 されてお り、地震力の高 さ方向分布 もこ
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れに含まれる。

わが国の最初の耐震規定である市街地建築物法(1924年)で は高 さ方 向の分布 に

関す る規定 はなく水平震度は高さによらずベースシヤ係数に等 しい一定値(α1以 上)

に採 られ ていたが 、近年 の耐震規 定ではほ とんどの国でそれぞれ高 さ方向の分布 に

対する規定が含 まれている。これ らの一般 的傾 向は頂部に近いほ ど震度が大 きくな

る点を考慮 した ものであ るが、その表現方法は種 々あ り、大別すれば、震度 を逆三

角形型の分布 としたもの、逆三角形型の震度分布 に頂部集 中荷重 を組み合わせたも

の、放物線型の震度分布 としたもの、振動 モー ド形状に応 じて分布 させた もの・な

どがあげ られる[8]。現在 のわが国の耐震規定 はこれ らのいずれとも異な り・A'分 布

と呼 ばれ る次式 の分布係 数 を用 いて層せん断力係数C`を 規定 してい る。

4ニ1+〔去 一傷〕lllT (1.4)

α
、

四

へで
》
」こ

T

で あ る。

=基 準化重量 理/W

:'層 以上の重量

:地 上部分 の全重量

:1次 固有周期(sec)

これ らの耐震規定 による地震荷重 は一般建築物を対象 と しているために、構造物

の振動モデルとしてはせ ん断モデルを採用 してお り、また、振動モー ドとしては基

本振動モ ー ドのみを取 り扱 うものが大半である。 しか し、塔状構造物 につ いては曲

げせん断型の振動モデルに近い応答を示 し、また2次 以上の高次 モ ー ドの影響 が大

きい場合 も考 えられるか ら、この ような仮定の違 いにより地震荷 重の評価 には適切

でない場合 もあると考え られる。そこで以下では、一般的な建築物におけ る地震荷

重の高さ方向の分布がA,分 布 に従 うもの とみ な し、実験記録か ら求めた層せん断力

係数の分布 と比較することにより、塔状構 造物の作用する地震荷 重の高 さ方向の分

布の特徴 を調べる。

ここでは、実地震波加振実験から得た地震応答記 録に基づいて次 の値 を求めた。

すなわち、各質点の質量 と実験か ら得 たその点での応答加速度の最大値 を用いて、

各質点位置における最大層せん断力を水平直交2方 向、お よび両方 向成分 を合成 し

た方向についてそれぞれ求めた。 また、この値を基に層せ ん断力係数・な らびに層

せん断力係数をベースシヤ係数で除して無次元化 した値(以 後 、層せ ん断力係 数分

布係 数 と呼ぶ)を それぞれ求めた。
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表1.6層 せ ん断力係数(2分 割型2質 点 モデル)

試
験
体

入力地震波

(時間縮尺)

X方 向(田) Y方 向(NS) 2方向

1分
/割
2点
器
1分
/割
2点
器
1分

/割
2点
環

S500B

EICenπo(0.6) 0,277 0,479 0,278 0,493 0,390 0,633

EICenじo(0.8) 0,315 0,455 0,244 0,353 0,398 0580

S100B

ElCenじo(0.6) 0,294 0,490 0,140 0,303 α352 0,601

EICen膨o(0.8) 0,269 0,488 0,280 0,527 0,394 0,719

SIC

EICe煎o(0.6) 0,152 0,127 0,188 0,161 0,246 0,208

ElCen廿o(0.8) 0,163 0,126 0,184 0,155 0,237 0,197

Tafl(0.8) 0,372 0,286 0,337 0,282 0,471 0,385

S2C

ElCenロo(0.6) 0,207 0,148 0,157 0,127 0,258 0,195

E且Ce宙o(0.8) 0,310 0210 0,274 0,200 0,393 0,276

Taft(0.8) 0,547 0,373 0,515 0,374 0,666 0,481

S4C

ElCen官o(0.6) 0,179 0,183 0,241 0,253 0,294 0,302

EICen甘o(α8) 0,310 0,283 0,330 0,330 0,432 0,415

Taf【(0.8) 0,487 0,450 0,518 0,515 0,694 0,685

表1.7層 せ ん断力係数(3分 割型2質 点モデル)

試
験
体

入力地震波

(時間縮尺)

X方向(即) Y方 向(NS) 2方向

2分
/割
3点

頂
部

2分
/割
3点

頂
部

2分
/割
3点

頂
部

S500D

EICenじo(0.6) 0,138 0,254 0215 0,432 0,267 0,521

EICe甜o(0.8) 0,153 0289 0,240 0,479 0541 0,282

S100D

ElCe甜o(0.6) 0,194 0,416 0,209 0,473 0,285 0,628

ElCen廿o(0.8) 0,157 0,316 0,191 0,407 0,247 0,516

SIJ

ElCenαo(0.6) 0,200 0,189 0,260 0,252 0,330 0,320

EICenロo(0,8) 0,232 0,229 0,235 0,234 0,333 0,229

Taft(0.8) 0,404 0,387 0,370 0,345 0503 0,526

S2」

E星Ce宙o(0.6) 0,203 0,165 0,172 0,142 0,284 0,231

ElCe甜o(0.8) 0,230 0,195 0,208 0,176 0,310 0,267

Taf【(0.8) 0,496 0,401 0,422 0,316 0,605 0,492

S4J

EICenro(0.6) 0,225 0,275 0,198 0,232 0,284 0,347

ElCen賦o(0.8) 0,372 0,474 0,307 0,391 0,485 0,621

Taft(0.8) 0,486 0,782 0,486 0,622 0,763 0,994

1分
/割
3点

頂部
1分
/割
3点

頂
部

1分
/割
3点

頂
部

S500G

EICe煎o(0.6) 0,377 0,482 0,418 0,555 0,477 0,618

EICenじo(0,8) 0,315 0,436 0,338 0,453 0,428 0,603

SIOαG

ElCenro(0.6) 0,280 0,416 0,263 0,405 0,390 0,590

EICe甜o(0.8) 0,356 0554 0,386 0,550 0521 α789
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表1.8層 せ ん断力係 数(3分 割型3質 点 モデル)

一
2方向

試
験体
入力地震波

(時間縮尺)

X方 向(EW) Y方 向(NS)

1分
/割
3点

2分
/割
3点

頂
部

1分

/割
3点

2分
/割
3点

頂
部

1分
/割
3点

矯
3点
器

SlL

日Cen㍑o(0.6) 0,251 0,223 0,705 0,228 0,197 0,589 0,341 0,296 α926

ElCen廿o(0,8) 0,252 0,257 0,630 0,229 0,226 0,510 0,330 0,334 0,793

Taft(0,8) 0,359 0,359 0,977 0,303 0,303 0,732 0,461 0,453 1,187

S2L

ElCenロo(0.6) 0,183 0,170 0,439 0,188 0,168 0,404 0255 0,238 0,596

E且Cenro(0.8) 0,208 0,209 0,521 0,239 0244 0,545 0,305 0,311 0,733

Taft(0。8) 0,431 0,431 1,130 0,350 0,350 0,805 0,584 0546 1,340

S4L

ElCenロo(0.6) 0,223 0,292 0,488 0,199 0,203 0,382 0,290 0,292 0,609

E且Cen⑳(0.8) 0,349 0,372 0,802 0,304 0,315 0,609 0,445 0,470 0,979

Taft(0.8) 0,431 0,431 1,130 0,350 0,350 0,805 0,584 0,546 1,340

WA

ElCen廿o(0.6) 0,360 0,502 0,713 0,300 0,428 0,545 0,403 0,653 0,889

Taft(0.6) 0,313 0,399 0,540 0,237 0,303 0,358 0,380 0,486 0,616

八戸(0.6) 0,232 0,291 0,408 0,169 0,202 0,255 0,268 0,321 0,423

WB

ElCe甜o(0.6) 0,397 0,511 0,622 0,464 0,558 0,666 0,609 0,780 0,912

TafI(0.6) 0,725 0,934 1,136 0,755 0,970 1,118 1,056 1,363 1,604

八戸(0.6) 0,355 0,435 0,513 0,336 0,402 0,455 0,434 0,519 0,609

WC

ElCen官o(0,6) 0,263 0,299 0,323 0,248 0,288 0,309 0,289 0,328 0,355

Taft(0,6) 0,630 0,745 0,800 0,555 0,653 0,699 0,811 0,957 1,033

八戸(0.6) 0,322 0,371 0,403 0,295 0,340 0,361 0,409 0,474 0,507

求めた層せん断力係数 を表1.6～ 表1.8に 示す。表1.6に はSシ リーズの質点数2

で塔高2分 割点 にあ るSB、SCタ イプ、表1.7に 質点数が2で その位置が塔 高3分 割

点 にあるSD、SJ、SGタ イプ、表1.8に 質点数が3で 塔 高3分 割点にあ るSLタ イプ

お よび塔体 部が ダブル ワレン型のWシ リーズの試験体 の値 であ る。

また、これ らの表中の値か ら層せ ん断力係数分布係数を求めた結果を、新耐震基

準のA,分 布 と比較 して図1・8～1・10に 示 す。各図の縦 軸 は基準化 重量 α、を示 し、

横軸は層せん断力係数分布係数を示す。

図1.8は 頂部 と1/2分 割点 に集 中質量 のある タイプで、頂部の質量が極端 に小 さい

S100Bか ら、頂部 と1/2分 割点の質量がほ とん ど同 じSCタ イプまで4種 の試験体 の

結 果であ る。入力地震波はElCentro地 震波の時 間軸 を0.6倍 、0.8倍 に縮小 した もの

で、それぞれ水平2方 向の成分 についての結果 を示す。

入力波や成分の違いによらず、頂部質量が極端に小さいS100B(図 中●印)の 層せ

ん断力係数分布係数が最 も大 きくなっているが、その大 きさはA,分 布 とほぼ同 じ値

を示 している。SCタ イプで はいずれ もせ ん断力係数分布係数はA,分 布 よ りも小 さ
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く、1前 後 の値 を示 してい る。

図1.9は 、先 のSCタ イ プ と、 そ の上 部

に さ らに小 さ い質 点 を 追加 した 質量 分布

形 状 のSLタ イ フ.、 合 わせ て6種 の試験

体 に関 す る結 果 で 、入 力 がElCentro地 震

波 の 時 間軸0.6倍 、0.8倍 、 お よびTaft地

震 波 の0.8倍 の場 合 につ い て示 す 。

SLタ イ プの 中間 部 にお け る値 は いず れ

も1D前 後 でA,分 布 と比較 す れ ば小 さ く、

SCタ イ フ.と ほぼ 同 じ値 に な っ て い る。

しか し、 頂 部 で は急 激 に大 き くな っ て お

り、 そ の値 はA,分 布 と同程 度 で あ る。 こ

れ は 質量 が 中 間点 と比 較 し てか な り小 さ

い た め に相 対 的 に 大 き くな っ た もの で あ

り、先 のSlOOBの 頂 部 と同 じ傾 向 を示 す

もの と考 え られ る。
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図1.10Wシ リーズ
地震層 せ ん断力係数分布

これ らのSシ リーズ試験体 はいず れ も2次 モー ドが卓越 した振 動 を してお り、こ

の場合のせん断力係数分布係数は、1次 モ ー ドを基準 に算 出されるA`分 布 に近 い分

布形状 を示 してい る と考 えられる。
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次 に、図1.10にWシ リ_ズ の3体 の試験体 について、3分 割3質 点 モデルの場合

の結果 を示 す。 このシリーズでは先のSシ リーズ と基本的動特性が異 な り、1次 モー

ドが卓越 した応答 を示 しているが、層せん断力係数分布係数は全般にわた りA,分 布

よ りも大 きな値 を示 している。

図 中に太 い点線で示すのは曲げせ ん断型振動モデルによる解析値である。高 さ方

向の質量分布がほぼ等分布 となる塔状 トラス構造物 を6質 点系 に置換 し、主柱材 お

よび斜材 の剛性か ら塔体部全体の 曲げ剛性 とせん断剛性 を計算 して得た曲げせん断

型振動モデルを用い、EICentro地 震 波 による弾性応答解析 の最 大応答値から層せ ん

断力係数分布係数を算出したものである。 この曲げ変形 を考慮 した解析値 をWシ リー

ズの実験値 と比較 す れば両者は中間部から頂部まで高 さ方 向全般 にわたって良い対

応 を示 してお り、実験値と同様 にAご 分布 よ りも大 きな値 を示 している。

A,分 布 と解析 値の重要な相違点 は、仮定する振動系がせん断型であるか曲げせん

断型であるかの違いであ り、骨組のアスペ ク ト比が比較的大 きい塔状鋼構 造物では

曲げ変形が卓越するためA∫ 分布 とは異 なる分布性状 を示 す。従って・地震層せん断

力係数分布係数として新耐震設計基準で使用 されているA,分布 をそ のま ま用 いる と・

地震層せ ん断力を過少評価することになり、曲げ振動系が卓越す ることを考慮 した

モデルによるせん断力係数分布 を採用する必要があると考 えられる。

1.5結 論

塔状鋼構造物に特徴的な高さ方向の質量分布を持つ試験体を各種用いて振動台に

よる動的加振実験を行い、弾性振動時の動特性を調べた。一般建築物の地震荷重の

高さ方向分布はA`分 布によるものとみなし、これと比較して塔状鋼構造物の地震荷

重の高さ方向分布の特徴をまとめると以下の通りである。

(1)塔 高50～100m程 度の鉄塔で あれ ば、過去の地震記録による卓越振動数 に対

して2次 モ ー ドが卓越 す る場合が多 く・その場合に層せん断力係数分布係数は ん 分

布 と大差 ない と考 えられ るが、頂部の質量が軽 くなるに従 って相対的に頂部の層せ

ん断力係数が大 き くなる傾向があ る・従 って、機能上 などの理由で厳 しい変形量の

制限が課せ られる場合(例 えば無線鉄塔 ・通信鉄塔)に は特 に注意が必要 である。

(2)1次 振動 モー ドが卓越 して振動す る場合、地震層せん断力係数の分布係数 と
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して新耐震設計基準で規定されるA,分 布によれば地震層せん断力の過小評価につな

がる場合があり危険側となる。従 って曲げせん断型の振動系を仮定して地震力を評

価する必要がある。
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第2章

鉄塔一架渉線連成系構造物の動力学的特性

2.1序 論

2.1.1研 究 目 的

塔状鋼構造物が一般的な建築構二造物 と異なる構造上の特徴のひとつに、用途 によっ

て質量 ・配置 ・構二造特性 の全 く異 なる付属 物が取付け られ る点があ り、付属物の挙

動が風や地震などの動荷 重に対す る構造物全体の動的挙動 に大 きな影響 を及ぼす場

合が多い。このような例 として以下の構造物が挙げ られる[1]。

・観覧鉄 塔 ・マイ クロ無線鉄塔 な どの頂部 に大 きな重量物 が取 りつ く構造物で、極

端に トップヘビーな質量分布 とな り地震時に顕著 な動的応答が予測される場合。

・通信鉄塔、航空管制塔 のように機能上、応答の大 きさに一定の制限が設 けられる

場合。

・高架水槽における水槽 内の水のスロッシ ング現象の ように、構 造物系の 中で特異

な振動現象が予測される場合。

一般に、これらの特異 な動特性を持つ と考えられる塔状鋼構造物 の設計 では固有

周期 ・振動モー ドなどの基本的動特性を的確 に評価する必要があ り、そのための構

造物のモ デル化には架構形式 ・規模などの構造的特徴 を踏 まえた上で、曲げ ・せ ん

断多質点系モデルあるいは連続体モデルなどの中から選択する必要がある。
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本章では、特異な動的挙動が予測 される構造物の中でも特に送電鉄塔に見 られる

ケ_ブ ル と塔状構 造物 か らなる連 成系構造物に着 目し、地震時を対象 に実験および

解析的手法によりその動特性 を調べた。

この種の塔状鋼構造物の特徴は、第1に ケーブル 自身が独 自の振動特性 を有 して

いる点で、比較的低振動数の横波 モー ドか ら高振 動数の縦 波モー ドまで多数の振動

モー ドが存在する。この ようなケーブル独 自の振動 は特に風荷重時のようにケーブ

ルに直接動荷重が作用する場合に問題 となる。第2に ケーブル を介 して多数 の塔状

鋼構 造物が連結されていることに より隣接する鉄塔群の間で連成振動 し、単独の鉄

塔 とは異 なる動特性 を持 つ点であ る。特に送電鉄塔は地形 の複雑 な山間部 に建設さ

れる場合が多 く、個々の鉄塔の高 さや重量 、あるいは架渉線の取 り付けられる角度

は全て異 なる場合 が多い。このため基本的動特性 の異 なる構造物が多数連結 された

複雑な振動系 を構成することにな り、地震 などによる動荷重の作用を受けた ときの

応答は、単独の構造物 とは相当異なることが予想 される。

近年発生 した数件の大地震時には比較的小規模な架空配電設備において傾斜 ・倒

壊の被害例が多 く見 られ る。その主要な原 因は軟弱地盤地域における支持力不足あ

るいは地盤の移動 や液状化 による ものであるが、折損被害 の原因は地際部 の固定条

件 と架線 ・支線の張力の影響が大 きいことが指摘 されている[2]。 しか し、過 去 に国

内で送電鉄塔 が地震により重大な被害 を受 けた例 はほとん どな く、台風 な どの風 に

よる被害が多い。 このため、現行 の設計においては風荷重 に対す る規定 は詳細 に定

められているが、地震の影響は特に考慮されていない場合が多い[3]。

一方、近年の大都市 を中心 とす る電力需要が急激に増加 していることと、原子力 ・

火力を中心 とする大規模 な発電設備が都市か ら遠隔地に多数建設されたことにより、

高電圧 ・大容量の送電設備が必要とな り、送電鉄塔は高 さ100m以 上 に大型化 した も

のが多数建設 されている。これらの大型送電鉄塔 は大規模 化する架渉線や腕金の影

響 も大 きく、耐震性に検討を加 えることの重要性が指摘 されている[13]。

本研究で は、特 に地震時 におけ る鉄塔 一架渉線連成系の動的応答 が架渉線の存在

によりどの ような影響 を受けるか という点 を主眼 に、単純化 された模型を用いた振

動台による動的載荷実験 を行った。実験か ら得 られたデー タによ りシステム同定の

手法を用 いて振動 中の鉄塔試験体 の動特性 を調べ ると共に、これ らの結果 を検証 し

なが ら架渉線の非線形挙動 を考慮 に入れた数値解析 を行 って、連 成系の応答の特性

を調べた。
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2.12既 往 の研 究

(1)ケ ー ブルの振動特性

ケ ーブルの 自由振動特性 に関する研究は古 くか ら行われているが、近年 も多 くの

研究成果が発表されている。

山口 ・伊藤は完全可挑性 と伸張性を仮定 したケーブルの3次 元連続体 と しての振 動

を取扱 う場合の厳密な定式化を行 い、微小 変位の仮定による線形支配方程式を求め

固有値解析 を行 っている[4]。 また、構 造物 に使用 される多 くのケーブル構造は幾何

学的非線形性を有することから、線形系の初期状態の固有モー ドを基準座標 にとり、

これを一般化変位 として幾何学的非線形項 を含む運動方程 式を直接積分法で積分す

ることにより弱非線形問題に適用 し、正弦波外乱 に対する時間応答解析 を行 ってい

る[5]。 これ らの結 果か ら、特 に、ケーブルの振動特性は1つ の材料パ ラメー タ(縦

波 ・横波伝 播速度 比)と2つ の形状パ ラメー タ(サ グ比 と両支持 点の傾斜角)に よ

り決 まる こと、固有 モー ドの特徴 として、低次固有振動数領域 において同一振動数

で3つ の固有モ ー ド(面 内2方 向、面外1方 向)が 存在 し、特定 のサ グ比 に対 して高

次モー ドへの遷移領域が存在すること、時 間応答特性 に対 してもサグ比が重要なパ

ラメータとなり、振動方向 ・モー ド形状により張力 ・変位の応答特性が異なること、

などが指摘されている。

真柄 ・川股 ら[6,7]は、2方 向ケーブルネ ッ トな どの不安定吊構造の大変形時には部

材の剛体 変位のみで構成 されるリンク運動が変位 の大部分 を占める点に着 目し、部

材変形を無視 した リンク機構のみでの釣合可能形状 を決定 するために、節点変位 と

部材軸力 を未知数 とする混合法形式の非線形方程式 を導 き、数値解析によ り形状決

定 と変形解析を行 う手法 を提案 している。 さらに部材のひずみ及 び初期応力を伴 う

場合に拡張 し、幾何学的非線形問題の厳密解 を得 る方程式 を誘導 し数値解析を行っ

た結果についても報告 している。

(2)鉄 塔一架渉線連成系の強風時振動特性

小園 ・前田 ・牧野 ら[8,9]は、真柄 ・川股 らの提 案す る混 合法による解析手法を用

い、鉄塔 一送電線連成系 の強風時の応答解析を目的とした数値解 析的研究 について

報告 している。塔高60m規 模 の耐張型鉄塔 を対象 とす るモデルに対 して、架渉線の

端部拘束条件 ・サ グ比 ・本数 ・分割数などをパ ラメータとする固有値解析、周波数

応答解析 を行 った結果、周波数域毎の架渉線の固有振動モー ドの違いと、架渉線張

力および鉄塔変位 に及ぼす影響について報告 している。また、特 に低周波域の横波
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モー ドに着 目して起振機 による実 架構の振動実験 と数値解析 との比較検討 を行った

結果、鉄塔_架 渉 線連成 系 の固有 振動モ ー ド特性 を明かに し、架渉線が鉄塔 に及ぼ

す影響 として、

1.架 渉線か ら直接鉄塔 に作用す る動 的張力(架 渉線主導 のモー ド)

2.架 渉線 に より結合 された隣接鉄塔 の影響(鉄 塔主導 のモー ド)

の2つ を挙 げ、架 渉線主 導のモ ー ドでは、低周波域で横波 ・奇数次モー ド・高周

波域では縦波モー ドが動的張力に対する影響が大 きいこと、鉄塔主導のモー ドでは・

架渉線は鉄塔間で変形を伝 える静的結合バ ネとして働 き、鉄塔間の振動の位相差 に

より固有周波数が分岐することなどを指摘 している。

また、Kempener[10]ら は塔高50mの 鉄塔6基 か らなる実規模 の鉄 塔 一架渉線系 の

静的および動的試験を行 い、鉄塔単体の固有振動数 ・振動形について理論 と実験の

結果が10%程 度 の誤差で一致 した と報告 している。

(3)鉄 塔 一架渉線連成系の強震時振動特性

地震時の動的応答について調べた研究 として、以下の ものがあげ られる。

岩間 ・玉松 ら[11,12]は 、架渉 線 とガイ シか らなる振 動系の動特性 とその影響 を考

慮 した鉄塔系の振動特性 を把握するため1ス パ ン実架渉線の動的加力実験 を行 い、

架渉線ガイシ系の振動特性を調べるとともに、鉄塔 との連成系 について固有値解析、

周波数応答解析 を行 った結果につ いて報告 してい る。その結果、主要な固有振動 と

して、長周期の架渉線の固有振動 と、塔体 および腕金の固有周期 に近接 した周波数

域におけ るガイシの変位が卓越す る固有振動が存在する。 また、耐張型鉄塔連成系

の地震時応答は、線路方向で架渉線ガイシ系の振動特性の影響を受 けるが 、架渉線

による変形拘束に より応答は単独 鉄塔 よりも小 さ くなること、線路直交方 向は架渉

線ガイシ系の応答が連成系の応答 にほとん ど影響 を及ぼさないこ と、などを指摘 し

ている。

小坪 ・高西 ら[13-17]は 、起振 機実験 、常時微 動 観測 による実験 と、固有値解析な

らびに動 的応答解析を行い、鉄塔 一架渉線連成系 の地震応 答につ いて詳細 な一連の

研究結果を報告 している。

この中で、実架構 の常時微動観測か ら、架渉線支持方法が懸垂型 の鉄塔 では加振

方向によらず架渉線の影響は少ないが、耐張型の鉄塔では線路方 向振動時 に架渉線

の影響を受け、架渉線のばね作用 ・質量作用を考慮する必 要があ ることを指摘 し、

架渉線のばね定数 の振動数特性 を詳細 に調べている。その結果、架渉線の固有モ_

ドは多数存在す るが、特 に振動数特性で顕著 なピークを示 す固有 モー ドは数個 に限
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定されることを示 し、これらのモー ドのみを考慮 した簡略化 した振動数特性 を用い

た振動形解析法により動的応答最大値 を評価できることを示 している。

この結果 を基に耐張型鉄塔 と架渉線からなる連成系の強震時線路方向振動解析 を

行った結果、変位 ・加速度 ・部材応力などの最大応答値 は単独鉄塔の場合 の最大応

答 と比較 して同程度またはそれ以下であ り、単独鉄塔 に対 する設計値が鉄塔一架渉

線系中の鉄塔については、安全側の値 を与えると結論づけている。

これら既往の研究 において鉄塔 一架渉線連成系の動特性 は、架渉線の振動特性 を

把握 し、それを考慮 した連成系の動的応答 を評価 する形で行われている。特に架渉

線の振動特性 は、前述の小園 ら、小坪 ら、岩間らの研究により詳細 に明らかにされ

てお り、動的応答 に及ぼす影響の大きい架渉線振動モー ドとして、

・高周波域の縦波モー ド(5～50Hz)の1次 あ るい は2次 モー ド

・低周波域の横 波モー ド(0 .2～1.OHz)で 奇数次 にみ られ る遷移モー ド

があげ られ、偶数次モー ドなどのその他の多 くのモー ドは架渉線動的張力へのモー

ド寄与は小 さいことが報告されている。

また、架渉線の支持方法 として、鉄塔腕金に架渉線張力が直接作用する耐張型 と、

直接張力が作用 しない懸垂型の2種 類 が使用 されてい るが、懸垂型鉄塔では架渉線 と

の動的相互作用 は認められず、その影響が問題 となるのは耐張型鉄塔で しかも線路

方向加振時であることがいずれの振動実験でも報告されている。

したがって、地震時を対 象 とした既往の連成系の動的応答解析 は主に耐張型鉄塔

の線路方 向加振時の応答 を中心に行われている。いずれの研究結果 も、強震時の連

成系の動 的応答 は単独鉄塔の応答 を下回る場合が多 く、架渉線の動的張力が連成系

内の鉄塔 の応答 に及ぼす影響は安全側になる、 とするものがほとんどであ る。これ

らの解析研究の対象 となる複数の鉄塔 と架渉線か らなる連成系モデルは、いずれ も

鉄塔、架渉線などの諸元が同一で、一直線上に配置された鉄塔群 を扱っている。

しか しなが ら、現実の送電鉄塔においては各鉄塔の基本 的動特性や架渉線のサグ

比(中 央 携み 一スパ ン比)、 傾斜 角 な どが多様 な値 を とる ため、隣接する鉄塔の動

的応答がそれぞれ異な り、連成系 の動的応答はさらに複雑 な挙動 を示す ことも予想

されるが、これらの点 も考慮 した動的応答 に関す る研究はほとん どなされていない

のが現状である。
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2.2塔 体一架渉線連成系の動的加振実験

2.2.1実 験 概 要

本実験は、送電用鉄塔特有の付属物である架渉線が地震動を受ける鉄塔塔体部の

挙動にお よぼす影響を調べる目的で行ったもので、棒鋼を用いて簡略化 した鉄塔模

型と架渉線とからなる連成系の試験体を用意し、振動台を用いて正弦波あるいは実

地震波記録による動的載荷実験を行った。

棒鋼を用いた鉄塔試験体では塔体部は主に曲げ振動型にモデル化 して取 り扱うこ

とになるが、現実の送電鉄塔は山形鋼あるいは鋼管によるダブルワレン形式の トラ

ス骨組で構成される場合が多 く、棒鋼を用いた試験体による塔体部のモデル化が適

切かどうかを確認する必要がある。そのため、ダブルワレン形式の模型試験体を併

せて製作し、独立鉄塔としての動特性を棒鋼と比較検討するための実験も行った。

2.2.1.1試 験 体

連成系試験体 に用いた鉄塔部を図2.1

に示 す。塔体部が径5mm、 高 さ400mm

のSS400相 当丸鋼製 で、頂部 に板 厚6mm

の鋼 板製 の腕金 部 を取 りつ け、 さ らに

固有周期 を調整するために腕 金下 に鉛

のお もり(5009)を 取 りつ けた。

連成系試験体 は図2.2に 示 す ように鉄

塔 試験体3基 をスパ ン1058mmで 直線

上 に配置 し、塔 体部 棒 鋼 の基 部に切っ

たネジで振動台上の治具にネジ留め し、

各腕金先端に2本 ずつ計4本 の架渉線

で鉄塔 間を繋いで構成 される。3基 の鉄

塔 には端か ら順 にN、M、Sの 名称 を付

し、鉄塔NとM問 に架 した架 渉線 はN.

M1、N-M2、 鉄塔MとS間 に架 した架

渉線 はM-S1、M-S2、 の名称 に よ り区別

す る。

ト馴
「「緊

銘、

一

図2.1連 成系鉄塔 試験体
(単位:mm)
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図2.2鉄 塔 一架渉線連成系 試験体全体 図
(単位:mm)

図2.3ダ ブル ワ レン型 試験 体
(単位:mm)

架渉線 にはピアノ線(直 径 α1㎜ 、公称 引張 強度28.5～34.5k蜘2)を 用 いた。

質量 を調整す るため2cm間 隔で鉛 のお もりを取 りつけ、架渉線1本 当 りの重量 は約

8.8gで あ る。架渉線重量に よるカテナリー曲線の釣 り合い条件から計算 した静的釣

り合い時の架渉線初期張力は55.10gfで ある。

試験体 の塔高 と鉄塔 問距離 の比は1:2.56、 静的釣合 時 におけ る架 渉線 中央 たわみ

の鉄塔間距離に対する比(サ グ比)は3%で 、 いずれ も実際の送電鉄塔 に近い値 と

した。試験体の鉄塔 ・架渉線の重量などの諸元実測値 を表2.1に 示 す。

ダブル ワ レン形式の単独鉄塔の試験体を図23に 示す。試験体 の詳細 は第1章 図1.3

に示すWシ リーズ と同 じである。

現実の送 電鉄塔の高さ方向の質量分布を見ると上部に取 り付 けられた腕 金の影響

で トップヘビーな質量分布 となることが多 く、また、比較 の対象 となる連成系試験

体の塔体部 も同様 の分布 となっていることから、最上部パネルに2.Okg、4.Okgのi集

中質量 を取 り付 けた試 験体 も製 作 した。ダブル ワレン形式試験体の名称は先頭Wで

始 め、頂 部 に取 り付 けたお もりの重量の違いにより表2.1に 示すWA、WB、WCの3

種 の試験体 が ある。
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表2.1試 験体諸元値 一
一

連成系試験体 ダブルワレン型試験体

塔体部 架渉線

名称 重量(9) 塔 高(mm) 名称 重量(9) 名称 頂部重量(g) 全重量(g)

-
3813一N 559.2 393.0 N-M1 8.8 WA 0

M 568.7 3945 N-M2 8.6 WB 2000 5813
一
7813S 561.4 393.0 N-S1 8.6 WC 4000

N-S2 8.6 一

2.2.1.2加 振 方 法

実験には京都大学防災研究所人為地震発生装置の動電型振動台を用い、正弦波入

力による共振実験 と、実地震波の地動加速度記録 による加振実験の2種 の動 的載荷

実験 を行 った。

連成系試験体の加振条件は以下の通 りである。

実験のパラメータは、① 架渉線の有無、② 入力地震波、③1方 向加振 または2方

向加振 による加振方向、の3種 で ある。共振実験 で は、一定振動数の正弦波を20cm/

sec2程 度 の一定の加速度振幅で加 え、試験体の応答が定常状態になった ときに各点で

の加速度 を計測 した。与えた正弦波の振動数は、予測 される固有振動数を中心 に2.0

～5 .OHzの 範 囲内で、0.1～1.OHzの 間隔で変化 させ た。架渉線 の ない状態および架

渉線を架設した状態で、それぞれ線路方向(架 渉線 と平行 な方 向)ま たは線路 直交

方向のいずれか1方 向のみ加振 した。

実地震波加振実験では、入力波 として表2.2に 示す3種 の地震 にお けるNS、EW

成分の加 速度記録 を用 い た、但 し、試験体 の固有周期が実 際の塔 状鋼構造 物の固有

周期と比較 して短いため、それぞれの記録の時間軸を0.6倍 お よび0.8倍 に縮 め て周

波数成分 の調整 を行 った。入力加速度 レベ ルは塔体部が弾性範囲内で挙動す る程度

とし、いずれも最大約100cm/sec2で あ る。

加振方 向は、線路 方向、線路直交方向のいずれか1方 向加振の場合 と、2方 向 同時

加振 の場合があ る・試験体 と加振方向の組合わせ により表2・3に 示す4通 りの加振条

件 と した。地震波の入力成分はいずれの実験においても線路直交方向へNS成 分、線

路方向へEW成 分 に統一 した。
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表2.2加 振実験 に使用 した実地震波

地震波名 時間軸縮尺率 継続時 間(sec)

EICen心oNS・EW成 分

ImpedalVaney地 震(1940年5月18日)

0.6 18.0

0.8 24.0

Ta丘NS・EW成 分

KemCountry地 震(1954年7月21日)

0.6 18.0

0.8 24.0

八戸港湾NS・EW成 分

十勝沖地震(1968年5月16日)

0.6 24.0

0.8 3ZO

表2.3連 成系実験 の加振条件

実験名 試験体 加振方向

Cl_
独立鉄塔3基

(架渉線なし)

2方 向加振

(線路直交方向NS成 分/線 路方向EW成 分)

C3.。.X 連成系試験体 線路方向のみ1方向加振(EW成 分)

C3...Y 連成系試験体 線路直交方向のみ1方向加振(NS成 分)

C3_ 連成系試験体
2方 向加振

(線路直交方向NS成 分/線 路方向EW成 分)

ダブルワレン型試験体では、連成系 と同様の正弦波加振 による共振実験 ならびに

実地震波 による実地震波加振実験を行 った。使用 した地震波は表2.2に 示 す地震波 の

内、T誼 お よび八戸港 湾における記 録 を時間軸縮尺率0.6倍 と した もので、全 てNS-

・EW成 分 による2方 向同時加振 と した。

試験体 の種類 ・加振条件 ・入力波 の組合せを区別するため、以下の実験名称 を付

けた。実地震波加振による実験のリス トを表2.4に 示 す。

⊆ 璽 ∠
(1)(2)(3)

(1)試 験体名

(2)入 力 波

C1:単 独 鉄 塔(鉄 塔3基 ・架 渉線 な し)

C3:連 成 系(鉄 塔3基 ・架 渉線 あ り)

WA:ダ ブル ワ レ ン型試 験 体(頂 部 錘 な し)

WB:ダ ブル ワ レ ン型試 験 体(頂 部 錘2kg)

WC:ダ ブル ワ レ ン型試 験 体(頂 部 錘4kg)

F:自 由振 動

K正 弦 波 加振

Rラ ンダム 波 加振

EEICentro、T:TaR、H:八 戸 港 湾

60.6倍 、8:0.8倍
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(3)加 振方向 ●
:

.
し

X

Y

な

線路直交方向のみ加振

線路方向のみ加振
2方 向同時加振

表2.4実 地震波加振実験 リス ト

実験名 試験体 地震波 時間縮尺

一 一

加振方向

2方向
〃

CIR6E 独立鉄塔3基(架 渉線 な し) EICentro 0.6倍

CIR8E 〃 EICentro 0.8倍

CIR6T 〃 Taft 0.6倍 〃

CIR8T 〃 Ta丘 0.8倍 〃

CIR6H 〃 八戸港湾 0.6倍 〃

CIR8H 〃 八戸港湾 0.8倍 〃

C3R6EY 鉄塔一架渉線連成系 ElCentro 0.6倍 線路方向1方 向

C3R8EY 〃 ElCentro 0.8倍 〃

C3R6TY 〃 Taft 0.6倍 〃

C3R8TY 〃 Taft 0.8倍 〃

C3R6HY 〃 八戸港湾 0.6倍 〃

C3R8HY 〃 八戸港湾 0.8倍 〃

C3R6EX 〃 ElCentro 0.6倍 線路直交方向1方向

C3R6TX 〃 Taft 0.6倍 〃

C3R6HX 〃 八戸港湾 0.6倍 〃

C3R6E 〃 ElCentro 0.6倍 2方 向

C3R6T 〃 Taft 0.6倍 〃

C3R6H 〃 八戸港湾 0.6倍 〃

WAR6E ダブルワレン型 ElCentro 0.6倍 〃

WAR6T 〃 Taft 0.6倍 〃

WAR6H 〃 八戸港湾 0.6倍 〃

WBR6E ダブルワレン型(頂 部2kg) ElCentro 0.6倍 〃

WBR6T 〃 Taft 0.6倍 〃

WBR6H 〃 八戸港湾 0.6倍 〃

WCR6E ダブルワレ型 Ω夏部巫9) ElCentro 0.6倍 〃

WCR6T 〃 Taft 0.6倍 〃

WCR6H 〃 八戸港湾 0.6倍 〃
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2.2.1」 計 測 方 法

図2.2、2.3に 示す試験体 の頂部 ・中間部 にひずみゲージ式加速度計(容 量2G、 応

答周 波数70Hz、 重量25g)、 振動 台上 にサ ーボ式加速度型振 動計(容 量2G、 応答周

波数400Hz)を それぞれ取 りつけ、水平2方 向の加速度 を計測 した。 また連成系試

験体の塔体基部 に抵抗線歪ゲージ を貼付 し歪量 も計測 した。加速度計 ・歪 ゲージの

出力は動歪計により増幅 した後AID変 換器 に よ りデジタル量 に変換 し、計測用 コン

ピュータの記憶装置に収録 した。AID変 換器のサ ンプ リング周期 は3msec.で ある。

実験 か ら得 られた データ は入力地動加速度 と試験体加速度計設置位置での応答絶対

加速度である。図2.4に 示す過程 に したが って計測値 の フィルタリングと積分を繰 り

返 し、加速度計設置位置での相対応答加速度 ・速度 ・変位 を求めた。

フィルタリングには、線形な過渡域を持つOmsbyフ ィル タと過渡域のleakageを

低減するKaiserウ イ ン ドウを結合 させ たデ ジタル フィルタ[18,19]を用 い、通過周波

数帯域は0.5～55.OHzの 間 と した。
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BANDPASS

FILTER
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(κ+y)ノ

α+y)一 タノ 薫
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"
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莞∫IN丁EGRATI。N滝 BANDPASS

FILTER
兎∫INTEGRATIONκ
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κノ

NOTA丁IONS

…SUR・一鴨 瓢 罐灘ll灘 雛 灘 雷縮
㎝

「(髭+夕),F・LTEREDABS・ ・UT・ACCELERATI…NTH・TAB・E脚 …Alll=:1;:1:謝:跳 搬 灘:醜

図2.4実 験測定値 か らのデー タ生成過程



38第2章 鉄塔一架渉線連成系構造物の動力学的特性

2.2.2試 験 体 の 基 本動 特 性

正弦波入力による加振実験を行った結果から得た、各試験体の基本的な動特性を

以下に示 す。一定振動数 の正弦波入力による加振 を行い、試験体 の応答が定常状態

になった と見 られる時点 で測定 した応答値 に基づ いて、各振動数毎に試験体頂部で

の絶対応答加速度の最大値を地動加速度の最大値で除 して求めた加速度応答倍率 を

縦軸に、振動数を横軸にとりプロットした結果を図2.5(a)～ 図2.5(d)に 示す。
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図2.5試 験体 の共振 曲線
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図2.5試 験 体 の 共振 曲線

20

図中にプロッ トした点は計測値 を示 し、曲線は式(2.1)で 求め られる正弦波地動 を

受 ける1質 点系 の減衰振動加速度応答倍率 β。('副を示 す共振 曲線で ある。

1亀(∫ω)1=

1…2(ω/ω 。)2

{1・(ω/ω 。)2}2+・ ・2(ω/ω 。)2

(2.1)

各試験体 につ いて式(2.1)の 固有振動数 ω。、減衰定数 〃 を実験計測値から最小2

乗近似 によ り求め た結 果 を表2.5に 示す。いず れの試験体 も2次 以上の高次モー ドに

ついては振動数が大 きく、定加速度振幅で作動させるには振動台の能力上無理があっ

たために計測 していない。

表2.5試 験体 の1次 固有振動数 ・減衰定数

名称 試験体
1次 固有振動数(Hz) 減衰定数

線路方向 線路直交方向 線路方向 線路直交方向

WA ダブ ル ・ワ レ ン 16.3950 一 0.00640 一

冊 〃 104657 一 0.00649 }

WC 〃 84158 一 0.01417 一

CIN 独立鉄塔 3.6973 3.6988 0.Ol216 0.01024

CIM 〃 3.7646 3.7714 0.01050 0.00500

CIS 〃 3.7815 3.7733 0.00650 0.00667

C3N 連成系鉄塔 3.7030 3.6999 0.01081 0.Ol839

C3M 〃 3.6949 3.8013 0.01310 0.Ol772

C3S 〃 3.7111 3.8017 0.00863 0.Ol879
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連成系試験体の各鉄塔の架渉線 をつけていない独 立鉄塔 の状態での共振 曲線は・

線路方向(図2.5(。))、 線路直交方向(図2.5(b))と も同様 の傾 向 を示す・1次 固有

振動数 を見 る と端部 のN鉄 塔が約3.70H、 、他の2基 が約3!77Hzで 、わずかではあ

るが 曲線の ピー ク位置には顕著な違いが見 られる。また、減衰定数は α6～1・2%程

度 である。

架渉線 をつけた状態で は、独立鉄塔の場合 と比較 して以下の違いが見 られる。

線路方向加振時(図2.5(c))に は3基 の共振 曲線 はほぼ一致 する。1次 固有振動 数

は3基 の平均 的な値 ではな く、3基 の中で最 も長周期 となるN鉄 塔の単独応答値 に

近 いの は、架渉線重量が付加 されたことに よるものと考え られる。架渉線 を介 して

隣接鉄塔 同志が一体 として挙動す る傾 向が見 られ、独立鉄塔 とは異なる動特性 を有

するものと考えられる。また、減衰定数は単独での応答 と変わらない。

線路直交方向加振時(図2.5(d))で は、各鉄塔の固有振動数 は独 立鉄塔 と変わ ら

ず、N鉄 塔のみ共振 曲線の ピーク位 置がずれている傾 向も変わ らない。この場合 は

む しろ減衰定数に顕著な違いが見 られ、独立鉄塔での減衰定数の2～3倍 の約1.77

～1 .88%の 値 を示す。 これ よ り、架渉線 を介 して隣接鉄塔同志が応答 に影響 を及ぼ

し合 うこ とはないが、架渉線 自身が各鉄塔 に対 して若干の減衰効 果をもた らす もの

と考えられる。

ダブルワレン型独立鉄塔試験体(図2.5(e))で は、頂部 に と りつけ た錘 の重量に

よ り違いが見 られるが、1次 固有振動数 は8.4～16.4Hzで 連成系試験体 の3倍 前後

の値 になる。減衰定数 については連成系試験体 とほぼ同じ値を示 している。

2.2.3塔 体部のモデル化 に関す る検討

現実 に用い られている鉄塔の搭体 部はダブルワレン型の塔状 トラス構造 により構

成 されているのに対 し、実験鉄塔の搭体部 は一様 断面の棒 鋼を用 いることにより、

頂部に集 中質量を有する連続体に近い形状 をとってお り、 曲げ型 の振動モデルに理

想化 されている。そこで連成系の動特性を評価す るに先立 ち、連成系実験 で用 いた

搭体部のモデル化 の適性 を調べ ることを目的に、連成系試験体塔体部 とダブル ワレ

ン型試験体の実地震波加振実験 に よる応答結果か ら試験体剛性 を同定 し、それぞれ

連続体モデルによる理論値 と比較検討 した、
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2.23.11自 由度連続体 モデルに よる理論値

連成系鉄塔試験体の搭体部 とダブルワレ

ン型試験体の搭体部は、頂部水平変位を一

般化座標にとり、1自 由度 の連続体 と考 え

ることによ りいずれ も運動方程式 を1質 点

系 モデル と同様 の形で 表現 す ることができ

る。1自 由度連続体 モデルの運動方程式は

以下の方法で導かれる[20]。

図2.6に 示す長 さ 乙 、曲げ剛性E1(z)、

質量分布 彫(z)の 連続体塔 体部 の頂部 に質

量 〃 、慣性モーメントz。の集 中質量がつ

いた塔状構造物 が地震に よる地動加振y(∫)

を受 けた とき、たわみ の形状 関数 をψ(z)で

表 わ し、振動 に よる変位 を一般化座標zc)

を用いて式(2.2)で 表現す る。

配(z,')=ψ(z)κ(')

κ(')

lM
I

」 ・(、,、)ち
1

1

ψ(z)

配(z,り

1

L

謝ノ
1

z

←-y(')一 「

図2.61自 由度 連続体 モデル

(2.2)

塔体 の運 動 エ ネ ル ギ ー、 曲 げ変 形 に よ る ポ テ ンシ ャル ・エ ネル ギ ー 、 お よび 減衰

に よる非保 存 力 に よ りな され る仕 事 量 は そ れ ぞ れ式(2.3)～ 式(2.5)と な る。

7謙 ω陶f砒

v=糖 ②幽)膨

呪=撫 綱 ぬ

(2.3)

(2.4)

(2.5)

こ こ で 、Hamiltonの 原 理

∫1δ(T-v)訪+伽=・
(2.6)

に式(2.3)～ 式(25)を 代 入 す る と、

∫1[レ卿 脚+∬ 瞬 鰍 一隼・瞬 鰍}・=・ (2.7)
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となり、式(2.2)を 式(2.7)に 代入 して整理す ると運動方程式 は(2.8)で 表現 される。

漉(∫)+♂ 歯(ご)+蜘)=砺(∫)(28)

ここに識 化質量 パ ニか(・ 廊'幽

一般化剛 性 ズ=飽(・)(幽 ②9b)

一般化減衰 ♂=∬(,)ψ2d・(2・9c)

一般化等価荷重 ρ身 卵(麟(29d)

である。

連成系鉄 塔 お よび ダブル ワレン型試験体 の運動方程式の定式化 に際 し、一般化質

量の計算において塔体部等分布質量 畷z)=尻=coη ∫∫.と頂部 の集 中質量(質 量 〃 ・

慣性モーメン ト1。)を 考慮 に入 れ、たわみの形状 関数 として塔頂部に集中荷重が作

用 したときのたわみ、

ψ(・)=(号一愛)(圭)2(Z1・)

を採用 し、一般化座標 として塔頂部の水平変位を用いると、

一般化質量 パ=伽 … 圃+ち[ψ'(L)r=藷+〃+⊂ 誹

一般燗 獄 二飽(・)(伽 男

搬 化減衰 ♂一∬(繍 一論 ・乙

一般化荷重 ρ身 栴 蜘(ム)ト 伽+〃)

(2.11a)

(2.11b)

(2.11c)

(2.11d)

となる。式(2.11a～d)を 用 いて ダブル ワレン型試験体 、連成系試験体塔体部それ

ぞれの一般化質量 ・一般化荷重 ・一般化剛性 を計算 した結果を表2.6に 示 す。連成系

試験体鉄塔 については3基 の内の鉄塔Sに ついての計算値 を示す。 また、ダブルワ

レン型試験体 については、質量、剛性 とも高さ方向に変化するが 、これを等断面 と

みなして高さ100cm位 置における断面の値 を用 い・曲げ剛性については、主柱材お

よび斜材の寄与する分を考慮に入れて計算 した。
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表2.6試 験体塔体部の動特性理論値

試験体
一般化質量

●
m(kg)

一般化荷重

〆(kg)

一般化剛性
3
k(kg∬cm)

ダブルワレン型
頂部2kg 3.37×1σ3 4.18×1σ3 15.37

頂部4kg 5.37×1σ3 6.18×1σ3 15.37

連成系塔体部鉄塔S 5.380×104 5.382×104 0.3020

2.2.3.2シ ス テ ム 同 定 手 法

ランダム波による加振実験か ら得た結果を用いて、試験体 を1自 由度系 とみな し

たときの振動 中の剛性 ならびに減衰 をシステム同定の手法により求めた。

運 動 方 程 式(2.8)に お い て 、一 般化 質 量 〆 、 一 般化 荷 重 ρ身 は(2.11a)、(2.11d)に

より求められる表2.6の 理論値 を用 い、一般化剛性 ズ 、一般化減衰c重 を同定 の対象

パ ラメータとす る。

振動中の質点に作用する抵抗力 ム は復元力 ∫ と減衰力 五 に分けられ、復元力は

相対応答変位 κの関数、減衰力は相対応答速度 元の関数 とみなせ る。す なわち、

ム=五(κ)+プ ニ(歯)(2・12)

図2.7に 示す ように、質点の速度応答 時刻歴の中で速度0の 時点か ら次 の速度0ま

での半サイクルの 間は式(2.12)の 復 元力 お よび減衰力が単調 に変化するので各係数

が一定であると仮 定 して多項式に よる表現 が可能である。 この とき、減衰力は原点

を通ると仮定すると、半サイクル間の η個の標本点で定数項が0の 多 項式 と して一

般 に次式の形 に表現できる。

4(滝)ニc1妾+・、考+・,元1+…,∫ ニ1,2,…,・(2・13)

また、復 元力 は半 サ イクル のイ ンターバルの開始点が原点 となる ように座標変換

を行 う と次 式 で 表 現 で き る。

4=柘+瑠+ち ・12+ち ・r3+…,∫ ニ1,2,

た だ し・ π=五 一五
、・xl=κ`一 κ1

...,η(2.14)

抵抗力 為 は質点に作用する慣性力 と等 しく、各標本点での運動方程式は一般 に、
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髭+y
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図2.7振 動実験 に よる応答記録

瓶=一 配{(髪、+y、)一(元1+y1)}

=柘+耀+観2+嘱3+…+c1£,+c、 虎3+c
,歯2+…,∫ ニ1,2,_,η

(2.15)

となる。結局、半サイクルのインターバル内の標本点を基に式(2 .15)の 係 数ベ ク

トルが最小2乗 最小 ノルム となる値 を近似 的に求めることにより係数を同定するこ

とができる。

2.2.3.3シ ス テム 同 定 に よ る実 験 値 の 評 価

加振実験では入力加速度 レベルは試験体の応答が弾性域にとどまる範囲内であ り、

復元力は相対応答変位 κの1次 関数 、減衰力 は相対応答速度 オの1次 関数 とみ なせ

る。表2・6に よる一般化質量 ・一般化荷重 を既定値 とし、WB、WC 、Cl(架 渉線 な

し)の 試験体 につ いて以下の運動 方程式をシステム同定の対象 とした。
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ダブルワレン型(頂 部2kg)WB

ダブル ワレン型(頂 部4kg)WC

連成系試験体(鉄 塔S)C1

"
κ

.
X

へしだた

"y

o
るい用を

3.37×10-3ii+c愛+1ヒ κ=-4.18×10-3y

5.37×10-3髭+c」 叱+た κ=-6.18×10-3y

5.38×104髪+c愛+奴=-5.382xlO-4y

鉄塔頂部の相対応答加速度記録

鉄塔頂部の相対応答速度記録

鉄塔頂部の相対応答変位記録

振動台上の絶対加速度記録

(2.16a)

(2.16b)

(2.16c)

図2.8～ 図2.10に 、シス テム同定の対 象 とした加振実験の地動加速度、鉄塔頂部

の相対応答加速度 ・速度 ・変位の各時刻歴の例 を示す。図 はいず れも線路方向の応

答について示 した。
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システム同定に用いた標本点は、3種 の試験体 にElCentro及 びTaft地 震波 を入 力

した加振 実験結 果 の中か ら応答の大 きい時 間領域 を取 り出 し、近似精度 を上げるた

めに計測データ問を3次 スプライ ン曲線 に よ り補 間 してデータ点数を10倍 に割増 し

た もので ある。
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図2.11(a)～ 図2.11(f)に 各 実験 か ら同定 した剛性値 を図示する。図中の ●は線路

方向(Y)、 ○ は線路 直交 方向(X)の 応答 か ら同定 した値 で、1つ の点が1つ の イ

ンターバルか ら同定 された値 を示 し、横軸は対応するサイクルの変位振幅を示す。

図2.11(a)～ 図2.11(d)に 示す ように、 ダブル ワ レン型試験体の剛性は変位振幅の

小 さい領域でばらつきが大 きいが、振幅の大 きい主要な応 答では一定の安定 した値
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となっている。小振幅時のばらつきは高次振動モー ドの影響と考 えられ、1次 モ ー

ドが卓越 す る振 幅 の大 きい領域で剛性が理論値 に近 い値 を示 している。 また・図

2.11(e)、(f)に 示す連成系試験体 の剛 性は振幅 によらずほぼ一定の値を示 している。

表2.7に これ らの結果か ら得 た剛性平均値 と理論値 を比較 して示す。ダブルワレン

型で最大3.9%程 度、連成系鉄塔 で最大1.4%程 度 の差が見 られ、ダブル ワ レン型の

方が誤差が大 きい。この差は1自 由度 連続体 と仮定 した理論 モデルと現実の試験体の

挙動の違いを示す ものであるが、1次 振動 モー ドが卓越 す る領域 においては両者の

差 は問題にならないと考えられる。

なお、減衰項については復元力項 に比較 して絶対値が小 さいため安定 した値 に同

定することができず、負の値になることもある。表2.7中 の減衰 定数 は同定結 果の最

頻値 を示 した。

以上の結果 より、基本モー ドが主要な振動モー ドである限 り、ダブルワレン型 ト

ラス構造の鉄塔は曲げ型の1自 由度 連続体 とみなす ことがで き、棒鋼 による連成系

試験体で実鉄塔の動特性を十分にモデル化できているものと考えられる。

表2.7塔 体部剛性の理論値と実験値の比較

試験体 実験名 応答の方向
剛性(kglcm) 減衰(%)

理論値 実験値 誤差(%) 実験値

ダ
ブ
ル
ワ
レ
ン

型

頂部

2kg

WBR6E 線路直交

15.37

15.52 0,966 0.1280

WBR6E 線路平行 15.65 1,789 0.1067

WBR6T 線路直交 15.44 0,453 0.0899

WBR6T 線路平行 15.69 2,040 0.1074

頂部

4kg

WCR6E 線路直交

15.37

15.85 3,028 0.3743

WCR6E 線路平行 15.77 2,536 一〇.1358

WCR6T 線路直交 15.99 3,877 0.1259

WCR6T 線路平行 15.96 3,697 0.1405

連成系

鉄塔S

CIR6E 線路直交

0.3019

0.3032 0,429 0.0056

CIR6E 線路平行 0.3062 1,404 0.0106

CIR6T 線路直交 0.3027 0,264 0.0036

CIR6T 線路平行 0.3060 1,340 一〇.0016

～
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2ユ4実 地震波記録による連成系加振実験結果

2ユ4.1加 振方 向 をパラ メータ と した応答 の比較

実地震波記録による実地震波加振実験から得 た応答 記録を、独立鉄塔 と鉄塔 一架

渉線連成系、あるいは加振方向による相違 に着 目して整理する。図2.12～ 図2.15に

応答時刻歴 の一部 を示 す。いず れ もEICentro地 震波 を時間軸0.6倍 に縮小 した波形

に よる もので、N、M、Sの3基 の鉄塔 の頂部 における応答 変位記録 を示す。また、

各図の(b)に は3基 の鉄塔頂部 の水平2方 向の変位軌跡 を示す。

架渉線 をつけていない独立鉄塔3基 のモデル(CIR6E、 図2.12)の 応答 を見 る と、

鉄塔SとMは よ く似 た波形 を示 し、Nの み他の2基 と若干異 なる波形 を示 す。 これ

は、前述の通 り鉄塔Nの み固有振動数が他 と異 なる ことによるものである。

鉄塔 一架渉線連成系 モデルにつ いて見 ると、線路直交方向のみ加振 した実験(

C3R6EX、 図213)で は、加振方 向の応答 は独立鉄塔 の場合 とほぼ同 じレベルであ り、

加振力の作用 していない線路方 向の応答 は極 めて小 さい。一方、線路方向のみ加振

した実験(C3R6EY、 図2.14)で は、加振方 向の応答が極 め て大 きく、3基 の鉄塔

いず れ も架渉線 のない場合 と比較 して2倍 以上 の最大応答 変位 を示 している。加振

力の作用 していない線路直交方向の応答 を見ると、鉄塔M、Sは 応答 が極 めて小 さ

く変位軌跡 を見ても加振方向のみに方向性の強い応答を示 しているのに対 し、鉄塔N

では線路直交方 向への応答 も小 さ くない。他 の加振条件 と比較 してこの場合 に最 も

大 きな応答を生 じた。

連成系モデルに2方 向加振 した実験(C3R6E、 図2.15)で は、2方 向の応答 いず

れ も独立鉄塔 モデル と同程度のレベルの応答 を示 している。

他の地震波による結果 も含めて応答の特徴 として以下の点が挙げられる。

・線路直交方向のみ加振 した場合には連成系の応答は独立鉄塔 と同程度である。

・線路方向のみ加振 した場合に加振方向に方向性の強い大 きな応答が見 られる。

特に基本動特性が他の2基 と異 なる鉄 塔Nの 挙動 は他 と顕著 な違 いを見せ る。

・2方 向加振 時の応答 は独立鉄塔 に近い レベルであった。

したがって、鉄塔Nの み他 の2基 と異 なる応答 を示 し、架 渉線張力の作用方向で

ある線路方向応答 に対 しては架渉線を介 して他の鉄塔の応答 に も影響 を及 ぼすが、

これと直交する方向にはほとん ど影響 を及ぼ さない、と考 えられる。 しか し、加振

実験における各入力地震波の再現性が必ず しも完全 ではないため、 これらのデータ

からこれ以上の比較検討は無理である。
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2.2.4.2架 渉 線 の有 無 に よ る応 答 の比 較

前項で述べたように、加振方向によっては鉄塔_架 渉線連成系と独立鉄塔では応

答に大きな差がでる場合があり、架渉線の有無が応答に及ぼす影響をさらに詳細に

調べる必要がある。そのために、連成系の加振実験 と同一の加振条件下における独

立鉄塔の応答を求め、実験による連成系の応答と比較する。

独立鉄塔の応答を求めるため、連成系の加振実験から得た振動台の加速度記録を

入力加速度に用い、各鉄塔を1自 由度振動系にモデル化 して線形加速度法による数

値解析を行った。数値解析の精度を確認するため、予め実験により入出力の分かっ

ている独立鉄塔の2方 向加振実験結果と数値解析結果を比較 し、両者の時刻歴が一致

するような3基 の鉄塔の固有振動数および減衰定数を定めた。数値解析に用いたパ

ラメータを表2.8に 示す。

表2.8独 立鉄塔数値解析に採用 した試験体諸元

鉄塔 方向 固有振動数(Hz) 減衰定数

N
線路平行 3,720 0.0035

線路直交 3,740 0.0015

M
線路平行 3,788 0.0035

線路直交 3,788 0.0030

S
線路平行 3,788 0.0035

線路直交 3,788 0.0030

この解析 から得た応答時刻歴 と実験から得た応答 時刻歴 を重ねてプロッ トした例

が図2.16で ある。図 は独立鉄 塔試験体 にElCentro地 震波お よび 八戸港湾 地震波 に よ

る加振実験の記録を基に鉄塔N、Mの 線路方 向の応答 を計算 した結 果を示 してお り、

応答の最大値、位相など実験値 と比較できるだけの十分な精度が得 られている。

連成系試験体 による全てのランダム波加振実験か ら得た加速度 ・速度 ・変位の最

大応答値をそれぞれ。砿パ 露㎜ 、 ,μm、、、数値解析 か ら得 た同一加振条件 における独

立鉄塔系の加速度 ・速度 ・変位の最大応答値を 評m。、、 評m、、、 。μm砥 と した と き、最

大応答の実験値 を独立鉄塔の応答値で除 した応答比を、それぞれ

α 。。=。 寵。、x/。 涜。。.・ α
.。,=。 諺_/。 擁max、 α 、、,=μ 。、./。 ・_

と定義 し、この応答比 α により比較 を行 う。
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図2.16独 立鉄塔変位応答の実験値 と解析値の比較

表2.9に 連成系 試験体 に よるラ ンダム波加振実験か ら求めた応答比を示す。

加速度 ・速度 ・変位いずれの応答比も同様の傾向を示 している。

線路直交方向の応答は、入力地震波 ・加振方向の違いによらず全て0.6≦ α≦1.2程

度 の範囲 内 にあ り、架 渉線の存 在 によ り応答 は独立鉄塔 と同 レベルあるい はそれを

下回る場合が多い。入力地震波別 に見れば、Taft及 び八戸港湾地震波の場合 は0.85

≦α≦1.12で 連成系 と独 立系 の差 はほ とん どなく、ElCe煎o地 震波で は0.65≦ α≦1.16

で応答 が小 さ くなる場合 が多い。

一方、線路方向の応答 は、応答比が0.65≦ α≦1.99と な り連成系 の方が大 き くなる

場合 が大半である。2方 向加振 時の線路 方向応答 は全 て独立系 より大 きく応答比の最

大値はL69に 達す る。 また、線路方 向のみ加振 した場合の応答を見 ると入力地震波

による違いが顕著で、Ta丘 地震波 では0.93≦ α≦1.11で 応答比 は1前 後 であ るの に
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表2.9連 成系 ・独立鉄塔の最大応答 比較 一
変位応答比α卿加振

方向

応答の
方向

地震波
加速度応答比ασσ` 速度応答比α殖,

N M S N M S N M S

線
路
平
行

線
路
平
行

EICenロ ・o 0.81 1.90 2.01 0.77 1.81 1.94 0.75 1.85 1.99

1.05Ta丘 0.85 1.02 1.17 1.02 0.97 1.01 0.96 0.99

八戸港湾 1.09 L29 1.37 1.13 1.53 1.61 L15 1.48 157

線
路直

交

線
路直

交

EICenロo 0.65 1.04 α91 0.65 0.93 0.76 0.71 0.89 0.73

Tafヒ 0.99 1.04 1.07 1.02 1.05 1.05 1.09 1.05 LO5

八戸港湾 0.87 1.11 1.03 0.85 1.08 1.02 0.93 1.00 0.95

2
方
向

線
路
平
行

ElCentro 1.12 1.37 1.62 1.06 1.47 1.68 1.06 157 1.68

Ta丘 1.11 1.03 137 1.15 1.17 150 1.20 1.33 1.69

八戸港湾 1.07 L18 1.42 1.13 1.19 151 1.21 1.16 1.46

線
路直

交

ElCenじo 0.67 1.16 0.93 0.65 1.Ol 0.77 0.65 1.02 0.77

Ta丘 0.93 1.07 1.06 1.03 1.11 1.04 1.15 1.11 1.06

八戸港湾 0.98 1.12 1.02 0.96 1.10 1.01 0.99 1.00 0.90

対 し、八戸港湾地震波では1.07≦ α≦1.51と 全 ての応答 は増大す る。 また、ElCentro

地震波 では鉄塔Nが0.75≦ α≦0.81と 応答が小 さ くなるの に対 し、他 の鉄塔M、S

は1.81≦ α≦2.Olと 極 めて高い応答 の増大 を示す。

ElCentro地 震波 におけるこの ような応答 の特徴 は、鉄塔Nの 固有振動 数が入力 地

震波 の卓 越振動数に近 いことに より振動が励 起され たため と考 えられる。独立鉄塔

としての応答は数値解析 による最大変位で2.61cmあ り、他 の2基 の鉄 塔 の最 大変位

(1.14cm)と 比較 して2倍 以上大 きい。従 って、連成系 では3基 の鉄塔 の応答 の位相

及 び振幅が等 しくなる方向に影響を及ぼし合い、相対的に鉄塔Nの 応答 比 は小 さ く、

鉄塔M・Sの 応答 比 は大 き くなる。 これは架渉線の影響が最 も大 きく現れた実験例

であ り、応答比は2前 後で構 造設計上無視 で きない大 きなレベルに達 している。

2.24.3連 成系内の鉄塔試験体の動特性

連成系を構成する鉄塔は振動中に架渉線張力を介 して隣接する鉄塔 と相 互に影響

を及ぼ し合うが・この時の振動 中の鉄塔に作 用する慣 性力 ・復元力 ・減衰力 と比較

した架渉線張力 レベル を知ることが重要である。実験では直接張力 を測定 していな

いが、2.2.3.2項 の シス テム同定手法 を用 いて間接的にその影響を調べ る。
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式(2.16c)に 示す運動 方程式 を連成系試験体 の鉄塔頂部での応答記録 に適用す る。

すなわち、連成系内の鉄塔を独 立鉄塔 とみな したときの架渉線の影響を含めた見か

け上の剛性をシステム同定手法 により求め、独立鉄塔の実験 から同定された剛性 と

比較する。
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表2.10鉄 塔剛性実験値 の独 立系 ・連成系比較

一
加振

方向

応答の

方向
地震波 鉄

塔

独立鉄塔 連成系

平均値 平均値 最小値 最大値

線
路
方向

線
路
平行

ElCentro

M 0.3049 0.2921 0.2665 0.3161

S 0.3062 0.2918 0.2806 0.3079

八戸港湾
M 0.3027 0.2924 0.2740 0.3151

S 0.3065 0.2895 0.2586 0.3157

2
方向
直 線
交 路

EICentro

N 0.2908 0.2856 0.2623 0.3050

S 0.3032 0.3090 0.2816 0.3244

振動中の半サイクル毎の インターバルか ら同定された剛性値 と、対応す るサイク

ルの変位振幅を図2.17(a)～ 図2.17(f)に 示 す。

独立鉄塔の応答 と比較 して連成系の応答が大 きい場合の例 として、ElCentro地 震

波 による鉄塔M(図a)、 鉄塔S(図b)、 及び八戸港 湾地震波 による鉄 塔M(図

c)、 鉄塔S(図d)の 実験結果 を用 いた結 果 を示す。いずれ も線路方向のみ1方 向

加振 した場合 の線路方 向の応答値か ら同定 した もので、連成系内の鉄塔では明 らか

に見かけ上の剛性が低下 しているのが分かる。表2.10に 各 図の プロ ッ ト点 の平均値

あ るいは最小値を示すが、平均的な剛性は3～5%程 度低 下 している。独立鉄 塔の

同定剛性値はほぼ一定 とみなせ るのに対 し、連成系 の場合 は剛性 のばらつ きが大 き

く、これは振動中の各サイクルで架渉線張力の大 きさが必ず しも一定ではないこと、

あるいは1サ イクルの間で も架渉線張力が変動することによると予想 される。独立

鉄塔 との差が最 も大 きい最小の剛性値 と独立鉄塔の平均値で比較すれば、8～15%

程度 の剛性低下 が見 られる。 この ことから架渉線張力が応答 を増大 させ る方向に作

用 していることが明 らかである。

また、逆に連成系の応答が小 さい場合の例 として、ElCentro地 震 波 で2方 向加振

した ときの鉄塔N(図e)、 鉄塔S(図f)の 線路直交 方向の応答 を用 いた結 果を示

す。図より明らかに独立系 と連成系の剛性にはほとんど差が見 られない。図(f)の 鉄

塔Sで はむ しろ剛性 が若干増大 していると見 られる。この ような場合、架渉線が応

答を減少 させる方向に作用 していることを示 していると考 えられる。
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2.3塔 体一架渉線連成系の振動解析

前項までの実験結果から明らかなように、架渉線で繋がれた鉄塔が強震 を受けた

ときの動的応答は架渉線張力の影響による連成効果が見られ、基本的動特性の異な

る鉄塔が繋がれた場合 に応答を増大させる原因となる。一部の鉄塔の応答が大きい

と隣接する他の鉄塔の応答 も増大 し、その影響は耐震設計上無視 し得ないレベルに

達している。本項では、実験に用いた試験体の鉄塔Nの ように他の鉄塔と基本的動

特性が異なる鉄塔が存在 した場合の連成系応答への影響を調べることを目的として

行った数値解析について論述する。

解析精度の検証を容易にするため実験試験体を対象とする解析モデルを用い、さ

らに試験体の鉄塔Nの 基本的動特性を種々変えたモデルを使い、線路方向加振時の

独立鉄塔および鉄塔一架渉線連成系の応答を求めて比較 した。

2.3.1解 析 方 法

2.3.1.1解 析 モデル

実験 に用 いた試験体 は水平2方 向に挙動 してい ること、 あるいは架渉線の重力に

よる釣合状態を求める必要があること、などから解析モデルには3次 元の 自由度 が

必要 とな る。 この ため線路方向 ・線路直交方向 ・鉛直方向を基準座標軸 とする立体

モデルとする。鉄塔部は1自 由度連続体 と見 なす ことが で きるか ら、曲げ ・せ ん断 ・

伸び変形する弾性線材要素により構成 し、質量は塔体部5点 、腕金線端部2点 の合

計7質 点 に分 けた節 点集 中質量 とす る。1節 点の 自由度 は 直交3方 向の移動 と各軸

回 りの回転 による6自 由度 とす る。

架渉線 は軸方向変形にのみ剛性を持つ弾性線材要素 とし、1本 の架渉線 を8節 点9

要素か ら構成 し、質量 は8節 点の集 中質量 とす る。要素 間はピン接合 とし、架渉線

の撹みが大きい ことが予想 され るため幾何学 的非線形性 を考慮 した。架渉線節点に

ついては直交3方 向の移動のみ考慮 し、3自 由度 とす る。

解析 モデルの形状 を図2.18に 示 す。各鉄塔 には試験体実測 に よる質量 ・剛性 を与

え、さらに表2⑳ 線路方向の固有振動数 と一致するよう頂部質点の質量 を調整 した。

減衰定数は同表の線路方向の値 を採用 した。また、架渉線 についても表2.1に 示 す試

験体実測 による質量 を各質点に均等配分 し、伸び剛性は試験体のピアノ線 の規格値

を用いた。
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図2.18連 成 系 解 析 モ デル(単 位=mm)

2.3.L2解 析 手 法

(1)解 析 フ ロ ー

図2.19に 数値解析 プ ログラムの フローを示す。

解析 は2段 階に分 けて行 い、第1段 階 では静 的解 析 を行 う。解析 モデルに関する

データを読み込 み後、重力による架渉線の静 的釣合状態を求 めるた めの静 的解析 を

直接剛性法によ り行 う。架渉線 の幾何学的非線形性 を考慮す るため に剛性 マ トリク

スの修正と不釣合力を計算 して不釣合力が十分小 さくなるまでNewton-Raphson法 に

よる収敏 計算 を行 い、 静的釣合 状態 に達 した後、釣合状態における剛性マ トリクス

を用いた固有値解析を行 った。

第2段 階で動 的解析 を行 う。す なわち、入力加速度記録を読み込み後、Newmark

β法 を用 いた線形加速度法 に より各節点の応答 を求め、これに基づいて各時間ステ ツ

プ毎に架渉線の幾何学的非線形性 を考慮 した収敏計算により釣合状態 を求 め、最終

的な応答を確定 した。
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図2.20鉄 塔 塔体 部 の 線材 要素

(2)鉄 塔 要 素 剛 性 マ トリクス

鉄 塔 部 分 を構 成 す る線材 要 素 は軸 方 向 ・せ ん断 ・曲 げ に つ い て弾 性 範 囲 内 で微 小

変 形 す る もの と仮 定 し、 両端2節 点 の12自 由度 に つ い て以 下 の 剛 性 方 程 式 を採 用 し
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た[21]。 式 中の 記号 につ い て は 図2.20に 示 す。1つ の要 素 両 端 の 節 点 を ム ノと し・ そ

れ ぞ れの応 力 ベ ク トル な らび に変位 ベ ク トル を、

F={x,揺 砿,〃,、 砿,x諾z1〃 。 嶋 〃、}T

・={・ 」 ・'呪 ¢'θ,、 砿'・ ノ ・ノwノ θ》 θ万 θ、}T

とすると、要素剛性方程式は、

F=Ku(2.17)

要 素 剛性 マ トリクスKは 次 式(2.18)で 得 られ る。

K=

坐0000
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000

000

000

(4・ φ・)島 。 .・ …
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坐o
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　　なム
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0000

　なム
000

(1+φ ン)ゼ2
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(1子舞 ・ ・ 一(ll笥 、・ ・
G/0
--00

ゼ

6E7・ 。(2一 φ・)助 。

(1+φ,)4(1+φ,)ど2

(2一 φンμ
000

(1・φ,)4

0000

　ゑん000-

(1+φ ン)ぞ2

(1聯 ・(ll笥,・ ・
旦oo
ぞ
(4+φ2)E1ン 0

(1+φ 、)'

(4・ φ,)E'・
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(2.18)

た だ し、Eヤ ング係 数 、

1ン、1、 断 面2次 モ ー メ ン ト、

A垂 直 断面 積 、

吻=毒去E参・乾=器
η ∫2

(3)架 渉線要素剛性 マ トリクス

4要 素長

Gノ ね じり剛性

馬 、A。,せ ん断断面積

ケーブル構 造の解 析 には幾何学的非線形性のみ考慮 し材料非線形性 を考慮 しない

場合が多 い。これは、材料の非弾性域 に入 ることはまれであ るが、弾性変形であっ

ても変形 は微小 とみなせ ないこ とによるもので、本解析の架渉線要素は幾何学的非
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線 形 性 を考 慮 した軸 方 向伸 び 剛性 の み有 す る弾 性 線 材 要 素 にモ デ ル化 す る。

同様 の手 法 を用 い た ケー ブル構 造 の非 線 形 解 析 はMic圃os,Bdns"e1【22]に 始 ま り、

DeanI23]やWest【24]に よる単 一 ケ ー ブル を対 象 と した解 析 、 ケ ー ブル ネ ッ ト構 造 を

対 象 と したArgy貢s[25]やK.H.Chu[26]に よる解 析 、斜 張 橋 な どの ケ ー ブル を含 む構

造 形 式 のBaron,Venkatesan[27]、Leonard[28～30]、Morris[31,32]ら に よ る動 的解 析

が 行 わ れ て い る。本 解 析 で はArgyris[25】 の 手 法 を参 考 に以 下 の 架 渉線 要 素剛 性 マ ト

リクス を用 い た。

要 素 両端 の 節 点 を'、 ノとす る と、 そ れ ぞれ ピン接 合 され て い るか ら3自 由度 を有

してお り、要 素 座標 系 にお い て

要 素応 力 ベ ク トルFニ{Xi耳 ろXj}}Zノ}T

要 素 変 位 ベ ク トルuニ{配`聾w`μ 」V1吻}T

とお くと、要素剛性方程式は、

F=[K。+K。]・ (2.19)

ここで、K石 、Kσ はそれぞれ要素座標系 における弾性剛性マ トリクス、幾何剛性

マ トリクスで、要素軸力(釣 合状態 における架渉線張力)をN、 要素 のある応 力状

態 における軸長 をfと す る と式(2.20)で 得 られる。 また、要素座標系 か ら全体座標

系への変換マ トリクスRは 、全体座標系 にお ける変形後 の節点変位か ら求め られる

要素の直交3方 向の方 向余弦 をそれぞれC.、Cン 、C、 とおいて式(2.21)で 得 られ、全

体座標系 における剛性 マ トリクスは、式(2.22)で 得 られ る。

00

00
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0
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K=RT[K。+K。1R (2.22)

式(2.19)～ 式(2.21)を 式(2.22)に 代 入 して整 理 す る と、 剛 性マ トリク ス は次 の 表

現 とな る。

ただ し、

ーk
k

印k

k一

ー=K

EA-1>
k=

fR・+71・
馬惚 倒

(2.23)

(2.24)

(4)振 動方程式 とその解 法

システム全体 の振動方程式はマ トリクスを用いて次式で表現 される。

こ こ で 、

M曲+C血+Ku=P

M

C

K

P

質量マ トリクス

減衰マ トリクス

剛性マ トリクス

外力ベク トル

前 加速度ベク トル

血 速度ベク トル

u変 位 ベク トル

(2.25)

である。減衰マ トリクスは剛性 比例型 とし、減衰定数hと 固有値解析 に よ り求 まる

基本 モー ドの固有円振動数 ωを用いて次式 によった。

2hC
=-K

ω
(4.26)

ここで外力ベク トルとして、重力 は全ての質点に鉛直方向外力 と して常時作用す

るもの とし、また、水平2方 向の加振力 は地盤 に支持 されている鉄塔の質点にのみ

作用するものとする。式(2.25)の 各 ベク トルを外力 の作用す る主変位成分(全 節 点の

鉛直方向成分、鉄 塔節点 の水平2方 向成分)と 作用 しない従 変位成分(全 節点の 回

転3成 分 、架渉線節点の水平2方 向成分)に 分 け、主変位 成分 を添字 〃3、従変位成

分 を添字3を 付 して区別す る。各マ トリクス も対応する成分 に並べ替 えて整理すると

振動方程式は式(2.27)で 表現 される。

[MO海OM5]{ll}+[鞠雛}+[無 無]{lr}={㍗}(z27)
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数値解析 における計算量 を低減す るため以下の方法でマ トリクスの静的縮合 を行

い・主変位のみに関する振動方程式を得る。すなわち、従変位u、 の方向 には慣性力 ・

減衰力が作用 しないと仮定すれば、

M∫=C"躍=C勲=0

で あ るか ら、 振動 方程 式(2.27)は 、

圏{u㎜u∫}+[c副{lr}+[諏 驚]{lr}={㍗}
(2.28)

とな る。 式(2.28)を 展 開 して整 理 し主変 位 成 分 のみ 取 り出 す と振 動 方程 式 は式

(2.29)の 形 に簡 略化 され る とな る。

M海 血配+C加 血配+K規u加=P涜(2.29)

た だ し、C加=C㎜

K=K-KK-1K 〃躍 ∫5∫ η=〃3㎜

ま た 、 従 変 位 は 式(2.30)に よ り求 め られ る 。

u∫=-K∬-1K∫ 加u切 (2.30)

本解析 では式(2.29)の 振動方程式 を線形加速度法 に よ り逐次解 くことになるが、

架渉線要素の幾何学的非線形性 を考慮 するために系 の剛性は各時間ステップにおけ

る接線剛性によ り表現 されなければな らない。そのため、静 的縮合 された振動方程

式を変位増分型の表現 に改めると、時刻 τ='+△ ∫における振動方程式 は式(4.31)と

なる(以 下、主変位成分 を示す添字 那 は省略する)。

ぽ　ムノ
M顧 、他+C血 、他+ΣK。 △u.=-Mα,櫨(2・31)

τ=0

とな る。 た だ し、K,は 時 刻 τにお け る系 の接 線 剛 性 マ トリクス 、 △u.は 増 分 変位

ベ ク トル を表 わす 。 こ こで 、 時 刻 τ=∫ に お け る復 元 力 ベ ク トル をR、 、 時 刻

τ=什 △∫に お け る外 力 ベ ク トル を 篤栖 、入 力 加 速 度 ベ ク トル を{ろ 他 とお くと、

じ

R、=ΣK。 △u.

τ=0

篤+趣=-M{%砲 一Rf

で あ る 。 式(2.31)の 復 元 力 項 は 、
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ぱ　ムず ず

ΣK。 △u,一 ΣK。 △u。+K,.△,△u,.盈=R,+K紬 △u、.加(2・32)
τ霜0τ=0

と な り、 振 動 方 程 式 は 次 式 の 表 現 と な る 。

叫.△,+C血,.△,+K、.△,△ ・,.。二鰐.出(2・33)

振 動 方 程 式 の解 法 と して 、Newmark[32]に よ る 直 接 積 分 法(β=1/4)を 用 い ・

次 の 関 係 を得 る 。

輪=蕾 △隔 一麦咄 ②34)

輪=急 △隔 一氏(z35)

これらを式(2.33)に 代入 する と振動 方程式 は △u,仙 のみが未知数 の次 式 となる。

M{(器)・△隔 一麦氏一軋}+C{急 △隔 一氏}+輪 △転ゐ(236)

△u,.△、につ い て解 くと時刻 τ=什 △'に お け る応 答 は以 下 の よ う に得 られ る 。

輪=[(澄)・M+急C+叫'{妬+M(瀞 ・血・)+Cら}(237)

u,+捜=u,+△u`+△f(2.38)

式(2.37)で 求 め られ る △u、.△、を式(2,34)、(2.35)に 代 入 す れ ば応 答 加 速 度 雌、砲 、

応 答 速度 血、.△、が 求 め られ る。 これ らの応 答 値 か ら架 渉 線 の 幾 何 学 的 非線 形 性 を考 慮

して 剛性 マ トリ ク ス を新 た に計 算 し、 振 動 方 程 式 に代 入 す る と 、 元 の 振 動 方 程 式

(2.33)は 成 立 せ ず 、不 釣 合 力R.を 生 じる。

式(2.38)で 求 め られ た応 答 変位u,.△ 、か ら計 算 され る系 の接 線 剛 性 マ トリ クス を

Kl.△、とす る と、 不釣 合 力 は振 動 方程 式(2.33)よ り次 式 で計 算 さ れ る。

R、=窮+△,一(M∬,+△ 、+C血 ∫仙+Kl .△、△u,+∂(2.39)

R.=0と な る と きの 増 分 変 位 を △ul .△、=△u、仙+△u'と お き 、 系 の 剛 性 をKl他 と

して 式(2.39)に 代 入 す る と 、 増 分 変 位 の 誤 差 △u'は 、
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甜=[(澄メM+急C+Kホ (2.40)

となる。式(2.40)に よ り求め られる変位誤差 △u'か ら剛性 マ トリクスお よび応答

値 を修正 し・式(2・39)に よる不釣合力R、 が許容値以下 となるまで収敏計算を行 うこ

とにより応答値 を確定す る。

収束判定のための不釣合力の許容値 として、S.H.MoteとK.H.Chu[26]に よるケー

ブル トラス構造 の動 的解析例では、節点荷重の作用 しない節点で応力の1%以 下 、節

点荷 重の作用す る節点 では節点荷重の10%以 下の基準 を採用 し、5～6回 の収敏計

算で収束 した と報告 されている。

本解析では節点荷重の作用する節点で節点荷重の10%を 基準 に した場合 には誤差

が累積す る場合が生 じたため、全ての節点で不釣合力R .の 各成分 が応力 あるいは節

点荷重 窮他 の1%以 下 となったときに釣合状 態 に収束 したものとみな した。解析 中

の収敏計算回数は2～8回 程度 であった。

2.32実 験モデルの振動解析結果

2.32.1加 振 実験 モデルに よる振動解 析結果

鉄塔一架渉線連成系試験体の振動解析では、同一の地震波入力に対 して鉄塔Nに

相当する端部鉄塔 の固有振動数 を変化 させたときの、連成系内の3基 の鉄塔 の応答

を比較す る。入 力 した地震波は実地震波加振実験の 中で、独立鉄塔 と比較 した連成

系内の鉄塔の応答が特に大 きい、線路方向加振によるC3R6EYの 実験(ElCen面 波 、

時間軸0.6倍 、線路 方向加振)の 振動台 にお ける水平2方 向の加速度記録 を用 いた。

解析 パ ラメータとして鉄塔Nの 塔体部剛性 を変化 させ る ことにより独立鉄塔 とし

ての固有振動数 を3.00～4.50Hzの 範囲で15通 りに変化 させ た。 また、鉄塔M、S

は試験体 と同 じ動特性 を与 えた。

表2.11に 解 析パ ラメー タと、解析 か ら得 た連成系の応答最大値 などを示す。

鉄塔Nの 単独で の固有振動数《ニ3.788Hzの 場合 は、3基 の鉄塔 が全 て同一の動特

性 となる。解析か ら得た応答の時刻歴が図2.21で 、上 か ら順 に鉄 塔N、M、Sの 頂

部節点 にお ける線路方 向変位応答、および鉄塔N-M間 の2本 の架渉線の張力 の時

刻歴 を示す。
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表2,11振 動実験 モデル を用 い た動 的解析 による最大応答一
鉄塔N

単体最大

変位(cm)

鉄塔N単 体の

固有振動数

ル(H・)

鉄塔N塔 体部

曲げ剛性

(kglcm)

塔頂線路方向最大変位(cm) 架渉線最大張力(g)

一

N M S C1 C2

3.00 2.0000 2.0098 1.3705 1.5918 542.95 652.71 1.5712

3.30 2.4150 1.3694 L3694 15400 236.87 324.96 1.4746

350 2.7150 1.8934 1.5341 1.6988 396.53 279.34 1.5039

3.60 2.8725 2.7817 2.6322 2.6692 241.47 312.70 1.2495

3.65 2.9540 2.5491 2.4596 2.4527 206.33 190.41 1.2144

3.70 3.0350 1.9991 1.9177 1.9098 141.93 155.21 2.1560

3.72 3.0680 1.7231 1.6659 1.6766 135.84 138.79 2.6137

3.75 3.ll80 1.3545 1.3799 1.3900 5958 58.07 2.0890

3,788 3.1810 1.1666 1.1670 1.1672 58.70 57.44 1.1427

3.80 3.2000 1.1211 1.1339 1.1395 58.87 57.63 1.0513

3.90 3.3720 0.9401 0.9787 1.0231 116.39 153.20 1.2796

4.00 3.5460 1.2298 1.1665 L3348 303.36 305.83 1.1866

4.15 3.8190 1.4855 L4314 1.7022 436.92 441.39 1.2495

4.30 4.1000 1.8561 1.8366 2.2308 422.03 422.05 1.9058

4.50 45000 L3471 1.2076 1.6860 357.18 317.86 1.4552

この条件では3基 の鉄塔頂部 の最大変位 はいずれも約1.167cmと ほぼ同 じ応答 を

示 し、 また、架渉線の最大張力は約58gで 静 的釣合状態 とほ とん ど変化 していない。

架渉線 をつけない独 立鉄塔 の数値解析 による最大応答変位 は表 中に示 す ように

1.1427cmで 、連成系 の応答 は これの約1.02倍 であるか ら架渉線 の影響 はほ とんど無

視で きる程度に小 さい。

鉄塔Nの 固有振動数 《=3.720Hzの モデルの場合 は、3基 の鉄塔 の動特性 が実験 に

用いた試験体 と同 じ場合に相当する。解析から得た応答の時刻歴 を図222に 示すが 、

これは図2.14の 実験 か ら得 た応答 時刻歴 と対応す るものである。また、図2.16に は

独 立鉄塔 におけ る同 じ加振条件 での実験および解析 による応答時刻歴が示 されてい

る。 これら3つ の応答 を比較 すれば、本解析 により連成系の応答の特徴 を十分 に再

現できているもの と考 えられる。連成系の場合 に最大応答の絶対値 は解析 値が実験

値 より小 い値 となっているが、 これは解析上の仮定 で、架渉線の減 衰定数が不明で

あるため鉄塔 と同等 とみなしたこと、あるいは各鉄塔の水平2方 向の連成 が考慮 さ

れ てい ない こと、などによるもの と考 えられる。
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図2.21動 的解 析 に よる応 答 時刻 歴(ル=3.788Hz)
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図2.22動 的解 析 に よる応 答 時 刻 歴(ル ニ3.72Hz)

20

前述の同 じ鉄塔3基 か らなる漏=3.788Hzモ デル(図2。21)の 応答 と比較 する と8

秒付 近か ら両者 の応答 の違 いが顕著になり、本モデルでは以後の変位応答が次第に
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図2.23動 的解 析 に よる応 答 時 刻 歴(ル=3.60Hz)

増大 して最大応答値は約1.5倍(14.5秒 付 近)の 値 に達 している。架渉線張力の時

刻歴を見 ると応答に及ぼす架渉線の影響が明瞭に示 されている。す なわち、振動初

期の段階では張力は静的釣合時 と同 じまたはそれを下回っているが、応答 に違いが

見 られる8～10秒 にかけて張力が急増 し、最大値 は138.79gで 静 的釣合状態 の約2.5

倍 となる。

鉄塔Nの 固有振動数 を変化 させ た中で最 も変位応答の大 きかった《=3.60Hzモ デ

ルの応答時刻歴 を図2.23に 示す。最大変位 鉄塔Nで2.7817cm(14.3秒)に 達 して

いる。2本 の架渉線張力 の変動 も比較 的早期 に発生 してお り、3秒 付近 か ら増大 し始

め10秒 以後 は小 さな変動 がある もののそれぞれ200g、300g付 近 で ほぼ定常状態 に

達 している。

図2.24は 応答が最 も小 さか った∫N=3.90Hzモ デルの応答 時刻歴 であ る。最大変位

は鉄塔Nで0.9401cmで あ り、3基 の鉄塔 の動特性 が同一のモ デル(!k=3 .788Hz)

や独立鉄塔の解析応答値 と比較 しても応答 は小 さい。 しか し架渉線張力は5秒 以後

約100～1409程 度 で定常状態 に達 してお り、静的釣合状態の2～3倍 の値 を示 して

い る。 これは鉄塔Nの 応答が他 の2基 と比較 して小 さ く、架渉線 を介 して鉄塔Nが

他の2基 の応答 を低減す る方へ影響 を及ぼしたものと考えられる。
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図2.25鉄 塔Nの 固有振動数 ル に よる最大応答比較

鉄塔Nの 固有振動数ん をパ ラメー タと したときの全解析モデルの応答 を図2.25に

比較 して示す。図(a)の 縦軸は各鉄塔 の最大応答変位D㎜ を3基 の鉄塔 の動特性 が

同一 のモデル(《=3.788Hz)の 最大応答変位D。 で除 して基準化 した値 であ る。同

様に図(b)で は4本 の架渉線 それぞれの最大張力 ㌦ を3基 の鉄塔 の動 特性 が同一の

モデル(ん=3.788Hz)の 最大張力 η で除 して基準化 した値 を示す。
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図2.26連 成系の固有振動数泥 に よる最大応答比較
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図(a)の 破線 と○は、比較のため に独立鉄塔の同一加振条件 における最大応答変位

をプロットしたもので、試験体の鉄塔Nに 相 当す る3.72Hz付 近 に顕著 な ピークが見

られる。 これに対 し連成系の応答は、独立鉄 塔の応答 とよく似てい るものの、 ピー

クの位置は3基 の鉄塔 いずれ も長周期側の3.6Hz付 近 にシ フ トしてお り、独 立系 と

連成系で は明らかに異 なる周波数特性 を示 している。架渉線 のない独立鉄塔 であれ

ば、鉄塔M、Sは1.0に 近い値 になるが、連成系 の場合 には3基 とも最大2.3前 後 の

値 を示 してお り、鉄塔Nの 影響が架渉線 を介 して隣i接す る鉄 塔 に及 ぼされてい るこ

とが明 らかである。

図(b)の 架渉線張力 を見 ると、3基 の鉄塔 の動 特性 が同一で ある《=3.788Hzの 場

合 に応答は極小値 にな り、鉄塔Nと 他 の2基 の鉄塔の固有振 動数 の差が大 きくなる

に従い架渉線の付加張力が増大する傾向が見 られる。これは、隣接 する鉄塔の固有

振動数が異なるために各鉄塔の応答の位相 にずれが生 じ、その結果 張力の増大を招

くものと考えられる。

しか し、(a)、(b)両 図 を比較す れば鉄塔の変位応答の大 きさは架渉線張力の増大 と

は直接関係な く、振動 中の連成系の動特性 に よる影響が大 きい と考 えられる。そこ

で、数値解析により求めた連成系の1次 固有振動数 ん をパ ラメー タに とって最大変

位および架渉線張力を比較 した結果を図2.26(a)、(b)に 示 す。図(a)に 示す 通 り連成

系 の応答 の ピークは 左=3.681Hz付 近 にあ り、やは り独立系 よりも長周期側 にシフ

トした動特性を示 している。これらの結果か ら、振動中の鉄塔 一架渉線連成系 の動

特性は独立鉄塔 あるいは静的釣合時の連成系 のいずれ とも異 なるものであ ると考え

られ、架渉線の影響 も含めた振動中の連成系 の動特性によ り最大応答は決 まるもの

と考えられる。
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図2.275鉄 塔 一架渉線連成系解析 モデル

23225鉄 塔 モデルによる振動解析結果

鉄塔 一架渉線連成系を対 象とした本実験の試験体 ならびにその数値解析モデルで

は、試験装置の制約により3鉄 塔2ス パ ンか らなるモデル を対 象 と したが、現実の

送電鉄塔 でははるかに多 くの鉄塔が繋がれた連成系が形成 されている。試験体の端

部鉄塔N、Sの ように片 方向のみ架渉線 を張 られた引留鉄塔は線路の両端にのみ存在

し、大多数の鉄塔 は両側から架渉線が張 られる形式 となる。引留鉄塔の連成系内に

おける動特性 は架渉線 の非対象性が原 因で中間部の鉄塔 と異 なるこ とも考 えられ、

端部鉄塔 の動特性が他 と異なる先のモデルに よる結果から現実の鉄塔の特性 を論 じ

ることの妥当性には疑問が残 る。そこで、先の3鉄 塔2ス パ ンか らなるモデル を基

に鉄塔数 を増 し、5鉄 塔4ス パ ン としたモデル について同様の数値解析 を行い、基本

動特性の異なる鉄塔が混在する連成系の応答を調べた。

5鉄 塔 モデルで は先のN、M、Sの3基 か ら成 る3鉄 塔モ デルの両端 に鉄塔Mと 同

じ鉄塔 を1基 ずつ追加 した もので、図2.27に 示 す ように端部 よ り順 にT1、T2、 …、

T5と 名称 を付 けると、Tl、T3、T5が 鉄塔M、T2が 鉄塔N、T4が 鉄 塔Sと 同 じ動

特性 を与 えられている。 スパ ンは全て1058mmで 一直線上 に各鉄 塔 を配置 し、架渉

線 は各スパ ンに2本 ずつ合計8本 で全 て同一の質量 ・剛性 ・初期擁みを与 えている。

中間部鉄塔T2の 剛性 を変 えるこ とに より固有振動数を3.OHzか ら4.3Hzま で変

化 させ た8モ デルを使 い、実験か ら得 た地動加速度 を入力 して数値解析 を行 った。

表2.12に 解 析 か ら得 た5基 の鉄塔 の頂部 における線路方向の最大応答変位 ならびに

鉄塔T2-T3問 の2本 の架渉線最大張力 を示す。
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表2.125鉄 塔4ス パ ンモ デル を用 いた動 的解析 による最大応答一
鉄塔T2(N)単

体の固有振動

数右(H・)

塔頂部線路方向最大変位(㎝) 架渉線最大張力②

T1(M) T2(N) T3(M) T4(S) T5(M) C1 C2

3.00 2.0476 1.8039 1.3537 15212 1.8281 470.01 456.41

3.30 2.0902 1.9127 1.5857 1.7029 1.9383 467.38 408.56

3.50 2.8147 2.8147 2.6523 2.7203 2.7519 370.11 364.83

3.60 2.4242 2.4099 2.3268 2.2978 2.8214 245.96 276.09

3.72 1.5080 1.4872 1.5003 1.4479 1.4137 162.38 144.71

3,788 1.1824 1.1866 1.1864 1.1867 1.1831 74.87 74.84

3.90 0.9965 1.0277 LO306 1.0701 1.1224 140.84 142.68

4.30 1.4326 1.2181 1.1732 1.3119 1.7521 375.40 37456
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(b)架 渉線最大張力

4.5

図2.28鉄 塔T2(N)の 固有振動 数ル による5鉄 塔 モデルの最 大応答 比較

図2.28は 、図2.25と 同様 に、固有振動 数 を変化 させ た鉄塔T2の 固有振 動数 をパ

ラメー タに とって最大応答変位 お よび最大架渉線張 力を比較 したものであ る。ただ

し・各応答値 は5基 の鉄塔が 同一固有振動数(ル=3.788Hz)の モデルの最大応答値

で除 して基 準化されている。

図2.28(a)の 最大応答変位で見 る と5基 の鉄塔 の変位応答 は よ く似 た特性 を示 して

お り、独立鉄塔の応答の ピーク(ル=3.72Hz)よ りも長周期 側 にシ フ トした位置に

顕著なピークが見 られる。 これは先の3鉄 塔 モデル と同 じ傾 向 を示 しているが、 ピー

クの位置は3鉄 塔 モデルが ム=3.60Hzで あ ったの に対 し・本モ デルではゐ=3.50Hz
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(b)架渉線最大張力

図2.29連 成系 の固有振動数 泥 に よる5鉄 塔 モデルの最大応答比較

と、 さ らに長周期側にシフ トしている。また、同図(b)の 最大張力 を見 る と、5基 の

鉄塔の動特性 が同一である場合 に応答 は極小値 となり、鉄塔T2と 他の4基 の鉄塔 の

固有振動 数の差 が大 き くなるに従い架渉線の付加張力が増大する傾 向が見 られる。

これも先の3鉄 塔 モデル と同様 の傾 向 を示す。

2種 のモ デルそれぞれの2基 の端部鉄塔(引 留鉄塔)、 すなわち3鉄 塔 モデルの鉄

塔N、S、 あ るいは5鉄 塔 モデルの鉄塔T1、T5に 着 目 して応答 を見 ると、固有振動

数 を変化させた鉄塔(3鉄 塔 モデルのN、5鉄 塔 モデルのT2)に 近い側 の端部鉄塔

は長周期 側で他 の鉄塔 よりも応答が大 きくな り、反対側の端部鉄塔 は短周期側で他

の鉄塔 よりも応答が大 きくなる傾向が認められる。 しか し、いずれ も全般 的な応答

の傾向か ら逸脱す るものではな く、また、中間部の鉄塔の応答については引留鉄塔

の存在が特に大 きな影響を与えているとは考えられない。

図2.29に は連成系 の1次 固有振 動数 ん をパ ラメー タに変位ならびに架渉線張力の

最大値をプロッ トした。変位応答のピークは ん=3.685Hzの 付近 にあ り、 これは3

鉄塔モデルで ん=3.681Hz付 近 に ピークが見 られたの と極 めて近い値を示 している・

従って、連成系の特定の固有モー ドが応答 に大 きく寄与 していることが予想される。

2.2.4.3項において、連成系 内で振 動 中の鉄塔 に対 して、架渉線張力の影響を含めた

見掛け上の剛性 を実験 データか ら同定 すれば、独立鉄塔 と比較 して応答が増大 して

いる場合には剛性が平均で3～5%程 度低 下 してい ることを示 した。仮 に見掛け上の

剛性が4%低 下す るもの として この剛性 か ら独立鉄塔 としての固有振動数を計算する
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と、一般化質量 配・=5.38×1・ ・kg一 般化暁 ん・=α3・19× α96=α288k創 ・mで あ

るか ら、固有振動数 は3.682H、 とな り、応答変位 の ピークに対応する連成系固有振

動数 とほぼ一致する。

しか し、連成系の静的釣合状態における固有値解析の結果ではこの固有振動数に

一致するか、 もしくはこれに近 い固有 モー ドは存在 しない。従って、静的釣合状態

から連成系の最大応答 をモー ド解析 などの手法によって予測することは困難iであ り・

本論で用 いた動 的解析 な どの手法によ り振動 中の架渉線張力 の影響 を考慮 すること

が不可欠であると考 えられる。

2.3.2.3架 渉 線 の 張 力変 動

連成系内の鉄塔の固有振動数が異なる場合、図2.21～ 図2.24に 見 る動 的解析 に よ

る架渉線 張力の応答は、鉄塔の応答 と周期が 同一の細かな変動を除けば、静的釣合

状態から始まってある時間の変動域を経た後 にほぼ定常な状態に達 する、 という変

化を示 している。 この静的釣合状態か ら動的な定常状態へ移行する問の挙 動は過渡

的応答の一種であると考えられ るが、鉄塔の固有振動数 を変化 させ た各モデルに固

有の応答性状を示 していることか ら、隣接す る鉄塔毎の固有振動数の差、すなわち

応答の位相差が主な要因であると考 えられる。

鉄塔3基 か らなる連成系 モデルの中で、基本動特性が同一の鉄塔Mお よびSの 固

有振動数を ん∫、端部鉄塔Nの 固有振動数 を ル とする。固有 振動数の異 なる2つ の

振動系が同時 に自由振動 を始めた とき、両者の位相が同一になるまでの時間 らは、

11∫

0==

ん ∫一ル3,788一 ル

(2.41)

となる。

図2.30に 、ル を変化 させ た各モ デル について架渉線張力の応答時刻歴 を示す。図

の太実線で示す範囲は、架渉線張力に変動が見 られた時刻 を起点に式(2.41)に よる ∫。

の範囲 を表 して お り、張力応答 の変動 はほぼ太い実線で囲む範囲で生 じていて、そ

の後はほぼ定常とみなせ る状態になっているのが分かる。また、3基 の鉄塔 の固有振

動数が3フ88Hzで 等 しいモデルでは'。=。。とな り、解析結 果か らは変動 は見 られない。

これらの結果か ら、架渉線張力の過渡的応答 は鉄 塔間の固有振動数の違 いによる

位相のずれが原因 と考えられる。
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2.4結 論

機能上の理由から取り付けられる附属物の影響により特異な動的挙動が予測され

る塔状構造物の一例 として、送電鉄塔に代表 されるケーブル構造と塔状構造物から

なる連成系構造物を取 り上げた。特に架渉線張力の影響が大 きいとされる耐張型鉄

塔を対象とし、3鉄 塔2ス パンからなるモデルを使って、地震時を対象に加振実験お

よび動的解析を行って弾性振動時の動特性を調べた。

結論として以下の点を明らかにした。

1.棒 鋼 による試験体 とダブル ワレン型架構の試験体を用いた加振実験結果か ら塔体

部の振動型を比較 したが、主に基本モー ドで振動 している限 りいずれも1自 由度 連

続体 の曲げ振動型 モデル によりその動特性 を評価できることを明らかに した。

2.鉄 塔一架渉線連成系の動的応答には水平面内で強い方向性が存在 し、特に加振方

向ならびに応答の方向は、線路方向と線路直交方向で顕著な違いがある。

線路直交方向の応答では架渉線に鉄塔の応答を低減する減衰効果が見られ、応答

の大きさは架渉線のない独立鉄塔と同定度またはそれを下回る場合が多い。実験範

囲内では最大約40%応 答が小さくなった。

逆に、線路方向の応答は架渉線の影響が最も大きく見られ、架渉線のない独立鉄

塔と同定度またはこれを大幅に上回る場合がある。実験範囲内では最大約2倍 の応

答が見られた。

これらの応答の方向性は主な加振方向がいずれの方向であっても同じ特性を示す。

3.架 渉線 によ り繋が れた鉄塔 の動特性が同一 の場合には、連成系の応答 は線路方向

でも大幅 に変化することはなく独立鉄塔 と同 じ程度 とみなす ことがで き、架渉線張

力は静的釣合状態 と変わらない。

しかし、動特性の異なる鉄塔が存在する場合 には、架渉線 を介 した連成効果が見

られ、特 に線路方向の応答は独立鉄塔 と異な る。この場合、架渉線張力は、隣接す

る鉄塔間の固有振動数が異なる場合に、固有振動数の差が大 きいほ ど付加 張力は増

大する。 また、鉄塔の応答は、各鉄塔の固有振動数の組合せ と入力 地震波 の卓越振

動数によ り、独立鉄塔 と比較 して増大する場合 も減少する場合 もあ る。あ る鉄塔の

固有振動数が入力地震波の卓越周期に近いこ とによ り応答が大 きくなる場合には、

単独での応答が小 さい隣接鉄塔 も、応答の大 きい鉄塔 と同定度の応答 を生 じる可能
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性がある。従って、連成系内で最も応答の大 きい鉄塔の応答に基づいて各鉄塔の地

震応答を評価する必要がある。

4.連 成系の動的応答を評価するとき、動特性の異なる鉄塔からなる連成系の場合に

は、静的釣合状態から求められる固有モードなどの動特性から評価するのは適切で

はなく、架渉線の幾何学的非線形性を考慮 した動的解析などの方法による必要があ

る。本論で用いた立体振動解析 によれば、鉄塔一架渉線連成系の動的応答を十分な

精度で評価することができる。

送電鉄塔 は地形の複雑な山間部に建設される場合が多く、個々の鉄塔の高さや重

量、あるいは架渉線の取 り付け角度は全て異なる場合が多い。このため基本的動特

性の異なる構造物が連結された連成振動系を構成することになり、結論3.で 指摘 し

た条件に合う場合が現実に生 じる可能性は否定できない。本研究では、均等スパン

で一直線上に高低差のない鉄塔が連結 され、鉄塔の固有振動数のみが異なる場合を

取上げたが、鉄塔が一直線上に並ばない場合や、入力地震波の到達時間が鉄塔問の

距離に応 じて異なる事 など、動的応答 に大きな影響を及ぼすと予想される問題点は

多々残されており、これらの条件を考慮 した応答の評価が必要であると考えられる。
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第3章

高速繰返 し荷重下における接合部の復元力特性

3.1序 論

鋼構 造物 は地震 や風 な どによる大 きな荷 重を受けたときにも、鋼素材の持つ高い

塑性変形能力 を生かす ことにより、合理的に安全性 を確保できるよう設計されるが、

そのための鋼素材 や骨組の力学的特性は静的な載荷過程 における挙動を基 に評価 さ

れている。 しか しなが ら、これらの荷重条件下で は構造物 は動的挙動を示 し、載荷

過程 におけるひず み速度効果によ り鋼素材 の力学的性質が変化す ることが予想され

る。地震時に鋼構造架構が受けるひずみ速度 レベルを解析的に調べた研究[1]に よれ

ば、表3.1に 示す値 が得 られてお り、低層 の純 ラーメン構造 もしくはブレース付 きラー

メン構造 などの比較的速度の影響が大 きい と考 え られる一般的な架構 では、柱 ・は

りなどの曲げ部材で100～101%/sec、 ブ レース部材 で101～102%/secの オー ダーの

ひずみ速 度 を受け ると考 えられ、架構の固有振動 数が比較 的大 きい塔状鋼構造物の

場合、低層のブレース付 き架構 と同レベル以上のひずみ速度効果が予想 される。

P.Soroushian[2]は 既往 の軟鋼素材 や鉄筋 の単調 引張実験 による実験報告か らデー

タを収集 し、降伏点179.4～683.3MPaの 軟鋼 が ひずみ速度104～101se♂ で単調引

張 を受 けた場合 の ひずみ 速度効果 について まとめ ている。その中で、弾性係数はひ

ずみ速度 の影響を受けないこと、上降伏点 ・下降伏点 ・引張強度 の順にひずみ速度

の増加 に伴 う顕著 な上昇が見 られ、それは降伏点の低 い鋼材 ほど顕著であ ること、

などを指摘 してい る。同様の単調載荷実験 により鋼素材の力学的挙動 に及 ぼすひず

み速度の影響 を調べた若林 ・中村 ら[3]、青木 ・加藤 ら[4]、桝本 ら[5]、藤本 ら[1]、桑
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表3.1地 震時 に鋼構造架構 が受け るひずみ速度

架構規模

7層 4層 3層

純 ラ ー メ ン
1方 向 ブ レー ス

ラ ー メ ン構 造

2方向ブレース

ラーメン構造

層間相対速度の最大値(㎝ 》sec) 25 40 60

部 曲
材 げ

ひずみ速度の最大値(%1s㏄) 4 6 10

ブ
レ

ー
ス

部
材

軸方向ひずみ速度の最大値

(ボルト近傍のみ塑性化した場合、

%!s㏄)

200 300

軸方向ひずみ速度の最大値

(部材全長塑性化した場合、

%1就)

10 15

伸び速度の最大値(㎜Vs㏄) 300 450

村 ら[6]など数多 くの研究 で もほぼ同様 の結果が報告されている。

しか し、地震などの構造物に作用す る動 的外乱に対 しては繰返 し荷重下 での履歴

挙動を把握することも重要である。K.C.Chang[7]ら は軟鋼 の繰 返載荷 実験 を行 ない

履歴特性 に及ぼすひずみ速度 ならびにひず み速度履歴の影響を調べている。ひずみ

速度が10冒6～10'1se♂ の範囲で、単調 引張載荷 と繰返 し載荷(ひ ずみ振 幅約2%)し

た結果 を比較 し、繰返 し載荷 下においてひずみ速度を急変するとひずみ速度 に固有

の応カーひずみ曲線 を描 くが、ひずみ速度効果は単調引張時ほど顕著ではないこと、

また、ひずみ速度 の履歴 はヒステ リシスループの形状に明瞭な影響を及 ぼさないこ

と、などを指摘 している。

渡辺[8]は 、軟鋼素 材 を使 って一定 の荷 重振幅で正弦状両振 り載荷実験 を行ない動

的弾塑性挙動を調べている。荷重振幅 を一定にし0.4～11.8Hzの 範 囲 の振動周波数

をパ ラメ ータに した実験で得た応カーひず み関係 から、弾塑性域 にわたる初期の数

十回の繰返 しで大幅に軟化 した後 に定常状態に達 し、振動周波数の増加 につれて、

ひずみ振幅あるいは1サ イクルあた りのエネルギー消費量が減少することが報告さ

れている。

若林 ・中村ら[9]は、軟鋼素材(SS400)に5×1σ5、5×1σ3、5×10'2sec4の ひず み

速度 で両 振 り繰 返 し載荷 実験 した結果か ら応カーひずみ関係 を比較 し、弾性域及び

ひずみ硬化域での勾配はひずみ速度 に関わ らず一定であり、降伏応力 にひずみ速度

効果が見 られる、としている。

このように繰返 し荷重下 における履歴挙動に対す るひずみ速度効果については、
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研究数が少ないが、単調引張荷重下ほど顕著ではない、とする結果が多い。

また、鋼構造部材 あるいは骨組を対象と して地震時に予想 される程度の載荷速度

が復元力特性 に及ぼす影響を調べた動的載荷実験 も行なわれている。

kD.Hanson[10]、A.M.Almuti[11]は 、そ れぞれ1層1ス パ ンの柱 崩壊 型お よび

は り崩壊 型 の鋼架構模型 を用いた静的及び動的繰返 し載荷実験を行ない、復元力特

性の相違について調べている。柱崩壊型架構による実験では、載荷周波数3Hz、 降

伏 変位 の2倍 の変位振幅 で得 た動的履歴 曲線は静的載荷による履歴 曲線 とほぼ一致

するとしてお り、また、は り崩壊型架構による実験では載荷周波数が11300Hzと314

Hzの 場合 を比較 して、問題 となる差異は認められない、 としている。

加藤 ・高梨[12]ら は、SS400鋼H形 鋼梁お よびRCス ラブのついた合成梁 につ い

て高速 の単調 ・繰返 し載荷実験 を行なった結果、鋼は りが塑性域で2×1σlseσ1程 度

のひずみ速度 を受 ける と、単調 載荷で16%、 繰返 し載荷 で11%の 曲げモーメ ン ト上

昇が見 られた ことを報告 している。

中島[13]は 、H形 鋼 片持ち柱部材 に、載荷速度 を変えて、定変位振幅 ・定速度で

両振 り繰返 し曲げ載荷 した実験 を行なった結果、弾性域で はひずみ速度の影響によ

る復元力の上昇は高々5%で あるが 、降伏 変位 の2～3倍 の変位 を加 えた塑性域で は、

1sec'1程 度の ひずみ速度 で最大10%の 復 元力 上昇 が見 られ た、 と報告 している。

最相 ら[14]は 、H形 鋼 ならびに鋼管の片持 ち柱部材に正弦波状の変位制御 による

繰返 し両振 り載荷実験を行ない、動的載荷(約0.5Hz)と 静 的載荷 の結果 を比較す

る と、弾性 域、塑性域いずれも復元力の上昇が見 られ、復元力で最大約20%、 履歴

吸収エネルギーで7～18%の 上昇率であ る、 と している。

若林 ら[15]は 、3層1ス パ ンの は り降伏型及 び柱 降伏型の鋼架構 を振動台で実地

震波加振 した実験から、動的載荷時には静的載荷時に比較 して15%程 度 の復 元力上

昇が見 られ、 これは降伏耐力の上昇に起因するとしている。

また、金歩 ・甲津 ら[16]は 、 は り降伏型鋼架構 の振動 台に よる加振実験で、3.3～

3.8Hzの 正弦波外 乱 を与 えた場合 に、は り端部の曲げモーメン トー縁 ひずみ関係か

ら得た骨格 曲線 は、静的載荷時 と比較 して、大幅 な上昇 を示 し、ひずみ速度の影響

が無視できないことを指摘 している。

これらの報告 によれば、地震時に予想される1σ2～100seσ1程 度 までのひずみ速度

の影響 によ り、静的載荷下における挙動 と比較 して、変化がないかあるいは10%程

度 以上 の復元力 上昇が見 られ る場合が多 く、架構 のエネルギー消散能力が低下する

ことはないと考え られる。このこ とか ら、鋼素材 の力学的性質に見 られるひずみ速

度効果を無視 し、静的実験か ら得 た部材の力学的特性 を構造物の設計に適用 しても
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安全性を評価できる、 と判断することもできよう。

一方、架構の力学的挙動 を把握す る上で、最大応力が発生する可能性の高い接合

部の挙動 を把握す ることも重要な問題である。鋼構造物に用い られる接合形式 とし

ては溶接 またはファスナーによる ものが一般的であるが、 これらの挙動を素材 の力

学的性質から推測するのは困難であ り接合部を対象とした研究 も行 なわれている。

接合部 を対象 とした研究 として、金歩 ・甲津 ら[17～19]は 突合せ溶接接合部 ・高

力ボル ト摩擦接合部、及びめっき処理された接合部 を対象 に高速載荷実験を行ない・

応力伝達機構の異 なる各種接合部の単調引張下における載荷速度 の影響を示す と共

に、応カ ーひずみ関係をバイリニ ア型に置換 して応力度速度 との関係の定式化 を試

みている。

青木 ・加藤 ら[3]、 桑村 ら[6]は 切 り欠 きを有す る変断面材 を対 象 とした実験から・

応力集中の大 きい材では局部的にひずみ速度が大 きくなる と予想 されるが、ひずみ

速度の影響はほとんど受けない、としている。

藤本 ら[5]は、地震力 を受 け る筋 かい付剛 接架構 にお いて筋かい部材の軸方向引張

速度は最大40cm・sec'1程 度 になる と し、 山形鋼 筋か い部材のボル ト接合部を対象 と

した高速引張実験 を行なった結果 、高速引張下においては鋼素材 の降伏比が低下す

ることによりボル ト接合部における塑性変形能力が低下 し接合部で早期破 断するこ

と、保有耐力接合の条件 を満足 しない場合が予想 されることを指摘 している。

これらの研究か ら明らかなように、接合 部が高速で荷重 を受けた場合の力学的挙

動は鋼素材に見 られるひずみ速度効果 とは異なった性状を示 し、静力学的特性 を基

にした安全性評価 では危険 となる可能性 も指摘 されているが、研 究数は少 なく接合

部の繰返 し履歴特性 に対する載荷速度の影響 についてはほとんど研究 されていない。

沼田[21,22]は 高力 ボル ト摩擦接 合部 を対象 に荷重制御 による正弦状両振 り載荷実

験を行い、滑 り荷重 を上 回る動的繰返 し荷 重下でのボル ト軸力低下特性、摩擦係数

変動特性を調べている。0.004～5Hzの 荷 重周 波数 をパ ラメー タ とした実験から、

荷重周波数を増加 させるほど、繰 り返 しに伴 うボル ト軸力低下量 は小 さいが、赤 さ

びを発生 させた摩擦面の摩擦係数 の低下が著 しくなるとしている。 しか し、荷重波

形が正弦波でひずみ速度は一様 ではな く、速度 との関係 を定量的に把握するには至っ

ていない。

このような観点か ら、本研究では塔状鋼構造の接合部 として一般的な突合せ溶接、

高力ボル ト摩擦接合および中ボル ト接合 による接合部 を対 象に、一定の変位振幅 ・

変位速度 でひずみ速度 をパラメー タとした動的繰返 し載荷 実験を行 い、接合部の履

歴特性 に及ぼす載荷速度の影響 について調べた。
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3.2実 験概要

3.2.1試 験 体

載荷実験 に供 した試験体 は突合せ 溶接接合 と高力 ボル ト摩擦接合 による接合部試

験体、ならびに比較のための鋼板の鋼素材の3種 類 である。試験体 に使用 した鋼材

は全てJISに よるSS400規 格の構 造用鋼材 である。母材 ・溶接接合部試験体 は板厚6

㎜ 、高力 ボル ト接合部試験体 は母材板厚45mm、 ス プライス プ レー ト板厚2.3mm

で、それぞれの化学成分 と機械的性質を表3.2に 示す。以下 、各試験体 について説明

する。

表3.2試 験体鋼材の化学成分と機械的性質

化学成分 機械的性質

樽

(mm)

C

(%)

Si

(%)

Mn

(%)

P

(%)

S

(%)

降伏 点

(kg∬㎝2)

引張強度

(kg餅㎝2)

破断伸び

(%)

6 0.17 0.02 0.63 0,018 0,014 3,532 4,678 34.18

4.5 0.16 0.02 0.68 0,Ol8 0,006 3.10 4.80 37.0

2.3 0.11 α02 0.42 0,013 0,002 3.10 4.60 33.0

(1)鋼 素材試験体

他の接合部試験体 の実験結果 と比較 を行なう上での基準 となるものである。図3.1

にその寸法 ・形状 を示すが、JIS規 格 による標準試験片 を基 に、両端のつかみ部 を載

荷装置に合せた形状 としたもので、鋼板の圧延方向に材軸方向をとってある。板厚6

mm、 平行 部 は幅50mmで 、平行 部長 さは、載荷装置 の能力内で数十%/sec程 度の

ひずみ速度 を得 るために100mmと している。
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図3.1鋼 素材 試験体(単 位:mm)
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(2)突 合せ溶接接合部試験体

突合せ溶接接合部の試験体 は、鋼素材試験体の平行部中央を切断 した後・ルー ト

ギャップ2mmの1型 開先 に裏 当金付 で突合せ溶接 して製作 した。溶接方法はCO2ガ

ス半 自動 アーク溶接 で、溶接 ワイヤはAS.1、 電流170A、 電圧25V、 下向 きの条

件 で行 なった。試験体 の寸法 ・形状 は図3.2に 示す ように素材 試験体 と同 じである。

繰返 し載荷時の座屈防止治具 との接触 を円滑にす るため、溶接後 に裏当金 ならびに

溶接余盛を除去 して表面を平滑にした。

醐 BUTT-WELDING
φ2t5
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o㊤

oり

命
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図3.2突 合せ溶接接 合部試験体(単 位:mm)

(3)高 力ボル ト摩擦接 合部試験体

図3.3に 示す ように母材板厚4.5mm、 スプ ライスプ レー ト板厚2.3mmの 鋼板 を

それぞれ使用 した。母材 は 日本建築学会 「鋼構造設計規準」に規定 される、最小 ピッ

チ、最小縁端距離ならびに応力方向の縁端距離の最小値 を満足 し、F10T、Ml6の 高

力 ボル ト2本 によ り2面 せ ん断型の高力 ボル ト摩擦接 合 されている。使用 した高力

ボル ト等の機械的性質を表3.3に 示す。摩擦 面 はデ ィス クサ ンダーにより黒皮 を除去

した後赤 さびを発生させ 、ボル ト締付け前 に浮 きさびを除去 した。ボル トの締付 け

は トルク法による管理を行ない、載荷直前に28.Okgf・mの トル クで締結 した。

試験体 の接合部設計耐力等は高力ボル ト接合設計施工指針[23]な らび に鋼構 造 限

界状態設計規準(案)・ 同解説[24]に よる と、表3.2の 値 を用 いて以 下の通 りに計

算 され る。
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図3.3高 力 ボル ト摩擦接合部試験体(単 位:mm)

表3.3試 験体 高力 ボル トの機械 的性質

ボ ル ト ナ ッ ト 座金 トルク係数値

肋

(k働㎜う

引張強度

剛 ㎜ う

伸 び

(%)

絞 り

(%)

引 張荷 重

(lonO

硬さ

田RC)

硬さ

αRC)

保証荷重

(りnO

硬 さ

(耳RC)
平均値 標準偏差

規格 ≧90 100～120 ≧14 ≧40 ≧15」 27～38 16～35 15.7 35～45 α150～0.190 ≦0.013

成績 106 111 18 68 17ρ 34 認 合格 40 0,159 0.0045

・高力ボル ト

すべ り耐力6.35tonf(高 力 ボル ト接合設計施工指針)

7.24tonf(鋼 構造限界状態設計規準(案)・ 同解 説)

最大耐力21,72tonf(鋼 構造限界状態設計規準(案)・ 同解説)

・板 要素接合部分(鋼 構 造限界状態設計規準(案)・ 同解 説)

降伏耐力4.604tonf(母 材有効 断面)

4.706tonf(ス プライス プレー ト有効断面)

最大耐力5.290to㎡(ス プライス プ レー ト端 あ き部破 断)

従 って、 接合 部 の降伏耐 力 は摩擦接合すべ り荷重以下での母材お よびスプライス

プレー トの降伏により決ま り、最大耐力はスプライスプレー トの破断により決まる。
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(4)め っき中ボル ト接 合部試験体

試験体 の形状 ・寸法ならびに母材の鋼種は図3.3に 示 す高力 ボル ト摩擦接合部試験

体 と同様である。ボル トにはSS400相 当のMl6中 ボル トを用 い た。母材、ス プ ライ

ス プレー トおよび中ボル トには全て表3.4に 示 す条件 で溶融 亜鉛 め っきが施 されて

いる。中ボル トの締め付け トルクは6.00kg・mと した。

ボル トのせん断耐力 は12.80tonfあ り、接合部 の降伏耐力 は母材 の有効断面におけ

る降伏により決まり、また最大耐力はスプライスプレー トの破断により決まる。

表3.4中 ボル ト接合部試験体 の溶融亜鉛 めっき処理条件

手順 名称 条件

脱脂 オル ソケ イ酸 ソー ダ+力 性 ソー ダ80℃60分

水洗

前 酸洗 塩酸20℃60分
処
理 水洗

フラ ックス処 理 塩化亜鉛+塩 化アンモニウム50℃2分

乾燥

部材温度 室温

鎗 亜鉛浴温度 456℃

き 浸漬速度 5500±50mm!分

条件 浸漬角度 15±0.5。

浸漬時間 2分

温
水

部材の初温

温水温度

亜鉛浴温 一α

62℃

処
理
浸漬速度

浸漬角度

11000±100mm1分

15±0.5。

以上4種 の試験体 には以下の要領 で4文 字の記 号 を付 して区別 する。

先頭1文 字 は試験体 種類 を示 し、Aが 母材 試験体 、Bが 溶接接合部試験体 、Cが 高

力 ボル ト接合部試験体 、Dが め っ き中ボル ト接合 部試験体 である。2文 字 目は載荷

速度 を示 し、後述の載荷装置のジャッキ速度 による4段 階 の設定速度 を速度 が小 さ

い順 に1～4の 数字 で、静的載荷 は0で 示す。3文 字 目は載荷条件 を示 し、Mが 単

調 引張載荷、Cが 繰返 し載荷 をそれぞれ示す。 同一試験体 ・載荷条件でそれぞれ2

体 の実験 を行 い、試験体 を識別する番号を4文 字 目に付す 。
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試験体記号例

A3Cl

L隷 熱 ・-C・-
0:静 的 載荷

1:5mm/sec2:15mm/s㏄3:25㎜!sec4:35mmlsec

[試 験 体 種 類]

A:鋼 素 材B:突 合 せ 溶接 接 合 部

C:高 力 ボル ト摩 擦 接 合 部D:中 ボ ル トせ ん断 型接 合 部

322実 験装置

図3.4に高速載荷実験 に用 いた装置の全体 と試験体の取付状況を示す。載荷にはサー

ボ型油圧ジャッキ(押 引最大荷 重15tonf、 ス トローク120mm)を 用 いた。 ジャ ッ

キの移動速度 を5～35mm/secの 範 囲で制御 す るサ ーボ機構 によ り一定速度で載荷

できるもので、本実験では5、15、25、35㎜/secの4段 階 に鮪 速度 を設定 した。

繰返 し載 荷実験では、ピス トンに取 り付 けたナッ トにより繰返 し載荷時の変位振

幅を設定 し、載荷方向反転点に達すれば機械的にジャッキの移動 を止め、約1秒 間の

静止後 、逆方向 に載荷 す る機構 となっている。載荷前の位置を原点にとり、設定変

位振幅を母材ならびに溶接接合部試験体}ま4mm、 高力 ボル 膿 合部試験体 は6㎜

と して、それぞれ5サ イ クルの繰返 し載荷 を行 った。

試験体 は高力ボル トによ り載荷 治具 に取付 けられ、一端 は荷重計 を介 して油圧

ジャッキに接続 し、 もう一端は反力壁 に固定 され る。荷重計と油圧ジャッキの問に

は速度調整治具 を取付け、ジャッキ移動開始 と載荷開始に時間差 を設けてジャッキ

が一定の設定速度 に達 した後に試験体 に載荷する よう工夫 した。また、繰返 し載荷

時には圧縮力により試験体が座屈するのを防 ぐため、図3.5に 示 す ように、試験体 の

横 方向変 形 を拘束する治具を取付 けた。試験体平行部および試験体両端のつかみ部

を両側か らプレー トではさんで面外の移動 ・変形 を拘束 し、図中の▲で示す位置で

これらのプレー トの面外移動 を止めるように した。
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3ユ3測 定方法

載荷実験 にお ける測定項 目は載荷荷重な らびに試験体の軸方向伸縮であ る。荷重

は速度調整治具 と試験体 つかみ部の間に装着 した荷重計 により測定 し、試験体の伸

縮は試験体つかみ部に取付 けた高周波差動 トランス型変位計 によ り測定 した。母材

および溶接接合部試験体 については、ゲージ長さ5mmの 抵抗線式塑性 ゲージ を試験

体 中央部の裏表に計2枚 貼付 して材 軸方向の伸 びひずみを測定 した。

荷重計、変位計、ひずみゲージの出力は載荷 と同時に動ひずみ計を介 してAID変 換

機 に取 り込 み、載荷速度 に応 じて200～1000Hzの サ ンプ リング周波数でデ ジタル

化 して計測用 コンピュー タに収録 した。以下の実験結果で は、さらに測定後にデジ

タルフィルタにより高周波ノイズを除去 したデータを示す。

3.2.4載 荷 速 度 の 評価 方 法

本実験で は高速載荷時の載荷速度 をパ ラメータとして各試験体の力学的性質の変

化 を調べ るため、油圧ジ ャッキの ピス トン移動速度が一定 となるように制御 して実

験を行なった。実験から得たデー タを基 に、本研 究で採用 した載荷速度の評価方法

について説明する。図3.6は 母材試験体 の単調 引張試験 に よる各測定値の時刻歴の一

例(Spec.A3M2)で あ る。横軸 に載荷 開始 か らの経過時間(sec)を 、縦軸 には荷

重、軸方向伸 び、お よび試験体中央部のひずみ(2枚 のひずみゲージ測定値 の平均

値)を それぞ れ示 し、各線 の勾 配が速度に対応する。

荷重時刻歴か ら判断すると載荷開始から約2秒 後 に降伏点 に達 してい るが 、変位

計による伸 び変形時刻歴 を見 ると降伏点の前後で勾配が急変 してお り、弾性域 と塑

性域でそれぞれ固有の一定載荷速度 となっていることが分 かる。 また、ひずみゲー

ジの記録は降伏点到達より約0.1秒 遅 れた時点で勾 配の急変 が観察 される。伸び変形

が試験体全体の伸 び変形 の総量 を示すのに対 してひずみ値 は試験体中央局所の変形

量を示すか ら、この時間差は、降伏棚で試験体が全長にわた り一様な伸び変形をせ

ず、塑性流れを生 じている領域が時間の経過に伴 い試験体 軸方向に移動 してゲージ

貼付位置 に到達す るまでに要 した時間を示す と考 えられる。ひずみ硬化開始点に達

する前にひずみ時刻歴の勾配は再 び緩 くなってお り、これはゲージ貼付位置 におけ

る塑性流れが終了 したことを示 しているものと考えられる。
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変位計とひずみゲージによるひずみ速度の比較

母材試験体実験における変位計 とひずみゲージの時刻歴 からそれぞれの勾配 を最

小2乗 近似 によ り求 めた結果 を、弾1生域(載 荷 開始点 か ら降伏 点 まで)を 図37③ に、

塑性域(降 伏点 か ら最大荷 重点 まで)を 図3.7(b)に それぞれ示す。塑性域 でやや ば

らつ きが見られるが、2つ の測定量 か ら得 た速度 には弾 塑性域にわたってほぼ線形

な比例関係が認め られ、いずれの測定値 を用いて も載荷速度の評価 は可能であると

考えられる。また、図3.8に 変位 計測定値 よ り求め た弾性域 と塑性域 における載荷速

度の対応 を示すが、両者には線形関係が成立すると考えられる。

これらの実験結果 を踏まえ、本研 究では各種接合部の非線形領域 におけ る巨視的

な挙動を見る必要性か ら、塑性域(降 伏 点 か ら最 大荷重点)に お け る変位 計 に よる

試験体全体 の変形量から速度を評価することにする。
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図3.9繰 返 し載荷実験(鋼 素材)に よる測定値 の時刻歴例(Spec.A4C2)

鋼素材 ・溶接接合部試験体 については平行部長さ(100mm)で 除 してひずみ度 に

換算 した値 を用 いてひずみ速度(%/sec)を 求め、 ボル ト接合部試験体 につ いては

変位計測定値から得た値を載荷速度(mm/sec)と す る。

図3.9に 鋼素材試験体 の繰返 し試験 による各測定値の時刻歴の一例 を示す。図は

Spec.A3C2の 載荷 開始か ら1サ イクル半の様子 を示 した ものでab・e-f間 が 引張側

載荷 、cd、hi問 が圧縮側載荷 されてい る区 間を示 し、変位時刻歴 より一定の速
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度で繰返 し載荷 されているのが分かる。また、b-c、d-e、f-h間 は載荷 方向反転 時

の停止 区 間であ るが、この間に載荷装置の機構か ら除荷が行なわれ、荷重時刻歴 よ

り最大応力 ・最大ひずみに保持されていないことが分かる。従って、本実験では繰

返 し載荷における除荷時には載荷速度の制御は行われず、荷重0点 か ら次 の反転 点

までが一 定速度 に制御 されている。既往の研究か ら弾性域 ・除荷域 における載荷速

度は機械的性質にほとん ど影響を及ぼさないことが報告されてお り、実験上問題 は

ないと考 えられる。ひずみ波形は台形波に近いが、台形波の場合 は反転点 で最大ひ

ずみに保 持されたまま応力弛緩 により応力だけが下降すれば、応カーひず み関係 に

ひずみ波形の影響が現われることが報告されているが[25]、 本実験 では前述の とお り

最大 ひず み点に到達後、直ちに弾性除荷 されるためこのような影響は現われない。

実構造物 の地震や風 による荷重条件で も最大荷重 に保持 されている時間は短いこと

か ら、ひずみ波形が履歴特性に及ぼす影響は問題 ないと考えられる。

3.3載 荷速度が力学的特性 に及ぼす影響

3.3.1鋼 素 材試 験体

(1)単 調 引張載荷実験

実験 か ら得 た応カ ーひずみ関係の一部を図3.10に 示す。横 軸 は載荷 開始 か ら破 断

までの変位計による伸び計測値 を示す。載荷速度 を変えたそれぞれの曲線 を比較す

ると、速度の上昇 に伴 う応力度の増加が明 らかで ある。実験から得た機械 的性質 と

ひずみ速度との関係を、図3.11に 上 ・下降伏 点 σ
ンひ・σン乙、引張強度 σ、、図3.12に

ひずみ硬化開始点 のひずみ ζ、、最大荷重時ひずみ ε、、破断伸び δについてそれぞれ

示す。図中の直線は各応力度(ton∬cm2)並 び にひずみ度(%)と 、ひずみ速度 ε(

%/sec)の 対数 との関係 を示す最小2乗 近似 直線 で、各近似直線式 は次式の とお りで

ある。

上降伏点

下降伏点

引張強度

σンσ=4.044+0.192610g{}

σンL=3.791+0.138010gε

σβ=4.765+0.050510gε

ひ ず み 硬 化 開 始 ひ ず み:ε 。、=2.736+0.04821098

最大荷重時ひずみ εμ=21.08+0.01971098

(3.1)

(3.2)

(3.3)

(3.4)

(35)
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破断伸び: δニ33.51-0.2334109ε (3.6)

図3.11に 示 す 各 応 力 度 につ い て は ひず み 速 度増 加 に伴 う上 昇 が 見 られ、 特 に上 ・

下 降伏 点 の変 化 は顕 著 で あ る。 ま た、 図3.12に 示 す各 ひず み度 に関 して は、 ひず み

速 度 の影 響 は ほ とん ど認 め られず 、 既往 の研 究 結 果 と同様 の性 状 を示 して い る。

ひず み速度 ε。 ニ8×10'3%/secの 静 的単 調 引張 試 験 に よる上 降 伏 点 σw
。ニ3・635

ton7cm2、 下 降伏 点 σ玲=3.508ton恥m2、 引 張 強度%=4657tonσcm2の 値 を基準

に した変化 率 とひず み速 度 ε(%/sec)と の 関係 を最 小2乗 近 似 に よ り求 め る と以 下

の通 り とな り、特 に下 降伏 点 の ひず み速 度 増 加 に と もな う増 大 率 が 高 い 。
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上 降 伏 点:σ ン4σ ン乙
。=1.081+3.848×10-210910ε

下 降 伏 点:σ ン〃 σンσ
。=1.113+5.314×10-21091。 ε

引 張 強 度:σ 、/σ、
。=1・023+1・088×1r21・91。 ε

(3.7)

(3.8)

(3.9)

(2)繰 返 し載荷実験

実験か ら得 た応力度 一ひずみ度関係の一部を図313に 示す。図の横軸 のひずみ は・

ひずみゲージによる計測値を用いている。いずれも第1サ イクルの圧縮側 で明瞭 な

降伏 を示 してお り、第2サ イクル以後 はほぼ2%程 度 の ひずみ振 幅で定常 な履歴 曲線

を描いている。
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最大応力度と歪速度関係

ひずみ速度の異なる各試験体の履 歴曲線 を比較す ると、ひずみ速度の増加に伴 い

初載荷時の降伏点は増大 しているのが明らかであるが、第2サ イクル以後の履歴 は

速度 による差異はほとんど認め られない。

初載荷時圧縮側に見 られる降伏点 σンとひずみ速度の関係 を図3.14に 示す。図 中

には比較のために単調引張実験か ら得た上 ・下降仇 点 σン.、 σンLも重 ねてプロ ッ ト

した。実験 で は上下降伏点の区別は明瞭に現われなかったが、図3.14か ら判断す れ

ば単調引 張時の上 降伏点 に近い関係 を示 している。同図に実線で示す降伏 点 とひず

み速度 との関係の最小2乗 近似 、お よび静載荷時 の値で無次元化 した関係は下式 と

な り、ひずみ速度の対数に関する勾配は式(3.1)、(3.2)、(3.7)、(3.8)に 示 す単調引張

時の上下降伏 点に極 めて近い値 となっている。

σ,=40(耳+1・929×10-11・91。1ε1(3・10・)

σ,/σ,.ニ1・112+5・359×10-21・91。}81(3・10b)

図3.15は 、履歴 曲線 の第2サ イクル 目以後の定常ループ における特性を見 るため

引張 ・圧縮それぞれの最大応力点 と対応す る各サ イクルのひずみ速度 との 関係 をプ

ロットしたもので ある。引張側 と圧縮側で値は異 なるが、いずれ もひずみ速度によ

る影響は小 さく、一定の応力度 を示 していると判断で きる程度の差異 しか見 られな

い。図中に直線で示す各点の最小2乗 近似 直線 は次の通 りで ある。

引張側最大応力点:、 σ皿.=4.358+0.028310g、oε(3.11)

圧縮側最大応 力点:。 σ㎜=4.140+α031510gloi61(3.12)
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ひずみ速度の対数に掛 る係数の値は式(3.1)や(3.10)に 示す 降伏点の場合 よ り1

桁低 くなっている。 この ように、単調引張載荷あるいは繰返 し載荷の第1サ イクル

目の応カ ーひず み関係 に見 られるようなひずみ速度効果は、繰返 し載荷の第2サ イ

クル以後 には現 われてい ない。これは、ひずみ振幅が2%程 度 で降伏棚 域 にあ り・

応力の変動 については鈍感な領域であることが一因と考えられる。

3.32突 合せ溶接接合部試験体

(1)単 調引張載荷実験

図3.16に 応カ ー伸 び変形 関係 の一部 を示 すと共に、実験か ら得 た機械的性質 とひ

ずみ速度 との関係を鋼素材実験結果 と同様 に、図3.17に 応力度 関係 、図3.18に ひず

み度 関係 についてそれぞれ示 す。

試験体の塑性化は主に溶接接合部近傍の母材で進行 し、破断位置は溶接線から約2

cm離 れた位置 とな り、破 断 に伴 う絞 りは溶接部 には観察されず母材 に生 じる。

従って、図3.17に 示す各応力度 は鋼素材 の場合 と同様の性状を示 し、素材の静的

引張試験結果を基準にした上昇率は式(3.13)～(3.15)の 通 りで ある。 ただ し、 ひずみ

速度 の対 数に掛 る係数は鋼素材の場合 よりも大 き く、速度増加に対 して敏感 に各応

力度が増大 している。
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による各ひずみ度 とひずみ速度関係

→ 一一 δ _…(〉 ・・ε 一 ・[ト・ ε一 層……S竃U

磯
監報 魂

o

8一 鎚伽 ・θ
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上降伏点

下降伏点

引張強度:

σ,。=3・347+6346×10-11・98

σ,。/σ,。
。=α921+1・746×10-11・9、 。ε

σ,、=3!叡D2+5・109xlO-11・9ε

σ,、/σ,島=α970+1甫6×10-11・91。 ε

σβ=4522+1.977×10-110gξ

σ、/σ、
。=α971+4246×10-21・91。 ξ

(3.13a)

(3.13b)

(3.14a)

(3.14b)

(3.15a)

(3,15b)

図3.18に 示す各 ひずみ値 で は、主 に溶接部以外の母材で塑性化が進行 しているた

め、伸びひずみは鋼素材 と比較 して同等あ るいはそれより低い値 を示す。特に破断

伸びに関 してはば らつきが大 きく、ひずみ速度 との定性的な関係 は認めに くいが、

概ねひずみ速度の違いによる変化は少ないと見 られる。

(2)繰 返 し載 荷実験

実験か ら得 た応 力度 一ひずみ度関係の一部 を図3.19に 示 す。横軸 のひず みは試験

片 中央の ひずみゲージに よる計測値 を用いている。いずれの試験体 も明瞭 な降伏点

は現われず、第2サ イクル以後 はほぼ1%程 度 のひず み振 幅で定常 な履歴 曲線 を描い

ている。
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図3.19突 合 せ溶接接合部繰返 し載荷 による応力度一ひずみ度関係

鋼素材試験体 と同 じ設定振幅で載荷 したにもかかわ らず ひずみ振幅が小 さくなっ

ているが、これは、試験体中央の溶接部が ほとん ど弾性域 に留ま り、溶接部近傍の

母材のみ塑性化が進行 していることによると考えられる。

図3.20に は、履歴 曲線 の第2サ イ クル 目以後 における引張 ・圧縮それぞれの最大

応力点と対応する各サイクルのひずみ速度 との関係 をプロッ トした。全般 的に最大

応力度のばらつ きが大 きく、引張側 と圧縮側で値 は異なる ものの、いずれ もひずみ

速度の増加に伴い最大応力度は増 大す る傾 向が見 られる。図中に直線で示す各点の

最小2乗 近似 直線 は下式 とな り、式(3.ll)、(3.12)に 示 す鋼 素材の場合 と比較 す れ

ば、ひずみ速度の対数に掛 る係数の値 は1桁 大 きい数値 を示 している。
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図3.20溶 接接合部繰返 し載荷 による最大応力度 とひずみ速度関係

引張側最大応力点 、σ㎜=3.732+3.758×10-lloglo6

圧 縮 側 最 大 応 力 点:。 σ㎜=4.002+3.337×10-11091。1ε1

(3.16)

(3.17)

しか し、 ひずみ速度 の違 い による応力度の差異はばらつ きの範囲内に入ってお り、

一概 にひずみ速度 との相関性が高いとは認められない。

3.3.3高 力ボル ト摩擦接合部試 験体

(1)単 調 引張載荷実験

図3.21に 実験か ら得 た荷 重 一変形関係 の一例 を示す。

荷重一変形関係 は図3.22の 模式 図 に示す ように、荷 重4.5tonf付 近で板 要素部分の

降伏 によ り剛性 が低下 し始め、その直後 に摩擦面で最初のすべ りが生 じる。明瞭な

すべ りが見 られる直前の荷重の極大値 をここでは摩擦限界荷重%R(図 中A点)と

呼ぶ ことにす る。 これ は高力ボル ト接合設計施工指針[23】 で 「すべ り耐力」 と呼 ば

れる もの に相当 し、静摩擦力の限界値 と考 えられる。その後、荷重は低下 し、極小

値を示す とともにすべ り発生箇所 におけるすべ りが進行 し、ボル ト軸部が板要素に

接触 して支圧型に移行 した後、再 び荷重が増加 し始める。 この間の動摩擦力に相当

する極小値をすべ り荷重 瑠(図 中B点)と 呼ぶ ことにする。

実験で はいずれの試験体 も2回 以上のすべ りが観察 され、全 てのボル トが支圧接

合型に移行 した後に最大支圧荷重 砺(図 中C点)に 達 した。 その後ス プライスプ

レー トのボル ト穴近傍にくびれを生 じて著 しく伸びが進行 し、破断に至る。



104第3章 高速繰返 し荷重下における接合部の復元力特性

7

6

5

言
94

臭3

9
2

1

翫

磁
轍「
・
「
・

撚麗
}..

CIM2

C2M2

C3M2

C4M2

O

O5101520

DISPLACEMENT(mm)

図3.21H.T.B接 合 部 の 単 調 引 張 載 荷 に よ る荷 重 一 変 形 関 係

厘
宰

図3.22

軸方向伸び

H.T.B接 合部の単調 引張 載荷

による荷重 一変形関係模式図

7

6

5

4

(
芒
£

)
O
く
O
」

3

2

100101102

LOADINGRATE(mm/sec)

図3.23H.TB接 合部 の単調引張載荷

に よる摩擦 限界荷重 と載荷速度関係

…
=

*

贋
酎

…

.↓

営

・}

図

,.◎

『 噂
一 蓋'

口

o

…
「

・蕗

コr引 一

iロ
'囑;

一

ヨi8
0i

..■ 昌. ・や ・ oo

鼻

一

,A・

8

…

Q
響 曹.A

…

こ
一一σ 一PCR1

一イコーPCR2

-一 △ ・・PCR3

-→ ←-PB

」

…

7
9{ρ

…

…

ll

…

…

…

…

iii

図3.21に 示す荷重 一変形関係 では、摩擦 限界荷重の値 あるいはすべ り発生時の曲

線の形状、すべ り発生の 回数は試験体 によ りまち まちであ り、小刻みに小 さなすべ

りを繰 り返す もの もあれば明瞭なすべ りを呈する もの もあ る。特 に摩擦限界荷重と

すべ り荷重の差 には大 きなばらつ きが見 られる。

これらの荷重に対する載荷速度の影響を見るため、図3.23に は、全 ての実験 で明

瞭 なすべ りが観察 されたところでの摩擦限界荷重 を最大3回 まで とった値PCR,、Pα3

、pcR,(tonf)と 、最大支圧荷重P、(tonOの 値 を縦軸 にと り、載荷 速度 δ(mm/sec)を 横

軸 にとってプロ ッ トした。 図3.23の 直線 は各 実験値 と載荷 速度 の対数 との関係 を最

小2乗 近似 によ り求めた ものでそれぞれ以下の式で表現される。
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第1回 目摩擦限界荷重:

第2回 目摩擦限界荷重:

第3回 目摩i擦限界荷重:

最大支圧荷重:

要,1=5.309-2857x10-11・91。 δ

1むR2=5.708-1.707×10髄110910δ

1む尺3=5.060+2.673×10-110910δ

弓=5.824+9.837×10-210910δ

(3.18)

(3.19)

(3.20)

(3.21)

全般的 に実験結 果 にはば らつ きが大 きく、同一条件で2体 ず つ載荷 実験 を行 った

中で、PcRノが約45tonf前 後 でその後 も荷重が低 いグループと、Pc尺1が5～6tonfで

その後 も総 じて荷 重の高 いグルー プが見 られる。荷重の低 いグループでは載荷速度

の増加に伴い摩擦 限界荷 重 も増大する傾向が見 られるが、荷重の低いグループでは

摩擦限界荷重 は載荷速度が異って も変化 していない。 しか し、 これらの差 は全体の

ばらつ きの範囲内であ り、載荷速度 との関係 は明瞭ではない。

また、最大支圧荷重Pβ は摩擦 限界 と比較 してば らつ きが少な く、わずかに載荷速

度の増大 に伴い上昇する傾向を示 しているが、その影響は小 さい。金歩 ・甲津 らに

よる高力ボル ト摩擦接合2面 せ ん断型試験体 を用 いた同様 の単調引張実験によれば、

先行するスプライスプレー トの降伏はひずみ速度の影響を大 きく受けているものの、

最大支圧荷重の上昇は顕著でないと報告されている口7]。

最大荷重 の値 は摩擦接合 の メカニズムとは直接関係な く、鋼素材 の破断耐力に対

する載荷速度の影響が現われると考えられるが、ボル ト穴 による断面欠損 の影響で

ボル ト穴近傍の応力集中が著 しい点や、応力伝達機構 がボル ト軸部 と板要素 との間

での支圧接合型に変わる、などの理由により等断面の素材 に見 られるひず み速度効

果とは異なる性状 を示すことも予想 される。

切 り欠 きあるいは孔 を有する変断面材の力学的性質に及 ぼすひずみ速度 の影響を

調べた既往の研究 を見 ると、例えばSS400な どの3鋼 種 について、青木 ら[3]は 板厚

5mmの 鋼板 に幅0.2～2.4mmの ノッチ を付 けた試験片、藤本 ら[26]は 半径15mm

の切 り欠 き、または直径30mmの ボル ト穴 を設 けた試験片 を用 い、それぞれ単調引

張載荷実験を行っている。これらの報告では、いずれの鋼種で も速度の影響で降伏

点、破断耐力が上昇するとの結果 を得てお り、鋼素材 レベルでは、ボル ト穴近傍で

の応力集中が生 じても等断面材 と同様のひずみ速度効果が生 じると考えられる。

従って、最大支圧荷重に関 しては、ボル ト穴近傍の応力 集中による影響 は関係な

く、む しろ、載荷速度の影響が顕著でな くなるの は応力伝 達機構 が支圧型 に変化 し

たことによると予想 される。
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次 に、接合部の変形量 に及ぼす載荷速度の影響 について見る。

図3.24は 各試験体の初期2回 の明瞭 なすべ り発生 時の摩擦 限界荷重点 ・すべ り荷

重点における変形量4c,、、4、,、、4、、、4、、(㎜)を 舗 速度6(㎜/sec)と の関係 で プロッ

トした ものであ る。それぞれの変形量 と載荷速度の対数との関係 を最小2乗 近似す

れば図中の直線 に示す関係が得 られ、それぞれの近似式は以下の通 りである。

第1回 目摩 擦 限 界 時 の 変 形:δcR、=0.490-1,460×10-11091。 δ

第1回 目 す べ り荷 重 時 の 変 形:δ ∫、=1.396-1.051×10-11091。 δ

第2回 目摩 擦 限 界 時 の 変 形:δc尺 、=3.224-8.503×1rllog1。6

第2回 目 す べ り荷 重 時 の 変 形:δ ∫2=4.174-9.755×1rllog1。 δ

(3.22)

(3.23)

(3.24)

(3.25)

第1回 目のすべ り発生時の変形量 はほとんど載荷速度の影響 を受けていないが、

第2回 目は載荷 速度 の増加 に伴 い変形量が減少する傾向が顕著である。 しか し、第1

回目の摩 擦 限界点 の変形 量以外 はばらつ きが極め て大 きく、載荷速度の差 による変

形量の違いはばらつ きの範囲内にあ り、明瞭な速度効果は見 られない。

図3.25は 最大支圧荷重点 におけ る変形量 菟(mm)お よび破 断時 の変形量 動(mm)

と、載荷速度 δ(mm/sec)の 関係 を示 した ものであ る。すべ り発生時の変形量 と比較

すればば らつ きは少ないが、載荷速度の影響は認 めにくい。図中に示す直線は下式

で示す最小2乗 近似 を示 す。
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最 大 支 圧 荷 重 時 の 変 形:δ 、=6.g13+1.312×10-11091。 δ

破断時の変形: δ。=1486+29111・91。 δ

(3.26)

(3.27)

式(3・27)に よれば・破 断時 の変形量 δひ は載荷速度の増加に伴って増大する結果

と'なってい るが、 これはSpec.C4M2の 結果が特 に大 きな値 を示 したこ とによるもの

で、これ を除外すれば速度 による変化はほとんどないと見 られる。既往の高力ボル

ト摩擦接合部の単調引張実験結果 【5,17]で も同様 の結果が示 されてお り、ボル ト接

合部の変形能力は載荷速度の影響をほとんど受けないと考 えられる。

(2)繰 返 し載荷実験

図3.26に 実験 か ら得 た荷 重 一変形 関係 の一部を示す。

各試験体の荷重一変形関係は図3.27の 模 式図に示す ように、第1サ イクル初載荷

時(負 載荷圧縮側)で 第1回 目の顕著 なすべ りが見 られ、荷重反転後は、半サイク

ル毎 に2回 のすべ りが観察 される。単調載荷時の場合 と同様に、各すべ り発生直前

の荷重極大値PCR(図 中 ○)を 摩擦 限界荷 重、その後の荷 重極小値P∫(図 中 ●)を

すべ り荷重 と定義す る。

履歴 曲線 はボル ト接合部特有のスリップ型を示 しており、半サイクルあたり2回

のすべ りの発生 に伴 い接合部 の剛性は急激 に低下するが、その後応力伝達機構 は支

圧型 に移行 し、再び剛性が上昇 して反転点に達す る。初載荷時に、第1回 目のすべ

り発生以 前 に中板 お よびスプライスプレー トの一部は降伏 点を超 えてお り、さらに

すべ りが進行する と板要素支圧部 では相当な塑性変形 を生 じる。ボル ト穴のクリア

ランスはボル ト体 にっ き1㎜ であ り、板 要素 の塑性変形が なければすべ り騰 ま

2㎜ となるが、実験結果 に見 られ るすべ りによる変形量1ま約3～6㎜ 程度 であ り、

その差 に相当す る変形は板要素支圧部の塑性変形 によるものである。

各試験体に見 られる共通 した特徴 として、第1サ イクルの最初 のすべ り発生時が

摩擦限界荷重の最大値 となり、第1サ イクル反転後 の半サ イクル においてそれと同

定度あるいはやや下回る値になる。第2サ イクル以後 では摩擦 限界荷 重、すべ り荷

重いずれ も第1サ イ クル と比較 して顕著 に低下 し、また、摩擦 限界荷重 とすべ り荷

重の差 も大幅に小 さくなる。3サ イクル 目以後 は履歴 曲線 には大 きな変化がな く、ほ

ぼ定常状態あるい は漸減する。 このような、繰返 しサイクルの増加に伴 う摩擦限界

荷重およびすべ り荷重の低下を図3.28、3.29の 履歴 図 にそれぞれ示す。横 軸 は半サ

イクル毎の繰返 し数を示 し、1つ の半サ イクル に2回 以上のすべ りが認 め られる場合

はその平均値 を示す。
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図3.27H.T.B摩 擦 接 合 部 の 荷 重 変 形 関係 模 式 図(Spec.C4C2第1サ イ クル)

このような摩擦限界を越 える繰返 し下における摩擦接合部の力学的特性 について

は、沼田[21,22】 が正弦波荷 重 に よる動 的繰返 し実験による研究を行ってお り、摩

擦面に赤錆 を発生 させた場合の接合部耐力低下の要因として、

1)初 期1～3サ イクルの過渡期 でボル ト軸力が急激 に低下 し、その原因として被接

合材の局部的な塑性変形 ・な じみ ・摩耗などが挙げられる。
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図3.31狂TB接 合部繰返 し載荷 に よ
るすべ り荷重 と載荷速度関係

2)繰 返 し数 に比例 してナ ッ トが緩 み、これが3サ イクル 目以後 の定常期で はボル ト

軸力の低下の主な要因となる。

3)荷 重周波数 を変化 させ た場合 を比較すれば、荷重周波数が大 きい程軸力低下量は

小さいが摩擦係数の低下が著 しい。

などの点を指摘 している。

従 って、本研究で着 目している載荷速度 との関係で見れば、図3.28、3.29い ず れ

も載荷速 度が大 きいほ ど載荷 初期 の繰返 しに伴 う耐力低下 は急激 であ り、その原因

は載荷初期段階における被接合材 の塑性化 および摩擦面の摩耗 ・な じみな どである

と考えられる。

載荷速度 と接合部耐力の関係 を明 らかにするため、図3.30に 摩擦 限界荷重、3.31

にすべ り荷重 を、 それぞれ載荷 速度 との関係で示す。両図とも第1サ イクル前半、
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同後半サイクル、第2サ イクル、お よび第3～5サ イクルの4段 階 に区別 して示 し・

各半サ イクルにおいて2回 のすべ りが発生す る場合 はその平均値を示 している。

図中の直線は各耐力値 と載荷速度 δmm/secの 対 数 との関係 を最小2乗 近似 に よ り

求めた もので、各 近似直線は下式で表現 される。

摩擦限界荷重

第1サ イ クル前半:

第1サ イ クル後半:

第2サ イ クル

第3～5サ イ クル:

すべり荷重

第1サ イクル前半:

第1サ イクル後半:

第2サ イクル

第3～5サ イ クル

尾 、.1=6・454-9・616×1・-11・91。i51

島,.1=6・86・-2・1751・91。1δ1

要 。、-5・457-1・7・31・91。1δ1

尾,,.,=5・834-2・27・1・91。1δ1

盈.1=5・92・-1・ ・161・91。1δ1

尾 一1=4798-1・ ・321・91。1δ1

鳥 、=3・163-3・947・1・-11・91。1δ1

尾,一,=3・ ⑱5-8・245×1・-11・91。1δ1

(3.28)

(3.29)

(3.30)

(3.31)

(3.32)

(3.33)

(3.34)

(3.35)

これら摩擦接合部のすべ りに関係 する耐力 はいずれ も載荷速度の増加に伴 って低

下する傾向を示 してお り、特に第1サ イクル後半 以後 の摩擦 限界荷 重にその傾向が

強 く現われている。また、第2サ イクル とそれ以 後のサ イクルの間には問題 となる

差は見 られず、第2サ イクル以後 をほぼ定常状態 とみて差 し支えない もの と考 えら

れる。すべ りを伴 う接合部耐力 と載荷速度の関係 を明 らかにするには、

① 初すべ り時の耐力 と載荷速度の関係

② 繰返 しに伴 う耐力低下の度合 と載荷速度の関係

の2点 に着 目す る必 要が ある。

① の初すべ り時の耐力は先の単調引張載荷実験における第1回 目すべ り発 生時の

結果 とも関連するが、単調引張下では図3.23お よび式(3.18)に 示 す よ うに載荷 速度

による影 響 は顕著でな く、載荷速度の影響 による摩擦限界荷重の変化 は試験体毎の

ばらつきよりも小 さい。繰返 し載荷実験の初すべ り時において も同様の結 果が見 ら

れ、載荷速度の増大に伴 って摩擦限界荷重は低下す る傾向を示すが、ばらついてい
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る荷重の 中で値の大 きい ものに着 目すれば載荷速度の影響 は小 さい。また初すべ り

時のすべ り荷重 について見れば摩擦限界荷 重 よりもばらつ きが小 さく、載荷速度の

増大に伴 って低下する傾向が明瞭にみられる。

次に ② の繰返 しに伴 う耐力低下の度合を見るため、各耐力値 を初すべ り時の耐力

で規準化 した耐力比の履歴を図3.32、3.33に 示す。図3.32は 初すべ り時の摩擦 限界

荷重1禄+1で その後 の摩擦 限界荷 重%Rを 規準化 した無次元化摩擦 限界荷重

酉CR=%R/1もR+1、 図3.33は 同様 にすべ り荷重 身 を初 すべ り時の値1も+1で 規準化 し

た無次元化すべ り荷 重 戸∫=1も/1も+1を 、それぞれ試験体毎 に繰返 し数 による履歴で

示 したものである。

図3.32の 無 次元化摩擦 限界荷 重 を見 れば、載荷速度の違いによる履歴の差が大 き

く、載荷速度が増大するほど荷重低下は著 しく、第2サ イクル以後 の定常状態 にお

ける値 も小 さいことが明らかである。また、図3.33の すべ り荷 重では、無次元化荷

重 の低下率 と載荷速度の関係 は必ず しも明確でな く、ばらつ きは大 きいが 、ほぼ0.4

～0 .7の 間で載荷速度 によらず一定 とみ なすこともできる。

初すべ り時の荷重で無次元化された値を繰返 しに伴 う耐力の低下率 と考 え、第1

サ イクル後半お よび、その後 の定常状態(第2～5サ イクル)の 平均 的荷 重低 下率

を載荷速度 との関係で示 したのが図3.34、 図335で あ る。 図中に直線 で示す最小2

乗近似 による関係 は以 下の式 で示 される。

摩擦限界荷重低下率

第1サ イ ク ル 後 半:戸 。,-1=1脳 一2・19×1rll・91。1δ1

第2-5サ イ ク ル:戸_=・ 佛1-2.577・1rll・91。1δ1

(3.36)

(3.37)
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H.T.B接 合部繰返 し載荷 に よる図3.34H.T.B.接 合部繰返 し載荷 による 図3.35
無次元化摩擦 限界荷重 と載荷 速度 無次元化すべ り荷重 と載荷速度

すべ り荷重低下率

第1サ イ ク ル 後 半:死1ニ α825-5加 ・×1σ21・91。1δ1

第2-5サ イ クル 酬 二α521+4357×1r21・91。1δ1

(3.38)

(3.39)

以上の図および式 より繰返 しに伴 う耐力 の低下は、摩擦 限界に関 しては載荷速度

の増大に伴い顕著 な耐力低下を伴 うが、すべ り荷重に関 しては速度の影響 は顕著で

ないと考えることができる。

3.34中 ボル トせ ん断型接合部試験体

(1)単 調 引張載荷 実験

図3.36に 実験 か ら得 た荷重 一変形 関係 の一例を示す。試験体の破壊 はスプライス

プレー トのボル ト孔位置 におけるせん断縁方向の引張破断 による ものであ る。荷重

一変形関係 は図3 .37の 模 式図 に示 す ように、載荷初期 の荷重の低 い段階でボル ト孔

クリアランス分のずれを生 じた後 に支圧接合による応力伝達が行われ、2つ の ピー

クを持つ形状 を示す。 これは金歩 ・甲津 ら[18]に よる実験 と同様 の形状 を示 す もの

で・荷重一変形曲線の最初の極大値(図 中A点)を 最大 降伏荷 重P ,、 第2の 極 大値

(図 中B点)を 最大支圧荷 重P8と 呼ぶ ことにす る。
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図3.37中 ボル ト接合部 の荷重変形 関係模式図

試験体 はボル トの2面 許容せ ん断耐力以下でスプ ライスプレー トの降伏が先行す

る設計となってお り、ボル ト・被 接合材問でずれを生 じた後にボル トと板要素の支

圧部分でボル ト孔周辺板要素の局部的な塑性化によ り剛性 が低下 し、その後、スプ

ライスプ レー トのせん断縁位置で降伏 して最大降伏荷重に達す る。降伏後 はスプラ

イスプレー トの有効断面積が減少 し、2番 目の小 さな ピー クである最大支圧荷重に達

した後破断に至る、と考えられる。

図3・38は 単調引張実験 に よる中ボル ト接合部の耐力 ろ・P、 と載荷 速度 δ との関

係 を示 し、図中に示す最小2乗 近似 による載荷速度 との関係 は式(3.40)、(3.41)に よ

り表現 され る。載荷速度 の増加 に伴 って耐力は上昇する傾向を示すが、その差 は小
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単調引張実験による中ボル ト図3.39
接合部 の変形量 と載荷速度 関係

さ く顕 著 な 載 荷 速 度 に よ る 影 響 は認 め ら れ な い 。

ろ 一生509+2・184×10-11・91。 δ

ら=4.282+1.328×10-11・91。 δ

(3.40)

(3.41)

また、 変 形 量 と載 荷 速 度 の 関係 を見 る た め 、最 大 降 伏 荷 重 に達 した時 点 の 変 形 量

ζ お よび破 断 時 の変 形 量 δひと載荷 速 度 の 関係 を 図3.39に 示 す 。 図 中 の 直線 は下 式 に

よる最 小2乗 近 似 を示 して お り、§ は上 昇 、 δ.は 減 少 す る傾 向 をわ ず か に示 す が、

そ の差 は小 さ く、耐 力 と同様 に載荷 速 度 に よ る影 響 は顕 著 に認 め ら れ な い。

δ,=6.407+14171・91。 δ(3.42)

δ。=21.83-6.887×10-11・91。 δ(3!B)

(2)繰 返 し載荷 実験

図3.40に4通 りの載荷速度 に よる実験か ら得 た荷重一変形関係の一部を示す。載荷

は圧縮側から開始 し、正負の繰返 し設定振幅は圧縮側4mm、 引張 側6mmと して圧

縮時の変形量 を小 さ くして実験 した。 これは圧縮側で変形量が大 きくなる と中板同

士が接触 してボル トを介 さずに直接応力が伝達 されるので これを少な くし、引張側

のボル トを介 した応力伝達の行われる範囲を大きくとるためである。
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図3。40中 ボ ル ト接 合 部 の 繰 返 し載 荷 に よ る荷 重 一 変 形 関 係

図3.41は 各試験体 の荷 重一変形 曲線 の初期2サ イクルの形状 を模式 的に示 したも

のである。第1サ イクル圧縮時 には中板の ク リアランスに相当する約2mmの ず れを

生 じた後 中板 同士 が接触 して支圧により圧縮応力を伝達 し、降伏(図 中A点)に 至 っ

た後荷重反転 す る。次 の引張側では板要素 とボル トとのクリアランスに相当する約4

mmの ずれ を生 じた後、 ボル トせ ん断 により応力が伝達 されて耐力が上昇 し、 さらに

ボル ト軸部 と接触する板 要素の局部的な塑性化に より剛性 が低下 しなが ら次の荷重

反転点(図 中B点)に 至 る。第2サ イ クルか らは、前サ イクルで生 じた板要素の支

圧部塑性化 による残留変形 に相当す る変形量まで低い耐力 でずれが生 じ、その後ボ

ル トと板要素の支圧により耐力が上昇 して荷重反転点に達する。第3サ イクル以後

も第2サ イクル とほぼ同一の荷重 一変形曲線を描 き、第2サ イクル以後 はほぼ定常

状態 とみ なせる。
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図3.41中 ボル ト接合部繰返 し載荷
による荷重一変形関係模式図
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2

図3.40に 示 す 各 実験 の履 歴 曲線 の 形状 は載 荷 速 度 の 影響 を ほ とん ど受 け て い ない

と考 え られ るが 、 定量 的 に影 響 を見 る ため 図3.41に 示 す 第1サ イ クル のA、B、 第2

～5サ イ クル のC 、Dで 示 す 履歴 曲線上 の各 点 の荷 重 をP、、P、、Pc、Pρ(tonf)と し・

載荷 速 度 δ(mm/sec)と の関係 を プ ロ ッ トした結 果 を図3.42に 示 す 。 図 中の 最 小2乗

近似 直線 は下 式 で 与 え られ る。

ろ=8.666-1.1751×1・91。 δ(3.44)

ら=4.364+3.589×10-11・91。 δ

1も=0.876+2.380×10-110910δ

ら=0.348+1.740×10-11・91。 δ

(3。45)

(3.46)

(3.47)

PA、PBは 第1サ イクル にお ける圧縮 、引張側載荷時のそれぞれ降伏耐力に相当す

る。P4の 値 は式(3.44)に 示す ように載荷速度 の増加 に伴 い減少する傾向を示 し、ま

たP8に つ いてはわずか に載荷 速度 に増加 に伴 う上昇傾向が見 られる。 しか し、いず

れもばらつ きの範囲内であり、載荷速度の影響 は認め難い。

Pc、P。 は第2サ イクル以後の定常ル ープで ボル トと板要素の問にずれを生 じてい

る問の荷重で、繰返 し振幅の中間に相当する変位+1mmに おけ る荷 重 を とった もの

であ るが、式(3.46)、(3.47)で はわずか に載荷 速度 に伴 う上昇傾向を示すがやは りば

らつきの範囲内における差 しかな く、載荷 速度の影響はほ とんどない もの と考 えら

れる。

これらの値 を見れば、本実験範囲内では中ボル トによるせん断型接合部 の履歴特

性は載荷速度の影響 をほとんど受けないと考えることができる。
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3.4載 荷速度の影響 を考慮 した復元力特性の定式化

前項では鋼素材 ならびに鋼構造各種接合部の単調引張 ・繰返 し載荷実験 から得た

結果に基いて弾塑性域における各試験体の力学的特性 と載荷速度 との関係を示 した。

これらの結果を踏 まえ、本項では載荷速度の影響 を含んだ形での復元力特性の定式

化 を試みる。

実験結果 を見 ると、載荷速度が各種接合部の力学 的特性 に及ぼす影響は接合部の

接合形式 によ りそ れぞれ異 なり、 また同 じ接合形式であっても、単調引張 と正負繰

返 しの載荷条件、正負繰返 し載荷にあっては第1サ イクル と第2サ イクル以後、そ れ

ぞれの間で載荷速度の影響は異なる様相を示 した。

載荷時には弾塑性 波が有 限な速度 で部材 内を伝播するこ とによる時間差か ら、あ

る瞬間の部材内のひずみは不均一に分布 し、鋼素材のように比較的均一な材料で も、

特に高速 で載荷 した場合 にはこれが顕著 となる。 このため、部材 内の各位置で異な

る応力ひずみ関係 が得 られるため、その力学的特性は材料 により定まる定数として

ではなく、材料の構成則 や載荷速度の大 きさに依存する過渡現象 を考慮 して求める

必要がある[19,27]。

この ような観 点か ら、 これ までに高速引張下における鋼 素材の力学的特性 とひず

み速度の関係がSoroushian[2]を 始 め多 くの研究者 に よりひずみ速度の対数則の形で

提示 されている。 しか し、本章序論で も述べたように、動 的荷重 が作用 したときの

鋼構造物の挙動 を把握す る上で重要 と考 え られる、接合部 の力学 的特性のひずみ速

度効果に関す る研究は極 めて少な く、特に繰返 し載荷下における履歴特性 について

はほとんど研究 されていないのが現状である。

過去に載荷速度の影響を考慮 したi接合部 の力学 的特性 を定量 的 に示 した研究は金

歩 ・甲津 ・藤村 ら[19,20]に よる ものが唯 一である と思 われ る。この研究では、突合

せ溶接部 およびボル ト接合部の高速引張載荷実験の結果か ら、鋼 素材に関 して報告

されている既往の ひずみ速度 と力 学的特性 の対数則 と同様 に、各種接合部の単調引

張時の力学的特性 に関す る対数則 を求めている。試験装置の載荷速度を決定する機

構 と比例 関係 にあ る応力度速度の対数、ならびに静的引張力と高速引張力 による力

学的特性の比として定義 した影響係数の2つ をパ ラメータに選び、最小2乗 近似 に よ

り両者 の間の線 形 関係 を求め、また、載荷速度の影響係数 を用 いて高速単調引張下

における応カ ーひずみ関係をbi-Hnear型 に置換 して定式化 してい る。

本研 究で も同様の手法に より繰返 し載荷下における接合部の力学的特性 を載荷速

度の影響 を含めた形で定量的に示す ことを試みる。鋼素材 の構成則あるいは接合部
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の復元力特性 については これまで に多 くの研究に より定式化が試み られてお り・そ

の成果が鋼構造物の塑性化を伴 う繰 り返 し性状を解析 的に把握す るために利用 され

ている。

材料の繰 り返 し特性のモ デル化 にあたっては解析 目的に応 じて種 々の方法が提案

されてお り、例 えば、地震時の復元力特性 を評価 するのであれば架構全体 の特性 に

与えるモデル化の部分的な差の影響は小 さく、完全弾塑性型、bi-1inear型 ・tri-linear

型な どの数値 的表現が簡単で計算 上の取 り扱いが容易 なモデルが使用 される。 また、

部材の弾塑性座屈 の発生が問題 となる場合 などの ように材料の接線剛性が大 きく影

響する場合 にはRamberg-Osgood型 な どの詳細 なモデル化 が必 要 となる。

本研究では接合部の弾塑性挙動が架構全体の挙動 に及ぼす影響が大 きい ことから

接合部の挙動に着 目してお り、接合部のデ ィテールによって避け難い応力集 中やひ

ずみ集中が応力ひずみ関係 に影響 を与える と考え られるものの、 その影響 を定量的

に捉えることが難 しく詳細なモデル化を行 うには限界があること、また、異なる接

合法の挙動 をできる限 り似通った形式でモデル化 することにより、ひずみ速度の影

響度を比較できることに意義があると考え ること、などの理由に より、比較的取 り

扱いが容易なbi-linear型 を基本 とす る履歴 モデルに よる定式化 を試みる。

また、3.2.4項 で詳述 した ように本 実験 に用 いた載荷装置の載荷速度制御機i構の特

徴 か ら、載荷速度 を評価 す るパラメータと しては変位計記録 に基づ く変位 速度(あ

るいはひず み速度)を 用 いるのが 適当であ ると考 え られる。従 って、載荷 速度のパ

ラメータとして、軸方向変位 もしくは軸方 向変位 を試験片 の平行部長さで 除して求

めたひずみの単位時間当 りの変化率を用いた。

3.4.1鋼 素 材

繰返 し載荷実験から得た応力度 一ひずみ度関係 は、第2サ イクル以 後 にお いて定

ひずみ振 幅での単軸ひずみ状態の定常履歴 曲線 を描いているもの とみなし、正負載

荷の半サイクル毎 に軸応力度 σと軸ひずみ度 εの関係 をbi-linear型 にモデル化 す る。

履歴 曲線 は図3.43の 形状 とな り、各反転点 間の半サ イクルの開始点A・ 終了点C

の応力 ・ひずみ度 をそれぞれ(σ、,ε、)、(σ1,ε、)と し、第2分 枝勾配 と弾 性勾 配の比 を弾

塑性係数比 αとす ると、図中の各線は式(3.48)に よ り表現 される。
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(3.48a)

(3.48b)

この履歴 関係 を決定 するパ ラメータは弾性係数Eと 弾 塑性係数比 αの2種 であ る。

この 中でEは 既往 の研 究(例 えば文献 【2])や本 実験結 果か らひずみ速度 の影響 を受

けない定数 とみなすことがで きるから、弾性係数 と塑性域 での接線係数の比が一定

とみな したときの係数比 αが履歴曲線 を決定するパラメータとして残 る。

鋼構造架構の繰 り返 しによる復元力特性 を評価す るための基礎 となる資料 を得 る

ことを目的にすれば、履歴曲線の形状 を決定するにあたっての重要な指標 として塑

性変形に よる履歴吸収エネルギーの大 きさが挙げ られる。履歴曲線の詳細 な整合性

よりもむ しろ履歴吸収エネルギーの大 きさがひずみ速度の影響を どの程度 受けてい

るかとい う点に注 目すれば、各サ イクルで応力 ひずみ履歴 曲線によって囲 まれる面

積と実験から得 た値 とを整合 させる必要がある。

bi一㎞ear型 の履歴 曲線の場合 、図3.43のABCDの 面積 ムWは 、式(3.48)の 表現 を使

えば、



120第3章 高速繰返 し荷重下における接合部の復元力特性

0.08

0,06

直姦

瞳0・04

融0
.02

0.00

;;

,.,,畳

一 〇 一 α

t
-一 ・● 一一 α

一 ・・…C

α
all

,

●

ψ ●
●

..「 ■曾r-7

:

ノ,

."
一 一

.

_,9密瀬"
。

辮
i9

8

§-

i
i

→

α)

「.7 9,

。・1占111。
2

STRAINRATE(%)
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△w=
(σ。一・漉 。)2+(σ 。-E・ 。)(ασ。-2σ 。+昭 ・。)

た だ し 、 σ。=σ1一 σ2、

2(1一 α)2β

ε。=ε1一 ε2

(3.49)

となり、ムWが 既知であれば係数比 αは次式 で求め られる。

α=
2△V阻+σ2_2Eσ ε

4ασ

2△V7E-E2ε ロ2
(3.50)

実験から得た応力ひずみ曲線から図3.43のABCDに 対応す る領域 の面積 ムWを 繰

り返 し載荷の各半サ イクル毎 に求め、式(3.50)か ら係数比 α を決定す る ことに より

載荷速度 との関係を調べた。

実験データから得 られた係数比 α とひずみ速度の関係 を図3.44に 示す。 ひず み速

度 の大 きい部分 でばらつきが大きいが、ひずみ速度の増加 に伴 って係数比 α は大き

くな り、塑性域における勾配が増加する傾 向が見 られる。図の各点か ら最小2乗 近似

によ りひずみ速度 との関係 を求めると、

引張側

圧縮側

α ニ1.301×10-2+3.923×10-310gε

α=2.022×10-2+1.341×10-210gl61

(3.51a)

(3.51b)
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図3.45bi-1inear型 応 カ ー ひ ず み 履 歴 曲 線

とな る。 また 、引 張 ・圧 縮 を 区別 せ ず全 デ ー タで の 関係 を求 め る と、 図3.44に 実

線 で示 す次 式 の 関係 が 得 られ る。

α=1.818×10-2+7.109×10-310函 ξi(3.52)

降伏点 σ,と弾 塑性係 数比 α について式(3.10)、(3.52)に よ りそれぞれひず み速度

との関係が得 られてお り、これ らの結果を踏まえて図3.45に 示す一般的なbi-linear

型応カ ーひずみ関係 をひずみ速度 の影響を含んだ形で表現することを試みる。

図3.45の 各線 は図中の記号 を使 うと次式で表現される。

BEσ=Eε

AC

CD

DF

FA

σ=α εε+(1一 α)Eε,

σ=Eε+(1一 α)E(ε,一 ε1)

σ=αEε 一(1一 α)Eε,

σ=Eε 一(1一 α)五(ε,+ε 、)

(一εン≦ ε≦ εン)

(ξ>0)

(ε1-2ε ン≦ ε≦ ε1)

(ε 〈0)

(ε2≦ ε≦ ε2+2ε ン)

(3.53a)

(3.53b)

(3.53c)

(353d)

(3.53e)
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弾 性 係 数E=2100ton∬cm2で 一 定 とみ な し、式(353)の 各 係 数 に式(3・10)・(3・52)の

関係 を代 入 す る。 さ らに 、応 力 度 σ 、 ひず み度 ε をそ れ ぞ れ静 的載荷(ひ ず み 速 度

8。=8×1σ ・%/・ec)に よる 降仇 点 σ,。=3.5995・ ・n伽 ・、 ・,。=α1714%で 無 次 元 化 す

る と、最 終 的 にひ ず み度 ε、≦ε≦ε,の範 囲 で以 下 の無 次 元 化 さ れ たbi-linαヨr型応 力 度 一

ひず み度 関 係 を得 る。

BE

AC

CD

DF

FA

σ ε

σ εツ0ン0

ユ=c
1』 一+c2

σ εン
0 ン0

』_=_二+C+C.三L
23σ ε ε

ンoyoyo

』 一=q』 一一C2

σ εン
0ン0

」L=_二_C+C.互L
23

σ ε εン
Oン0ン0

〔_ε_一ε ≦ ≦εン εyyo〕

¢>0)

〔一2δ+c.i証 く三 ≦.生ン4ε,♂ ε,。 ε,。〕

(8<0)

〔ε2<_{≡_<2歪+Cε2・,。一 ・,。一 ン4ε,。 〕

(3.54a)

(3.54b)

(3.54c)

(3.54d)

(3.54e)

た だ し、

百,=1・Ol7+5・307×10-21・91。1εi

C1=1.818×10-2+7.109×10-3109101乏 …1

C、=1.082+4.427×10"21・91。1ε1+3.772×104(1・91。1ε1)2

C3=-9.814×10-1+7.106×10-3109101乏 …1

C4=9.996×10-1

(3.55a)

(355b)

(3.55c)

(3.55d)

(3.55e)

式(3.54)、(355)の 関係 を使 い 、 ひず み振 幅2.0%、 ひず み速 度 ε=5、15、25、35

%!secの 実験 と同一 条件 で応 カ ー ひず み 関係 を 図示 す る と図3.46を 得 る。 た だ し、 こ

の 関係 の適 用 範 囲 は静 的 載荷 に よる 降伏 点が3.6tonσcm2程 度 のSS400鋼 材 で ひ ず み

振 幅2%の 定 常履 歴 状 態 で あ る。
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34.2突 合せ溶接接合部

突 合 せ 溶 接 接 合 部 の 繰 返 し載荷 実 験 か ら得 た デ ー タ に基 づ い て、 鋼 素材 と同様 の

手法 に よ りbi-1inear型 の応 カ ー ひず み履 歴 曲線 の定 量 的 な表 現 を試 み る。

実 験結 果 を用 い て式(3.50)か ら得 られ る弾 塑 性係 数 比 αとひず み速度 との 関係 を

図3.47に 示 す 。 図 の 各 点 か ら最 小2乗 近 似 に よ りひ ず み速 度 との 関係 を求 め る と、

引 張 側 α=1.661xlO4+3.084×1041096(3.56a)

圧縮 側 α=1.512×104+5.932×10410gl61(3.56b)

とな る。 また 、引 張 ・圧縮 を 区別 せ ず全 デ ー タで の 関係 を求 め る と、 図3.47に 実

線 で示 す次 式 の 関係 が得 られ る。

α=2.685×10-2+3.285×10410giε1(3.57)

3.3.2.項 で 述べ た よ う に溶 接接 合 部 試 験 体 の 塑 性 化 は主 に 溶接 部 近傍 の母 材 で進 行

す るか ら、 降伏 点 は鋼 素 材 と同 一 とみ な して式(3.10)の 値 を用 い、 弾塑 性 係 数 比 α

に式(3.57)の 値 を用 い る と、式(3.54)に 示 す 無 次 元 化bi-linear型 応 カ ー ひず み 関係 を

得 る こ とが で きる。 この式 中の 各係 数 は式(358)で 示 され る。



124第3章 高速繰返 し荷重下における接合部の復元力特性

も
哉
癒
牽
軽
劉
葱

0.20

0.15

0.10

0.05

0.00

100

α

α

一

…

O

●

一

…

●

ioiiii

101
STRAINRATE(%/sec)

102

図3.47突 合 せ接 合部 のbi-linear型 履 歴 曲線 にお け る弾 塑 性 係 数 比 と載 荷 速 度 関係

2

1

O
b

＼

b

図3.48

1一

一2

.,・豫
.〆"4iノ

'… …'…'翠'グ

9

`

動
σ

1
」

オ

,

●

ノ
o

J

「
.

「
`

4ノ 璽
「8

一10-505

ε/ε
yO

突合せ溶接接合部のbi-linear型 無次元化応力度 一ひずみ度 関係

5%1sec

-一 一15%1sec

-一 一25%1sec

35%1sec

10

歪y=1.Ol7+5.307×10-2109101{…I

q=2.685×10-2+3.285×10『2109101{…l

C、=1.072+1.545×1r21・91。1ε1+1.743・10-3(1・91。1ξ1)2

(3.58a)

(3.58b)

(3.58c)
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C,=-9コ28×10-1+3・284×10-31・91。1司

C4=9.996×10-1

(3.58d)

(3.58e)

式(3.54)、(3.58)の 関係 を使 い、 ひず み振 幅1.0%、 ひず み速度 ε=5、15、25、35

%1secの 実験 とほ ぼ 同 じ条件 で応 力度 一ひ ず み度 関係 を図示 す る と図3.48を 得 る。

34.3高 力ボル ト摩擦接合部

繰返 し載荷 に よる実験結果 から、3.3.3項 で述べ た ように、摩擦 限界 を超 える荷重

を受けた場合の履歴曲線 と載荷速度の関係は以下の点に要約できる。

1)初 すべ り時の耐力 は、摩擦 限界荷重 ・すべ り荷重 とも載荷速度の増加 に伴って

低下 し、特にすべ り荷重にその傾向が顕著である。その低下量は式(3.28)、(3.32)で

載荷速度の影響 を含 めた形 で表 される。

2)第1サ イ クル正負反転後 では、耐力 は初すべ り時 よりも小さ く、後述の第2サ

イクル とほぼ中間 の値 を示す。 いずれも載荷速度の増加に伴い低下するが、特に摩

擦限界荷重の高速下における低下が顕著である。低下率は式(3.36)、(3.38)で 載荷速

度 の影響 を含 めた形で表 される。

3)第2サ イクル以後の摩擦 限界荷重 ・すべ り荷重は、いずれの載荷速度で も第1

サイクル より相対 的 に低 下 してほ ぼ定常状 態とみなせる履歴曲線 を描 くが、低下率

は載荷速度の影響 を受ける。特に摩擦 限界荷重は載荷速度 が増加すれば低下率が大

きくなり、また、すべ り荷重に関しては載荷速度の影響は小 さい。低下率は式(3.37)

、(3.39)で載荷速度 の影響 を含 めた形 で示 される。

また、すべ り終了後に支圧型の応力伝達機構 に移行 した後の挙動 は母材の素材 と

しての履歴挙動が反映 されるから、ここで は摩擦接合部固有の履歴特性 としてすべ

り領域の定式化を試みる。

定変位振幅下の履歴特性 を載荷速度の影響 を含めた形で定量化す るにあた り、実

験か ら得た履歴 曲線ならびに前述の耐力と載荷速度の関係から、第1サ イクル正載

荷(引 張)、 同負載荷(圧 縮)、 第2サ イクルの3種 に分 けて段階的 に耐力低 下 し、

第2サ イクル以後 は定常状態 に達す るもの とみなすのが適当と考えられる。

また、履歴曲線の形状は、定常状態にお ける変形量の大部分が板要素間のすべ り

によるものであるから、完全弾塑性型の荷 重一変位関係 に置 き換 え、サイクル数な

らびに載荷速度に より降伏点が変動するもの として取 り扱 う。す なわち、初すべ り
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時以外は摩擦限界荷重 とすべ り荷 重の差は全体の荷重履歴か ら考 えて相対 的に小 さ

いためその差 を無視 し、 これ らの平均値を降伏耐力 とみな し、降伏耐力に達 した後

の剛性は0と み なす。 また、すべ り終 了後の最大振幅に近い領域での支圧型の応力

伝達機構 に変わることによる剛性の増加 も無視する。

すべ り発生前の初期剛性および除荷過程における剛性 κ は載荷速度によらず一定

であるとみな し、実験から得た荷重一変形関係の最小2乗 近似値 か ら、

κ=23.92ton〃mm(3.59)

とす る。 次 に、 各 サ イ ク ル に お け る降伏 点 は以 下 の式 で 求 め られ る。

第1サ イ ク ル 正 載荷 で は 初 す べ り時 の 摩 擦 限 界 荷 重 を 降伏 耐 力 とみ なす と、 式

(3.28)か ら次 式 とな る。

乃.1=6!64-%16×10-11・91。 δ(3.60)

第1サ イクル負載荷では、摩擦限界荷重およびすべり耐力の平均値から次式とな

る。

ろ.1=5・829-1・6・41・91。1δ1(3b1)

第2サ イクル以後 はサ イクル数、正負の載荷方向によらず降伏点一定 とみなす。

式(3.37)、(3.39)に 示 され る摩擦 限界荷 重 とすべ り耐力の第1サ イクルか らの低下率

の平均 をとると、

瓦・=α85・4一 α2・841・91。1δ1(3.62)

となる。 これに基準となる式(3.60)の 第1サ イクルの降伏耐 力 を乗 じる ことによ

り、第2サ イクル以後の降伏点 は次式 となる。

ろ・-5認8-21631・91。 固+2伽 ・1ぴ1(1・91。1δ1)2 (3.63)

式(3.59)～(3.63)に 示 す 関係 を用 い 、 載荷 速 度 δニ5、15、25、35mm/secの 場 合 に

つ い て そ れぞ れ の履 歴 曲線 を図 示 す れ ば、 図3.49(第1サ イ ク ル)、 図3.50(第2

サ イ ク ル)と な る。
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3.4.4中 ボ ル トせ ん 断型 接 合 部

単調引張載荷時の最大降伏点は主 に鋼材 の降伏点 と関連 して決まるもの と考えら

れる。載荷速度の影響を比較すれば、単調引張時の式(3.40)の 載荷 速度 の対数 に掛

かる係数 は鋼素材の上降伏点の式(3.1)の 係数 に近 い ことか ら、載荷 速度 の増加 に伴

う鋼素材の降伏点の上昇 により、接合部の最大降伏点が上昇 していることが明らか

である。

しか し、繰返 し載荷の履歴曲線を見 ると、載荷速度の大 きさに関わ らず履歴曲線

は同 じ形状を示 してお り、図3.42に 示 す とお り載荷速度 の影響 はほ とんど見 られな

い。従 って、中ボル トに よる接合部のすべ り発生域での復 元力特性 は載荷 速度によ

らず一定 と考えることができる。

3.5結 論

高速で繰返 し荷重 を受ける鋼構造接合部 の復元力特性に対する載荷速度 の影響 を

調べるために約5～35%/sec(ボ ル ト接合部 は約5～35mm/sec)の 載荷速度 による

高速載荷 実験 を行 った。鋼素材、突合せ溶接接合部、高力 ボル ト摩擦接合 部、中ボ

ル トせん断型接合部 を対象 とする実験の結果 に対 して詳細 な検討 を加 え、明 らかに

なった点をまとめると以下の通 りである。

1.鋼 素材(SS400鋼)

単調引張 荷重下で は、載荷 速度 の増加 に伴い、特 に上下降伏点、引張強度の上昇

が顕著である。実験から得たひずみ速度 との関係 は式(3の 、(3.8)、(3.9)に 示 され る。

定 ひずみ振幅(約2%)で の繰返 し載荷 に よる復 元力 特性では、初載荷時の降伏

点には単調載荷 と同様の顕著なひずみ速度効果が見 られる。その後の繰返 し載荷 に

よる定常状態での復元力特性をbi-linear型 履 歴 曲線 で表現す れば、塑性 域の勾配が

ひずみ速度の増加 に伴い上昇する傾 向が見 られる。この履歴曲線 は載荷速 度の影響

を含めて、式(3.54)、(355)で 示 される。

塑性域で の勾 配の上昇 に伴い、ひずみ速度が増大すれば同 じひず み履歴 を受けた

場合でも応力度は上昇す るが、本実験のひずみ振幅程度であれば上昇度 は小 さく、

履歴吸収エネルギーに対するひず み速度の影響は極めて小 さいと見 ることができよ

う。ひずみ硬化が現われ る程度のひずみ振幅では応力度の上昇が顕著にな ることも
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予想されるが、降伏棚域程度のひずみ振幅では鋼架構の挙動に及ぼすひずみ速度効

果は小さいと考えられる。

2.突 合せ 溶接接合部(SS400鋼)

突合せ溶接接合部 近傍 の母材 で主 な塑性化が進行するため、耐力上のひずみ速度

効果は鋼素材 に近い傾向を示す。

単調引張荷重下では、降伏点、引張強度 に対するひずみ速度効果が顕著であ り、

実験か ら得たひずみ速度 との関係は式(3.13)、(3.14)、(3.15)に 示 される。

定 ひずみ振 幅(約1%)で の繰返 し復 元力特性 も鋼素材 に近い傾向が見 られる。溶

接部近傍について定常状態の履歴曲線 をbi-linear型 で表現すれば、式(3.54)、(3.58)

で表現 され、鋼 素材 と比較 して塑性域の勾配はわずかに大きい傾向が見 られる。

3.高 力 ボル ト摩擦接合部

被接合材板 要素の降伏が先行 し、続いて摩擦接合部のすべ りが生 じる設計の2面

せ ん断型継手 につ いて、単調引張荷重下では載荷速度の増加に伴 い摩擦限界がわず

かに低下する傾向が見 られた。実験から得た載荷速度 との関係 は式(3.18)に 示 され

るが、ば らつ きが大 き く、本実験 からは初すべ り時の耐力 は載荷速度の影響 を顕著

に受けるとは結論づけることはできない。

すべ り耐力 を超える繰返 し荷重を受ける高力ボル ト摩擦接合部の復元力特性は、

主にすべ り耐力の変化が大 きく影響する。繰返 し数 と共 にすべ り耐力は低下 し、第2

～3サ イクルでほぼ定常の履歴 曲線 を描 く。載荷速度の影響はこのすべ り耐力 とそ

の低下率にあらわれており、実験から式(3.36)～(3.39)に 示す関係 が得 られた。

すべ り耐 力の低下 と載荷速度の影響 を考慮 に入れ、完全弾塑性型 の履歴 曲線で復

元力特性を表現すれば、式(3.59)～(3.63)で 表現 され る。第2～3サ イクル以後 の定

常状態 におけるすべ り耐力 は、初すべ り時 と比較 して最大1/2程 度 にまで低 下 し、載

荷速度が増大するほど低下率は大 きくなる。

従って、低層のブ レース付 きラーメン架構や トラス架構 などの、地震時 などに比

較的載荷 速度の影響を受 けやすい と考えられる架構では、高力ボル ト接合部のすべ

り耐力の低下に伴い、架構 のエネルギー吸収能力 などが低下することが予想される。

4.中 ボル トせ ん断型接合部

被接合材 板要素の降伏が先行 し、ボル ト軸部 は降伏 しない設計のめっき中ボル ト

による2面 せ ん断型接合 部 について は、載荷速度の増大 に伴って単調引張載荷によ

る最大降伏点が上昇 し、実験か ら式(3.40)に 示 す載荷速度 との関係 が得 られた。
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繰返し載荷による履歴曲線では、ボル ト軸部と板要素の間の支圧部分の塑性変形

量に相当する振幅ですべ りが生じ、このすべり領域での復元力特性は載荷速度の影

響を受けない。

これらの結果から、鋼構造に一般 的に採用 されている各種接合形式では、接合部

の応力伝達方法の違いに よって載荷速度の影響 を受ける力学的特性 も種々異なるこ

とが明らかである。鋼素材はひずみ速度効 果によ り応力上昇 し、設計上、安全側の

影響を及ぼす と考えられているが、接合部については必ず しも安全側 とは限 らない。

主な接合方法のひとつ として広 く普及 している高力ボル ト摩擦接合部で は、むし

ろ繰返 しに伴 う耐力低下が顕著になり、架構の安全上、不利 になることも予想 され

る。

本実験で は対象 とする接合形式が限られてお り、実験数 も少 ない ことか ら、定量

的な表現 による結果に対 する信頼性は低い と考 え られる。溶接接合部では、被接合

材の板厚や接合部位によ り溶接熱影響の作用の仕 方はさまざまに変化する。また、

高力ボル ト摩擦接合部 については、実際の架構 に使用 される状況 ではボル ト本数が

多い点や、また、 ボル ト軸部の破断、板要素の軸部降伏、は しあ き部降伏 、などさ

まざまな破壊形式が考え られる点か ら、デ ィテールの違いにより載荷速度 の影響 も

異なる様相を示すことが予想される。

同じ接合方法によっても、このよ うなデ ィテールの違いによる力 学的性状 は異な

り、今後、さらに詳細な検討が必要 と考え られる。また、接合部 の力学的特性が載

荷速度の影響を受けて変化 した場合の、架構全体 の性状に及ぼす影響 を明 らかにす

ることも今後の重要な課題であると考 えられる。
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第4章

塔状鋼管 トラス架構の静力学的特性

4.1序 論

4.1.1研 究 目的

前章まで に、一般的な鋼構造建築物 と異 なる塔状鋼構造物固有の構造的特徴 を踏

まえ、主 に地震 な どの動 的荷重下における力学的性状 を明 らかにする目的で、高 さ

方向の質量分布や塔体部 に取 り付 けられる付属物(送 電鉄 塔 の架 渉線)の 動 的応答

に対 す る影響 、接 合部の復元力特性に及ぼす載荷 速度の影響、な どを調べ、塔状鋼

構造物の基本的な力学的特性を把握する上で重要な問題点 を明らかにした。

特に、振動型の違 いにより地震層せん断力係数の分布が頂部で大 きくなる点や、

鉄塔一架渉線連成系の地震応答が単独鉄塔のそれ よりも大 きくなる点などは、一般

的な鋼構造建築物 と同様 のモデル化 による取 り扱 いでは見過ごされてしまう危険性

を持っている。現 に、最近の国内 における大地震 でも建築物の屋 上部に設置された

塔状構造物が頂部 で破壊 される実被害などが報告 されてお り、 これは設計 地震荷重

の評価のためのモデルが適切ではないことが原因の一つ と考えられる。

また、仮 にこれらの問題点がクリアされ たとして も、設計時の予測を超 える過大

な応答が生 じた場合に、一般的な鋼構造建 築物と比較 して架構の変形性能が十分 に

確保されていないために、倒壊 な どの重大 な損傷 を被ることが多 い点 もこれらの塔

状鋼構造物の問題点 としてあげ らる。例 えば、1991年 の台風19号 で は、送電鉄塔 な



134第4章 塔状鋼管 トラス架構の静力学的特性

どの塔状鋼構造物で倒壊あるいは部分的崩壊などの重大な被害が多数発生 したが・

その被害数は一般建築構造物よりもはるかに多 く数十基程度に達 した。このような

被害の直接の原因は設計風速を大幅に超える強風 によるものであるが、一般建築物

では大半が屋根仕上げ材などの部分的被害にとどまり構造体の重大な被害が少ない

のに対 して、塔状鋼構造物では架構の変形性能が低いことにより倒壊などの被害が

甚大となっている点は否めない。このような設計荷重を超える過大な荷重を受けた

場合に特に重大な被害を受ける実例が多く見られるのは塔状 トラス架構である。

実在する塔状構造物は表0.1に 示 した構 造物 の用途 や適用 され る基準に関わらず、

いずれの分類 にもダブル ワレン形式の トラス架構が広 く採用されている。その理由

は、用途上、居住空間 としての機能がほとんど要求されないものが多 く、塔体部は

支持構造物 としての機能 に徹すればよいことから、構造体 重量を軽減 し、かつ高い

弾性剛性を確保できる構造形式 として認められていることによる。特に塔高数十m以

上の比較 的規模が 大 きい鉄塔で は主要部材 に円形鋼管が使 用されるものが多い。ま

た、構造材は全て防錆のために溶融亜鉛めっき処理を施される場合が多 く、接合部

はめっきボル ト接合(特 にせ ん断 ボル ト)が 多用 され、主柱材継 手 はフラ ンジ継手、

斜材端部 は種々の形状のガセ ットプレー トを介 してボル ト接合 される点が特徴 とな

る。本章ではこのようなダブルワレン形式の塔状鋼管 トラス架構 を対象 とする。

これらの構造物に適用 される設計基準は建築 ・電気 ・土木の3種 に分類 されるが、

いず れの基準 においても降伏耐力 、座屈耐力を評価の基準 とする許容応力度設計が

中心であ り、特に電気 ・土木工作物の扱い となる場合 は降伏後の崩壊過程 までは設

計上考慮 されていない場合が多い(例 えば文献[1])。 また、 一般建築物 に対 しては

いわゆる新耐震基準の施行以来、終局強度 設計の考 えを取 り入れた設計基準が適用

されているが、建築に分類 される工作物について も、 トラス構造物についてはラー

メン構造 などと同等の変形性能を期待で きないことか ら弾性設計 にとどめ られるこ

とが多い。

例 えば、鋼構造限界状態設計基準(案)[2]で は、終局 限界状態設 計 のため に弾性

解析か塑性解析かの解析方法ならびに構造特性係数 を決定するための構造 区分 を設

けているが、 トラス形式 の構造は解析方法 として弾性解析 を用い、 しか も接合部の

構造規定 も省略されるS-IVに 分類 されてい る。あ るい は、主体骨組のは りが トラス

形式で柱 が充腹材 の構造物につい ても、骨組の終局限界状 態が柱の終局限界耐力 に

よって決まる場合以外は同様の扱い とするよう規定 されている。

このように、従来か らトラス形式の構造 は非弾性領域まで考慮 した設計 はなされ
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ていないため、前述の通 り、極めてまれではあるが荷重が設計基準 を超えた場合に

どの程度の損害に到るのか、全 く評価 されていないのが現状である。一般 的な建築

物で終局強度設計 を行 う目的は人命 にかかわる被 害を防ぐことにあるが、 このよう

な観点か ら見れば、大半の塔状構 造物は産業施設であるか ら仮に倒壊 などの被害を

受けて も直接人命 にかか わる可能性 は低い。 しか し、その用途は通信 ・電力 ・放送

などの社会生活の基盤をなす ものであ り、今 日の社会の依存性はますます高まって

きていることから、ひとつの構造物の損傷 はそれ にとどまらず広範囲に被害を及ぼ

すことになる。従 って、 この ような被害 をより合理的な設計で低減する必 要性があ

り、その ための手 法のひ とつ として終局強度設計の適用性 を検討することが重要で

あると考えられる。

これまでに トラス形式の架構に終局強度設計が適用されていない理由のひとつに、

骨組の変形性能が低 く、部材 もしくは骨組の座屈発生以後 の耐力 に期待で きない点

が挙げられる。既往の トラス架構 に関する研究は主に座屈 などの耐力評価 に力点が

おかれてお り、鋼構造建 築物 に採用 される トラスはりなどでは変形性能にまで言及

した研究 も見 られるが、特に塔状 トラス架構 については変形性能に着 目した研究は

極めて少ない。

これは架構の耐力が主要部材の座屈により決定されるものの、特 に水平荷重の作

用方向によって個材の応力分担率が変化 し、立体 的な挙動 を把握することが要求さ

れため、その後の応力の再配分や変形能力の評価が難 しくなることによる。図41は 、

水平荷 重の水平面 内作用方向 を変化 させたときの、主柱材4本 とダブル ワレン形式

の斜材 か らなる塔状 トラスの各部材負担軸力の変化 を弾性立体解析 により求めた例

である。例えば、主柱材では対角方向(45.)で 最外縁部材 の負担が最大 とな り、斜

材では構二面方向(0.)で 構面内部材の負担が最大 となる、などの相違が見 られる。 こ

のように部材毎に負担軸力 と作用方向の関係は異 なり、弾性範囲内では作用方向に

関わらず同一の剛性を持 つ架構 であるが、座屈後挙動は荷 重の作用方向の影響が大

きく関係することが予想される。

このような観点か ら、本章では塔状鋼構 造物の代表的な架構形式である冷間成形

鋼管か ら成 るダブルワレン型の トラス骨組 を対象 とし、特 に塔状鋼構造物 に水平荷

重が作用 したときの変形性能に着 目して、部分架構を用いた静的載荷実験 から静力

学的特性 を明らかにする ことを目的とする。そのために、試験体架構 はで きる限 り

実大 に近 いスケールで製作 し、水 平荷重の作用方向や鉛直荷重の影響などの荷重条

件 を種々変化 させた実験を行った。
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図4.1水 平荷 重の作用 方向に よる部材軸力の変化

4.1.2既 往 の 研 究

トラス形式の骨組 もしくは部材の静力学的特性 に関する研 究の歴史は古 く、19世

紀 中頃、木橋 トラス と して普及 していたものが錬鉄あるい は軟鋼製の トラス橋へと

移行する時期 にク レモナ法などの トラス設計用の実用計算 法が開発されて以来、急

速な発展 を遂げている。特に橋梁 などの土木構造物を対象 に、座屈 を中心 とする耐

力評価 を目的とするものが多い。

建築構造物の領域 では、新耐震基準への移行 を期 に、耐震性を評価するための基

礎 となる復元力特性や変形性能に着 目した研究が増えている。一般建築骨組の中で
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使用 される トラスば り、大スパ ン架構 に適用 される1方 向 ・2方 向 ・立体 などの ト

ラス を対 象 に、材料特性、接合部の耐力 などを考慮 した座屈耐力 ・座屈後 の復元力

特性、変形性能を対象 とする研究が多いのが、近年の特徴である。

例えば、鉄骨 トラスは りを対象 とする最近の研究 として、鈴木 ・小河らによる一

方向大スパ ン架構 を対象 とする一連の トラスばりの実験的研究があげられる。その

中で、鋼管立体 トラスば りを対象 にね じれ挙動が はりの変形 ・耐力に及ぼす影響を

調べた曲げね じれ実験13】、山形鋼 お よびT形 鋼平面 トラスば りを対象 に個材 ・はり

の構面外座屈、個材の構面内座屈の2種 の破壊形式 それぞれ についての耐力 と塑性

変形性状を調べた実験[4】 、鋼管 ・山形鋼平面 トラスば りと充腹柱からなるラーメン

架構 を対象に特定の破壊形式の下での復元力特性 を調べた実験 【5]、な どを通 して、

横座屈、 全体 座屈 などの脆性的な破壊形式 を避け、個材の損傷が骨組全体 の変形性

能の急激 な低下を招 きに くい トラス結構の形状や、構造特性係数の評価方法に関す

るi提案 を行 ってい る。特 に、多様 な部材断面や トラス形式 を復元力特性の観点から

論 じている点が特徴である。

松井 ・河野 らは対象を鋼管の平面 トラス柱 または トラスば りに限定 し、柱部材 と

しての曲げね じれ座屈 【6,8]、は り部材 と しての横座屈[7]の 耐力評価 を実験お よび解

析的 に調べ ている。特 に、鋼管部材 は他の開断面 と比較 してねじり剛性が高いこと、

接合部は溶接接合 によるため鋼管の径厚比が大 きい場合に接合部の局部的な変形に

よって半剛接合 となること、接合部の溶接 による残留応力の影響 、などの溶接鋼管

トラス固有の問題点を考慮 した研究 を行っている。いずれ も現行 の設計基準等に考

慮されていない問題であり、既往の設計式の適応性等について考察 したものである。

黒羽 ・小川 ら[9～13}も 冷間成形 円形鋼管 を溶接接合 に より組み立てた平面 トラス

の実験的研究を行 ってい る。特に、鋼管材 は他の形鋼 と製造工程 が違 うために材料

特性が異 なる点を考慮 して鋼管部材の座屈 耐力お よび履歴挙動、 トラスば りの個材

の座屈長 さと座屈 強度、溶接による分岐継 手の挙動、などを一連 の研究の 中で詳細

に論 じている。

また、和田[14]ら は複層立体 トラス を対象 に、材料非線形、幾何学的非線形を考

慮 した上 で単純化 されたモデルを用 いて崩壊 までの終局挙動 を追跡できる解析手法

の提案 を行 っている。

これらは、いずれ も建築構造物の範疇 に入る トラス構造であるが、塔状 トラス骨

組を対象 とした研 究としては、鈴木 ・佐藤 らによるボル ト接合 された鋼管 トラスに

よる送電鉄塔を対象 とする研究があげられる。

文献[15]で は、鉄塔脚部の三角錐体架構 では個材の座屈 に先行 して全体座屈が発
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生 しやすい点に着 目し、比較的柱材の細長比が小 さい脚部架構 を対象に座屈耐力試

験と非線形座屈解析 を行い、座屈耐力や座屈モー ドと斜材剛性の関係 を示 している。

さらに塔体部骨組 の座屈耐力に関する研究 として、主に風 荷重を想定 した水平加力

実験 を行 い、細長 比の小 さい柱材 で座屈が先行す る場合に圧縮部材の付加 曲げモー

メン トが座屈耐力及び座屈後の応力支配分に及ぼす影響 口6]、 端部 がせ ん断 ボル ト

で接合 さ れた斜材 で座屈が先行す る場合の接合部の材端拘 束効果や偏心曲げモーメ

ン トが座屈耐力に及ぼす影響など 【17]に ついてそれぞれ報告 してい る。 また・文献

[18]で は地震時 な どの振動エ ネル ギー吸収能力に関連 した研究 として・大振幅領域

でせん断ボル ト接合部にすべ り変形が顕著 に生 じるため骨 組の減衰特性が変化する

点に注目 し、静的載荷実験、 自由減衰振動実験、非線形動 的応答解析の結果か らす

べ り変形が減衰特性 に及 ぼす影響 を調べている。一連の研 究では、全て実大の塔状

トラス骨組を用い た載荷実験を行 ってお り、送電鉄塔固有 の問題点を取 り上げて実

設計への適用性を考慮 した評価方法を提案 している点が特徴である。

また、五十嵐 ・井上 らはガセットプレー トを介 して溶接接合された鋼管 トラス鉄

塔 を対象 に水平荷 重下に座屈耐力 および座屈後の復元力特性を調べる目的で実験な

らびに解析的研究を行 っている。ここでは平面および立体の塔体3パ ネル分 の試験

体 を用 いて単調お よび繰返 し載荷 実験を行 い、特 に補剛材 として用いられ る水平材

が最大耐力ならびに座屈後の性能に寄与する効果があることを示 している 口9]。 ま

た、平面 トラスお よび立 体 トラス の構面対角方向 にそれぞれ水平荷重 を作用 させた

ときの復 元力特性 を、一般化塑性 ヒンジ法 を用いた非線形解析に より求め実験値 と

の比較を行い、座屈 による非線形性の強い変形挙動 を概ね追跡で きることを示 して

いる[20,21]。

この ように、一般建 築構 造物 に関連する トラス架構 につ いては、変形性能 に着 目

した研究が見 られるが、塔状 トラス架構に関 しては、座屈 などの耐力評価 に焦点を

当てた研究が多いのが現状である。

4.2実 験概要

対象 とする構造形式は、最 も基本的な形式の一つと考えられる、4本 の主柱材 とダ

ブルワ レン形式の 斜材か ら構成される塔状 トラス構造で、無線 ・送電などの産業施

設の中で も比較的大規模 な物件 に多 く採用 されている円形鋼管部材 をせん断ボル ト

により接合 した形式である。
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脚部の三角錐型架構部や送電鉄塔 の腕金部などを取 り除いた塔体 部の力学的性状

を調べることを目的 とし、試験体は塔体部から2パ ネル分のみ を取 り出 した形状 に

した。部材は全てSTK400級 の冷間成形 に よる円形鋼管であ るが、部材の接合方法、

主柱材の開角(傾 斜)の 有無 、水 平材の有無 、主 要な部材 の細長比 を骨組の実験パ

ラメータとして取 り上げた。

主に地震 あるいは風による水平荷重を繰 返 し受けた状態 を想定 した荷重条件 とし

てお り、主構面に対する水平力の作用方向および柱部材の長期軸力 も荷重条件のパ

ラメータとしている。

42.1試 験 体

試験体は1パ ネルの高 さ及 び主柱材材軸 間距離がいずれも1200mmの 場合 を基準

として、上下 に2パ ネルか ら構 成 され るダブル ワ レン形式の塔状立体架構で、これ

は塔高100m程 度 の大規模鉄塔の数分 の一程度 、中小規模の上部架構二の実大程度の大

きさに相当する。使用材料 は鋼管は全てJISのSTK400、 接合 プ レー トにはSS400の

規格 品 を用 いている。 また、全 て表42に 示す条件で溶融亜鉛め っきを施 した。

(1)試 験体 の基本形状

試験体 はその結構 形式で分類すれば以下のA～Cの3タ イプ に大別 される。

・タイプA(図4 .2)

4本 の主柱材 は開角が0で 各 々平行 に配置 され、1パ ネルの高 さ及 び主柱材材 軸問

距離 はいずれ も1200mmで 、斜材が主柱材 に対 して45。 の角度 で取付 く。

・タイプB(図4 .3)

タイプAを 基本 に、主柱材 に1111.25の 勾配 の開角 を持 たせ た ものである。主柱材

材軸間距離は柱脚部側で1200mm、 柱 頭側 で800mmと し、斜材 は塔体軸 に対 して45。

の角度 で取付 け られ、パ ネル高 さは下パネルが122(㎞m、 上パ ネルが980㎜ となる。

・タイプC(図4 .4)

主柱材 お よび斜材 の配置 は タイプBに 同 じでパ ネル中間に水平材 を加えた。水平

材断面は斜材 に同 じである。

試験体名称の先頭にはこの3種 の結構形式 を区別す るA、B、Cを 付 して区別す る。
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表4.2溶 融亜鉛 めっ き処理条件

手順 名称 鮒

踊 オ ル ケ イ酸 ソ ー ダ+力 性 ソー ダ80℃ ×60分

水洗

前 酸洗 塩酸20℃ ×60分
処
理 水洗

フラックス処理 塩化亜鉛+塩 化アンモニウム50℃X2分

轍

部材の初温 室温
め 亜鉛浴温度 456℃
つ

き 浸漬速度 5500士50mm/分

条件 浸漬角度 15±0.5℃

浸漬時間 2分

部材の初温 亜鉛浴温一α
温
水 温水温度 62℃

処 浸漬速度 11㎜ ±100㎜/分
理
浸漬角度 15±0.5℃

(2)接 合部 詳細

いずれの タイプの試験体 も接合部に集まる主柱材、斜材の材軸 は1点 で交 叉 させ

て偏 心 を避 けてい る。

また、斜材が交叉する接合部は、実架構では一方の斜材が接合部を貫通する1本

の部 品 として製作 され、直交す る他の2本 の斜材 はガセ ッ トプ レー トを介 して貫通

する斜材 に接合 されるような接合形式が一般的である。 しか し、試験体では各斜材

の材端における境界条件 を同一にするため、4本 の斜材 が集 中す る接合部 では1枚 の

ガセ ッ トプ レー トにそれぞれ同一継手形式の斜材が接合 される形状にした。

継手形状 は、斜材およびタイプCの 水平材端部 に板厚3.2mmの 鋼板 を用 いたU字

継手 を設 け、 これ を板厚6.Ommガ セ ッ トプレー トに接合 す る方法 を採用 した。

対象架構 ではせん断ボル ト接合が一般的であるが、ボル トのすべ りが変形性状 に

及ぼす影響 を調べ るため に、結構 形式上のパ ラメータのひ とつと して、部材間接合

を溶接接合 によるものとせ ん断型ボル ト接合 によるものの2種 類 を用意 した。 ガセ ッ

トプ レー トと端部U字 プ レー トの接合 は、すみ肉溶接によるもの(図4.5)、Ml2

亜鉛 メ ッキ普通ボル ト2本 に よる もの(図4.6)の2種 類 である。試験体 名称 の2文

字 目にはこの接合 形式 を識 別す るため、ボル ト接合 タイプにはB・ 溶接接合 タイプ

にはWの 符号 を付 けて区別 した。
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接合部 のU字 プ レー ト、ガセ ッ トプ レー ト、すみ肉溶接部およびボル トは全て被

接合部材 の引張降伏に先行 して降伏 しない設計 とした。なお、載荷後の試験体状況

を観察 しても溶接部、ボル トには損傷は見 られず、斜材の曲げ座屈発生に伴 ってU

字 プ レー トお よびガセ ッ トプ レー トに面外曲げが認め られただけである。

なお、溶接接合部を採用 した試験体はタイプAに つ いてのみ製作 し、また製作上

の理由により溶融亜鉛めっき処理は行 っていない。

(3)部 材 断面 と細長比

塔状 トラス構 造物 の実設計か ら数十m以 上 の規模 の鉄塔 でSTK400鋼 管 を用い た

十数例 について両端 ピン接合 としたときの各部材 の細長比 を調べ た ところ、公称降

伏耐力による限界細長比 五二120に 対 して個材 の細長比 は主柱材 が λ=30～60、 斜

材 が λ=50～110程 度の範囲であ った。試験体 の部材断面寸法の決定においてはこ

れらの値を参考にし、主柱材は φ60.5×2.3、斜材 は φ27.2×2.3を 基準 と した。

節点間距 離 を座屈 長 さに とったときの各部材の細 長比を公称断面寸法か ら計算す

ると、主柱材ではタイプAが λ=58.25、 タイプB及 びCが λ=59.22、 斜材 で はタイ

プAが λ=96.42、 タイプB及 びCの 最 も材 長の長 い部材が λ=102.27で あ り、主柱

材 の細長 比が比較 的小 さい物件が多い。各部材 を両端 ピン接合 された トラス架構 と

仮定 し、断面性能および材料特性 に規格公称値 を用いて、試験体柱頭に構 面平行方

向の水平力を作用 させた ときの応力を弾性解析で求めた結 果によると、全 て斜材が

主柱材 に先行 して座屈する設計 となっている。
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主 柱 材 ・斜 材 の細 長比 を パ ラ メー タ と した実 験 を 行 う た め 、 上 記 以 外 の 断 面 の 組

み合 わせ に よる試 験体 を タイ プAに つ い て別 に製作 した 。使 用 した断 面 は、 主柱 材

に φ76.3×2.8、 斜 材 に φ21.7×2.0、 φ34.0×2.3で あ る。 これ らの試 験 体 名 称 は先 頭A

の後 に斜 材 の 外径 寸 法 を付 け て 区 別 し、A21、A27、A34と した。 タイ プA試 験 体 と

の相 違 点 は次 の 通 りで あ る。 す な わ ち 、A21は 斜 材 の細 長 比 を さ らに大 き く λ=

12L22で 限 界 細 長 比 程度 と した 、斜 材 座 屈 先 行 型 架構 で あ る。A27は 主柱 材 に φ76.3

×2.8を 用 い て細 長 比 を小 さ く λ=46 .15と した斜 材 座 屈 先 行 型 架構 で あ る。 また 、

A34は 斜 材 に φ34.0×2.3を 使 用 して細 長 比 を小 さ く λ=75.76と した主柱 材 座 屈 先 行

型 架構 で あ る。

4.2.2載 荷 方 法

実験に用いた載荷装置に試験体(タ イプA)を セ ッ トした状態 を図4。7に 示す。

試験体 は柱 脚側4点 で ピン支持 され、架構全体 と しては横向 きのカンチレバー形

式で支持 されてい る。反力壁 に設置された反力 フレーム上 にピン治具を取付け、試

験体主柱材端部 に溶接 したベース プレー トとピン治具を高力ボル トで締め付けるこ

とにより接合されている。

試験体支持部のピン治具には図4.8に 示す球面軸受 を用 いて3方 向の回転 に対 す る

拘束 を取 り除いている。 これは、本実験の 目的が塔状構造物の塔体部の挙動を調べ

ることにあ り、支点の回転を拘束 することにより、柱脚部側における部材座屈後の

挙動が拘束 されるのを防 ぐためである。 また、支持点にお いて部材軸の偏心が生 じ

ないよう、主柱材 ・斜材の材軸が交叉す る位置に支持点 ピン軸を配置 した。

主柱材の他端には支持点側 と同様の3方 向回転 自由 な ピン治具 を取 り付け、その

先端に載荷用フレームを取付けている。試験体への載荷 はこの載荷用 フレームを介

して油圧ジャッキにより行った。

載荷方向 は、塔体部に水平荷重な らびに鉛直荷重が作用 した状態 を考え、水平力

は試験体頂部で トラス構面に平行な方向と、構面 と45。 の角度 をなす対角 方向の2

通 りの載荷 がで きる ように した。

水平力載荷にはス トローク3Cbm、 容量100㎞ の油圧 ジャ ッキを用 い、載荷用 フレー

ム中央部のピン治具を介 して荷重を作用 させた。図4,7は 構 面平行 方向載荷時 、セ ッ

トア ップ状況を示 してお り、対角 方向載荷 時は油圧 ジャッキは固定 して試験体 を塔

体軸回 りに45。 回転 させ ることによって載荷 方向を変更 している。
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試験体毎の水平力の作用方向を区別するため、名称の末尾に0ま た は45の 構面 か

らの載荷方 向角度 を示す数値を付 けてお り、末尾が0は 構面平行 方向、末尾が45は

対角 方向の載荷 を示す。

載荷 フレームに取付けた4個 の ガイ ドローラーとこれを挟むガイ ドフレームによっ

て、載荷 フレームの横移動ならび にね じり変形を拘束 している。試験体の変形に対

する拘束は支持側、載荷側各4点 の ピン支持部 だけであ り、その他の中間部は全 く

拘束を受けない状態にしている。

鉛直荷重の載荷には、反力壁 に取 り付けたス トローク15cm、 容量100tonの 油圧

ジャッキ を用 い、 ロ ッ ドを介 して試験体頂部の載荷用 フレームに一定の引張力を作

用させ、頂部の水平移動 に追随 しながら主柱材 に一定の圧縮軸力 を作用させるよう

にした。作用 させた軸力 レベルは、軸力なしの場合 と主柱材の公称降伏軸力1V,の0.2

倍お よび0.4倍 の3種 類 の条件 を採用 した。 これは、同一の架構が、塔体部全体の頂

部、中間部、脚部 に使用 された場合 に、それぞれ上部架構重量の違いによって初期

導入軸力が異なる ことを想定 した ものであ る。試験体毎の軸力 レベルの識別には、

名称の4文 字 目以 降にそれぞれOA(軸 力 な し)、2A(降 伏軸力 の0.2倍)、4A(降

伏軸力 の0.4倍)の 記号 を付 けて示 している。

自由端側に取 り付けた載荷用 フレームの重量(約200kg)が 、カ ンチ レバ ー形 式で

支持 した試験体頂部に水平力 として付加されるの を防 ぐために、載荷 フレームと同

重量のお もりをワイヤーで連結 し、ガイ ドフレーム上端部 の滑車 にかけて両者をバ

ランスさせている。従って、載荷前の試験体 には約100kgの 自重 だけが作用 す るこ

とになるが、この値 は試験体の剛性 ・強度 から考 えて、ほとんど無視 して差 し支え

ないと考えられる。

各試験体 に作用 させた水平力は単調載荷、正負漸増繰返 し載荷の2種 類の載荷 パ

ターンで それぞれ崩壊 とみなせる状態に至 るまで載荷 した。正負漸増繰返 し載荷の

場合には、最危険部材の座屈が予想される荷重の1/4程 度 の荷重 を繰返 して第1サ イ

クル と し、第2サ イクル以後 は順次第1サ イ クルの整数倍 の変位 に達す るまで載荷

して荷重 方向を反転させ た。本論 文中では、水平載荷用油圧 ジャッキの鉛直上向き

の載荷 を正載荷、反対方向を負載荷 と称す ることとし、最初の個材座屈は正載荷時

に発生 させ、座屈発生後、復元力の上昇が見 られなくなる状態で載荷 を終了 した。

なお、載荷は静的状態 と考 えられる程度 に載荷速度 を低 くして行 った。
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4.2.3計 測 方 法

実験中の計測項目は載荷荷重、試験体各部の変形量、主要部材各部のひずみ量で

あ り、載荷途中で適当な時間間隔 で載荷を止めて計測 した。荷重計及び載荷点の変

位計からの出力は動歪計 を介 して電磁比例弁を用 いた変位制御型電動油圧ユニッ ト

のコン トローラーに入力 し、油圧 ジャッキの制御 を行 って載荷 した。他の変位及び

歪は多点式デジタル静歪計測器 に出力 した。油圧ユニ ットのコン トローラー及び計

測器は全て計測用 コンピューター により制御 し、全てのデータはデジタル量 に変換

してコンピューターの外部記憶装置に収録 した。

(1)載 荷荷重

油圧 ジャ ッキ と載 荷 フレームの間 にピンを介 して取付けた荷重計 により載荷荷重

を測定 した。水平荷重 と鉛直荷重の2種 類 であ る。

(2)試 験体変位

試験体全体の変形性状 を把握するため図4.9に 示す位置 に変位 形 を取 り付 け・図中

の矢印に示す方向の変位 を計測 した。図中の①で載荷点の載荷方向変位を、②で載

荷 フレームの回転角を、③で各主柱材の上下パネルの水平方向に相当する変位 を測

定 した。
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(3)部材変形及び歪

下パネルの主柱材及び斜材を中心 に、正載荷時に早期の座屈発生が予想 される部

材について、材軸方向の伸び変形量を測定 した。また各部材の長さ方向中間部に抵
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抗線歪ゲージを貼付 して歪量 を測定 した。特に座屈発生が予想 される部材 について

は、断面の周長を4等 分す る位置 に4枚 のゲージを貼付 し、歪の軸方向成分 と曲げ

成分 を分離検出できるようにした。

4.2.4試 験 体 一 覧

前項までに説明 したとお り、実験に供 した試験体 には以下の5つ の条件が実験パ

ラメー タとな ってお り、番号順 に各符号 を並べて試験体名称 とした。

(1)ト ラス結 構 形 式(主 柱 材 開角 、水 平材 の有 無 、部 材 細 長 比)

Aタ イ プA(主 柱 材 φ60.5×2.3,λ=58.25・ 斜 材 φ27.2×2.3、 継96.42)

Bタ イ プB(主 柱 材 φ60.5×2.3,λ=59.22,開 角 あ り ・斜 材 φ27.2×2.3,λ 声96.42)

Cタ イ プC(主 柱 材 ・斜 材 はBに 同 じ ・水 平材 φ27.2×2.3)

A21タ イ プA(主 柱 材 φ60.5×2.3,λ=58.25・ 斜 材 φ21.7×2.0,た121.22)

A27タ イプA(主 柱 材 φ76.3×2.8,λ=46.15・ 斜 材 φ27.2×2.3,奉96.42)

A34タ イ プA(主 柱 材 φ60.5×2.3,λ=58.25・ 斜 材 φ34.OX2.3,奉75.76)

(2)部 材 接 合 形 式

W溶 接 接 合 部(黒 皮)

Bせ ん 断 ボ ル ト接 合 部(溶 融 亜鉛 め っ き処 理)

(3)水 平 力 載 荷 条件

M単 調 載 荷

C正 負 漸 増 繰 返 し載荷

(4)主 柱 材 導 入 軸 力

OA軸 力 な し

2A降 伏 軸 力 の0.2倍

4A降 伏 軸 力 の0.4倍

(5)水 平 力 載荷 方 向

0構 面 平行 方 向

45対 角 方 向

以上のパラメータの組み合わせ による試験体は総数36体 あ り、各名称 と実験パ ラ

メータを表4.3に まとめて示す。
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表4.3塔 状 トラス塔体部試験体一覧

No. 試験体名 主柱材 斜材 水平材 柱開角 接合形式 水平荷重 鉛直荷重

1 AWMOAO φ60.5×2.3 φ27。2×2.3
一 0

一 一

溶接
一 一

構面平行 0

2 AWCOAO 〃 〃 一 0 〃 〃 0

3 AWM4AO 〃 〃
一

0 〃 〃 0.4Ny

4 AWC4AO 〃 〃 一
0 〃 〃 0.4Ny

5 ABMOAO 〃 〃 一 0 ボル ト 〃 0

6 ABCOAO 〃 〃 一 0 〃 〃 0

7 ABM4AO 〃 〃 一 0 〃 〃 0.4Ny

8 ABC4AO 〃 〃 一
0 〃 〃 0.4Ny

9 BBMOAO 〃 〃 一 1!11.25 〃 〃 0

10 BBCOAO 〃 〃 一 1111.25 〃 〃 0

11 BBM4AO 〃 〃 一 1111.25 〃 〃 0.4Ny

12 BBC4AO 〃 〃 一 1111.25 〃 〃 0.4Ny

13 BBM2AO 〃 〃 一 1!11.25 〃 〃 0.2Ny

14 BBC2AO 〃 〃 一 1111.25 〃 〃 0.2Ny

15 BBMOA45 〃 〃 一 1/11.25 〃 対角方向 0

16 BBCOA45 〃 〃 一 1111.25 〃 〃 0

17 BBM4A45 〃 〃 一 1111.25 〃 〃 0.4Ny

18 BBC4A45 〃 〃 一 1111.25 〃 〃 0.4Ny

19 BBM2A45 〃 〃 一 1!11.25 〃 〃 0.2Ny

20 BBC2A45 〃 〃 一 1111.25 ク 〃 0.2Ny

21 CBMOAO 〃 〃
φ27.2×2.3 1111.25 〃 〃 0

22 CBCOAO 〃 〃 〃 1!11.25 〃 〃 0

23 CBMOA45 〃 〃 〃 1111.25 〃 〃 0

24 CBCOA45 〃 〃 〃 1111.25 〃 〃 0

25 A27BCOAO φ76.3×2.8 φ27.2×2.3
一

0 〃 構面平行 0

26 A34BCOAO φ60.5×2.3 φ34.0×2.3
一

0 〃 〃 0

27 A21BCOAO 〃
φ21.7×2.0

一
0 〃 〃 0

28 A27BC4AO φ76.3×2.8 φ27.2×2.3
一

0 〃 〃 0.4Ny

29 A34BC4AO φ60.5×2.3 φ34.0×2.3
一 0 〃 〃 0.4Ny

30 A21BC4AO 〃
φ21.7×2。0

一 0 〃 〃 0.4Ny

31 A27BCOA45 φ76.3×2.8 φ27.2×2.3
一

0 〃 対角方向 0

32 A34BCOA45 φ60。5×2.3 φ34.0×2.3
一

0 〃 〃 0

33 A21BCOA45 〃 φ21.7×2.0
一

0 〃 〃 0

34 A27BC4A45 φ76.3×2.8 φ27.2×2.3
一 0 〃 〃 0.4Ny

35 A34BC4A45 φ60.5×2.3 φ34.0×2.3
一

0 〃 〃 0.4Ny

36 A21BC4A45 〃
φ21.7×2.0

一 0 〃 〃 0.4Ny
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4.3塔 状鋼管 トラス架構の変形性能

以下に、実験から得 られた水平載荷荷重 一頂部水 平変位 関係に基づいて、各試験

体の崩壊過程、復元力特性に関す る特徴 について説明する。試験体架構の主な損傷

は圧縮力が作用す る斜材 および主柱材の曲げ座屈 によるものである。部材接合部の

溶接部、ボル トにおける損傷や接合部の大 きな塑性変形 などは全 ての試験体で見 ら

れなかった。

以下に示す荷重一変形関係の図中には、

上パネル 斜材座屈lUB、 主柱材座屈:UC

下パ ネル 斜材座屈:LB、 主柱材座屈:LC

の符号 を付 けて座屈発生点 を示す。座屈発生点は、部材周囲に貼付 した4枚 のひ

ずみ ゲージ によるひずみ量 の変化 と試験体の目視観察 によるものである。

4.3.1溶 接接 合部 を有する架構(タ イプAW、 構面平行方 向載荷 実験)

図4.10に タイプA溶 接接合試験体 による構 面平行 方向載荷実験か ら得た荷重 一変

形関係を示す。図4.10(a)は 単調載荷 に よる結果 を示 す もので、主柱材の降伏軸力比

0の 場合(図 中の細線)、 軸力比0.4(図 中の太線)の 場合 のいず れ も、下パ ネル斜

材の座屈 が先行 し、続いて圧縮側主柱材の座屈が発生 して最大耐力点付近で座屈が

顕著にな り復元力が低下する、という履歴を描 く。柱軸力比が0.4の 場合 は、軸力 の

ない場合 と比較 して最大耐力が23%の 低下 とな り、最大耐力 に達 した後の復元力低

下 も大きい。

図4.10(b)、(c)に 繰返 し載荷 による荷重 一変形関係 を示す。荷重の正負反転時に変

位で約4mmの すべ りがみ られ るが、 これは載荷装置のピン治具のずれによるもので、

試験体は溶接接合されているため試験体の変形に起因するものではない。

軸力比0の 場合(図4.10(b))は 、載荷軸面内の2つ の構 面で下パ ネルの斜 材の座

屈 が発生 し、最大荷重に達 した後 の顕著な斜材座屈により復元力 は低下す る。次サ

イクルの正方向載荷時に上パネルの斜材座屈 によ り復元力の極大値 に達 し、続 く負

方向載荷時に2つ の構面 の下パ ネル圧縮側主柱材 ・斜材がほぼ同時に座屈 し負載荷

側での復元力 も低下する。
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図4.10タ イ プA(溶 接 接 合)構 面 平 行 方 向 載 荷 に よ る荷 重 一 変 形 関 係
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主柱材降伏軸力比0.4の 場合(図4.10(c))も 、下パ ネルの斜材 、圧縮 側主柱材 に

順次座屈 が発生 し、若干の復元力上昇後、急激 な耐力低下 を生 じる。正負反転後の

次サイクルで下パ ネル圧縮側主柱材、斜材 に座屈 が発生 し、若干の復元力上昇後、

最大耐力 に達 した。その後のサイクルでは著 しい復元力の低下が見 られる。柱軸力

の有無による最大耐力の差は、軸力比0.4の 場合 に軸力 のない場合 と比較 して21%

の低 下 となる。

単調載荷 、繰 返 し載荷のいずれにおいて も崩壊 に到るまでの部材の座屈発生順序

などは同 じであるが、主柱材軸力 が大 きい場合 には最大耐力に達 した後の復元力低

下が大 きく、特に繰返 しによる劣化が著 しい。



151

生3.2ボ ル ト接合部 を有 する架構(タ イプAB、 構面平行方向載荷 実験)
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図4.11タ イ プA(ボ ル ト接 合)構 面 平 行 方 向 載 荷 に よ る荷 重 一 変 形 関係

5LC4LC

＼

ク

謡 、、c「田_

前述の溶接接合試験体4体 とそれぞれ同一 の条件 に し、接合部をボル ト接合 とし

た試験体の荷重一変形関係 を図4.11(a)～(c)に 示す。

図4.11(a)に 示 す単調載荷 実験 で は、初期弾性域の荷重4～10tonf程 度 の領域 でボ

ル ト接合部 に衝 撃 音 を伴 う滑 りが発生 し、荷重変形曲線 は階段状の小さなずれを含

むため、架構全体の平均的な剛性が低下 したのと同様の影響が現れる。

軸力比0の 場合(図 中の細線)で は下パ ネル斜材 、主柱材 の順 に顕著な座屈が発

生 した後に最大耐力に達 し、その後復元力は約60%程 度 まで急激 な低下 を示 した。

その後、応力の再配分に より復元力は若干上昇す るが、残 る健全 な斜材に座屈が進
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展 し、全ての斜材 に座屈が発生 して崩壊に到る。軸力比0.4の 場合(図 中太線)も ・

同様 の崩壊過程 を経 るが、最大耐力は30%近 くの低 下 を示す。

図4.11(b)、(c)に は繰返 し載荷 に よる荷 重 一変形 関係 を示す。単調載荷時 と同様 に

荷重±8tonf程 度 まで はボル トすべ りに よるずれが大きく、履歴曲線には細かな凹凸

が多数見 られる。平均的な弾性剛性は溶接接合 と比較すれば低下するが、座屈発生

までの履歴曲線の形状 は紡錘形で、履歴に よるエネルギー吸収を期待で きる形状を

示す。

軸力比0の 場合(図4.11(b))は 、下パ ネル斜材 、上パ ネル斜 材の順に座屈が発生

し、最大耐力に達 した後 に復元力 の急激な低下を示す。正負反転後、別の下パネル

斜材、主柱材に順次座屈 が発生 し、次サイクルで もう一方 の下パ ネル主柱材が座屈

して崩壊 に到る。荷重反転後 もさらに下パ ネル主柱材の座屈が新 たに発生 し、さら

に復元力は低下 した。

軸力比0.4の 場合(図4.11(c))は 、下パ ネルの斜材 、圧縮側主柱材2本 、 の座屈

が順次発 生 し、正 負反転後、下パ ネル斜材および全ての主柱材の座屈が起 こり、わ

ずかな耐力上昇後、最大耐力 に達 して崩壊 した。以後のサ イクルでは主柱材の座屈

による曲げがさらに進展 して復元力は急激に低下 した。

溶接接合 とボル ト接合の接合形式 の違いによる影響 は、復元力特性 に対 して、主

に座屈発生点以下の弾性領域における架構剛性に現れている。

4.3.3主 柱材 開角 を有 する架構(タ イプB、 構面平行方向載荷 実験)

主柱材 に開角(勾 配1!11.25)が あ るタイプB試 験体 の構 面平行方 向載荷 による結

果を図4.12(a)～(d)に 示す。

図4.12(a)は 単調載荷実験の結 果で、主柱材 の軸力比が0、0.2、0.4の3通 りにつ

いて荷重 一変形 関係 を示す。本試験体 はいずれ もボル ト接合形式であ り、タイプA

と同様 に初期 の弾 性領域 でボル トすべ りによる剛性の低下が見 られる。すべ りの発

生する荷重は主柱材導入軸力が大 きいほど高 くなる傾向にあるが、 これは、鉛直荷

重の載荷 により接合部 を含めて各部材に圧縮プレス トレスが導入 されたことによる

と考 えられる。すべ り終了後3体 の試験体 は同 じ水平剛性 を示 している。

崩壊に到 る過程は主柱材軸力の大 きさに よらずほぼ共通 してお り、下パネル斜材

の座屈に続いて圧縮側主柱材に座屈が発生 し、最大耐力に達する。最大荷重後の復

元力の低下は急激で、一気に崩壊に到るのが特徴 である。
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7

タイプB試 験体の構面平行方向載荷による荷重一変形関係

7

タイプB試 験体 は前述 の タイプAと 比較 して下パネル主柱材 の細長比が大 きく、

斜材 と主柱材の座屈がほぼ同時に発生する傾向があ り、最初の個材座屈発 生か ら最

大耐力 までの復元力の差が比較的小 いことがこの理由であると考えられる。

また、主柱材の降伏軸力比0.4程 度 の圧縮軸力 を作用 させ た場合 、主柱材は座屈発

生後に曲げ変形が促進され、架構 のその後 の耐力上昇や変形性能が相当低 下する傾

向が見 られる。これは、タイプBの 試験体 に限 らず全般 に共通す る特徴 である。

図4.12(b)～(d)に 繰 返 し載荷 による荷重 一変形 関係 を示す。初期弾 性域でのボル ト

接合部のすべ り、斜材 ・主柱材の座屈発生時期、最大耐力後の変形性能、主柱材の

降伏軸力比、などに単調載荷時 と同様の傾 向がみ られる。特 に下パネル主柱材座屈

後の復元力特性の低下は急激で架構の履歴吸収エ ネルギーの低下 も著 しく、主柱材

の降伏軸力比が大 きい場合には履歴曲線は復元力 ・変形量 ともに低下が著 しい。
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4.3.4対 角方向水平力 を受ける架構(タ イプB、 対 角方 向載荷 実験〉

前項 と同 じタイプB試 験体 に対角 方向の水平力 を載荷 した場合の荷重一変形関係

を図4.13(a)～(d)に 示す。

図4.13(a)は 単調載荷実験の結果で、鉛直荷重による主柱材の降伏軸力比が0・2・0!1

の場合 の荷重 一変 形関係 を示す。個材の座屈発生 までの初期剛性 は構面方向載荷時

とほぼ同 じであ り、水平力3～6tonf程 度 の範 囲にボル トすべ りの影響 がみられる。

最初の座屈は下パネル圧縮側主柱材で発生 し、主柱材の柱脚側1/3～114の 位 置 に

顕著 な曲げ変形が観察 され、柱脚側 ピン支持点を中心 に脚部が回転するの に伴 って

脚部で主柱材 と接合する斜材が曲げ座屈に よる変形を生 じる。圧縮側主柱材の座屈

点が最大耐力点 となり、その後復元力は一気に低下する。

主柱材座屈後、中立軸位置の2本 の主柱 材が新 た に圧縮力 を負担 し、引張側主柱

材1本 と共 に抵抗す るように応力 の再配分が生 じる。その後、復元力 は大 きな変動

なく安定 して変形が進み、鉛直荷重 による主柱材降伏軸力比が大 きい場合 には5cm

程度 の変形 で崩壊す るが、鉛直荷重 を作用させない場合 は2倍 以上 の変形 能力 を示

す。実験では載荷装置のス トローク限界までに崩壊 に到 らなかった。

図4.13(b)～(d)に 繰返 し載荷 による荷重 一変形関係 を示す。座屈発生までの繰返 し

による履歴曲線は構面平行載荷 と同様の形状を示 しているが、単調載荷 と同様 に、

下パネルの圧縮側主柱材の座屈 とこれに伴 う斜材 の座屈 によって復元力は一旦低下

し、その後ほぼ一定の復元力で安定 した変形を示す。特 に、図413Φ)に 示す ように、

柱導入軸力が0の 場合 には載荷装置 の限界 まで比較的安定 した性状を示 した。

一方
、図4.13(c)、(d)に 示す鉛直荷重 を作用 させ た場合 は、繰返 しに伴い圧縮側主

柱材の曲げ座屈変形が累積 されて復元力は漸減 し、劣化型の復元力特性を示す。特

に主柱材の降伏軸力比が0.4の 場合、4本 の主柱材 全 てが座屈 した時点(図 中の4LC

)か ら、水平力が ほぼ0に 近 い状態 で も鉛直荷 重のみ に よって主柱材の曲げ変形が

進行 し、鉛直方向に崩れるようにして崩壊に到った。図4.13(e)に 、 この試験体 の頂

部載荷点 におけ る水平変位一鉛直変位関係を示す。最終2サ イ クルで全 ての主柱 材

が座屈 した後に鉛直方向の変位が急増 していることが分かる。
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タイプB試 験体 の上下パ ネル中間に水 平材 を付加 したタイプC試 験体 によ り、水

平材が架構 の履歴性状に及ぼす影響を調べた。

送電鉄塔などの塔状 トラス架構 に取 り付 けられる水平材 は、設計 時には主要な構

造部材 として扱われず、塔体断面 の形状を維持す るための補剛材 として扱われる。

したがって、風荷重などの水平力 に対する構造設計時 には応力負 担部材 として扱わ

ず、その断面は斜材 と同等あるいはそれ以下であ る場合が多い。 しか し、現実には

トラス構面内の応力を一部分担することになる。

図4.14(a)に 構 面平行 方向繰返 し水 平力 を載荷 した場合の荷重一変形関係 を示す。

下パネル斜材の座屈が先行 し、そ の後、圧縮側主柱材の座屈 によって最大耐力に達

し、著 しい復元力の低下をきたす。同一条件で水平材のないBBCOAO(図4.12(b))

と比較する と、履歴性状 は よ く似 ているが最大耐力は水平材のない場合の14 .01tonf

に対 して水平材 があ る場合 は16.09tonfと 高 くなる。

図4.14(b)に 対角 方向に繰 り返 し水 平力 を載荷 した場合の荷重一変形関係 を示す。

図4.13(b)の 水 平材 が ない場合 と比較す る と両者はほとんど同 じ履歴性状、破壊過程

を示 している。最大耐力は水平材のない場合が11.95tonfで あるの に対 して、13.328

tonfと 高 くなっている。
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五十嵐 ら[19,20]は 、構面 内水平力 を受け る平面 トラス及び構面に対 して45。 方向

に水平力 を受 け る立体 トラスについて実験 を行い、水平材 が最大耐力及び座屈後挙

動に及ぼす影響 を調べてた中で、斜材の座屈後に応力の再配分が行われて主柱材が

座屈するまでは急激 な耐力の低下 をきたさず、水平材が存在することによ り最大耐

力が若干増加す る、 と報告 している。本実験での比較によれば水平力の作用方向に

よらず、水平材がある方が最大耐力は11%程 度 の増加 を示 している。 しか し、最大

耐力後の変形性能を見 ると、2つ の試験結果 の間に顕著 な差異 は認め られ ない。 これ

は、斜材座屈発生後、明瞭な座屈波形を示 して応力の再配分が行 われる以前に引 き

続いて主柱材座屈が始まったことによると考えられる。

4.3.6部 材 細 長 比 の 異 な る架構(タ イ プA21・A27・A34、 繰 返 し載荷 実 験)

これまで に、主柱材 ・斜材の断面が同一で、接合部の接合形式 ・水平材 の有無な

どのデ ィテールの違い、水平力の作用方向 ・鉛直荷重による主柱材軸力比 などの荷

重条件の違い、に焦点を当てた実験結果について論 じた。 ここでは、前述 のタイプ

A(ボ ル ト接合 形式)試 験体 の主柱材お よび斜材 の断面 を変更 して両部材の細長比の

組み合わせ を変えた3種 の試験体 について、荷重条件 を種々変化させた繰返 し載荷

実験の結果を示す。

4.3.6.1構 面 平 行方 向 に水 平 力 を受 け る場 合

図4.15～ 図4.17に3種 の試験体 に、鉛 直荷重が ない場合、降伏軸力比0.4の 鉛直

荷 重 を作用 させ た場合 の荷重 一変形関係 をそれぞれ示す。

タイプA27(図4.15)は 主柱材細長比 を小 さ くした試験体で、斜材の座屈のみが

発生 し、主柱材は座屈 していない。下パネルの載荷面内の斜材が全て座屈 した時点

で復元力は急激に低下している。タイプAと 比較す る と、両者 ともに斜材座屈が先

行 し、主柱材断面が大 きいにも関わらず架構の最大耐力は上昇 していない。

タイプA34(図4.16)は 、斜 材細 長比 を小 さ くして相対 的に主柱材座屈耐力を低

下させた試験体で、斜材 には座屈 が発生せ ず、主柱材座屈 によって架構の耐力が決

定される。特に軸力比が大きい場合 には繰返 しに伴 う劣化が著 しい。タイプAと 比

較 して斜 材 ・主柱 材の座 屈順序 は逆転 してお り、斜材の座屈耐力 が上昇したことに

より架構の最大耐力 も増加する。
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タイプA21(図4.17)は 、限界細長比 をわずか に超 え る程度まで斜材の細長比 を

大 きくした試験体で、タイプAと 比較す れば耐力 は相 当小 さ くなる。他の試験体で

は最初の部材座屈後 も若干の復元力の上昇が見 られるのに対 し、このタイプでは最

初の斜材座屈が発生 した時点で直ちに復 元力が低 下 し、個材の座屈が架構の崩壊

に結びつ きやすい。

生3ゑ2対 角方 向に水平 力を受 ける場合

図4.18～ 図4.20に3種 の試験体 に、鉛直荷重が ない場合、降伏軸力比0.4の 鉛直

荷重 を作用 させ た場合 の荷 重 一変形関係 をそれぞれ示す。

対角方向 に水平力 を受ける場合 には、主柱材耐力 が架構全体の復 元力特性に大 き

く寄与する。タイプA27(図4.18)、A34(図4.19)を 比較す る と、 タイプA27は

主柱材 断面 を割 り増 したためにタイプA34よ りも架構 の耐力 は上昇す る。 しか し、

最大耐力後の変形性状を比較すると、タイプA27で は斜材座屈 後 に復 元力 の低下が

見 られるのに対 し、斜材断面を割 り増 ましたタイプA34で は斜材 はほ とん ど座屈せ

ず、繰返 しに伴 う劣化は少ない。 これは斜材細長比が小 さいため に、主柱材座屈後

も斜材が架構の補剛材 と して寄与 し、相当の応力 を負担 していることによると考え

られる。

タイプA34と 、斜材断面 を小 さ くした タイプA21(図4.20)を 比較 すれば、主柱

材断面 が同 じであるにも関わらず、主柱材座屈により決定 される最大体力 は低下 し、

さらに斜材座屈が ほぼ同時に発生 して、復元力は相当に小 さくなる。これ は、タイ

プA34と は逆 に、斜材 に よる主柱材補剛効果が小 さいことによると考えられる。
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4」.7荷 重条件 と変形性能

前項までに、実験に供 した各試験体の履歴性状の特徴を記 したが、試験体結構形

式、荷重条件の組合せが変形性能に大きな影響を及ぼすことが明らかである。その

特徴は以下の点に要約できる。

(1)ボ ル ト接 合部 のすべ りに伴 って座屈発生前の弾性領域における架構の剛性 が低

下する。繰返 し荷重下における復 元力特性は紡錘形の履歴によるエネルギー吸収

を期待で きる形状 を示す。

すべ り発生荷重は接合部プ レー ト間の摩擦力 により決まるが、せん断型中ボル

トを使用する限 り締付け時に導入 されるボル ト軸力は小さ く、第3章 で詳述 した

とお り、 すべ り耐 力 は相 当小さくなる。 また、すべ りに伴い、主 に斜材 に大 きな

軸方向変形が生 じたのと同様の効 果が架構の復元力特性 に現れるが、それに伴 う

架構の変形量は、接合部材に顕著 な塑性変形が生 じない限 り、ボル ト孔径 とボル

ト軸間のクリアランスにより決定 されるものである。

(2)主 柱材 開角 の有無 は、実験 による1/11.25程 度 の開角で は基本 的 な変形性状 に影

響 を及ぼ さない。 しか し、 これに伴 って部材の細長比が変化することに より、架

構が崩壊 に到 るまでの部材の損傷過程が異なるために、耐力 ・変形性能が変化す

る可能性はある。

(3)水 平力 の作用方 向に関す る構二面平行方向、対角方向の2つ の条件 で座屈 発生後

の変形性能 に大 きな差異が見 られる。図4.21に 構面平行方向、図4.22に 対 角方 向

に、それ ぞれ水 平力 を作 用 させた場合の荷重一変形関係 を単調載荷 と繰返 し載荷

に分けて重ねてプロットした。なお、繰返 し載荷 については正方向載荷時の履歴

曲線の包絡線で示 している。

構面平行方向に作用する場合は最初の個材座屈発生後の復元力低下が著 しく、

その後の変形性能はほとんど期待 できない場合が多い。逆に、対角方向に作用す

る場合 には、圧縮側主柱材座屈 に より架構の耐力が決定 される場合が多 いが、応

力の再配分が行われ、その後、安定 した変形性能を期待で きる場合がある。

(4)鉛 直荷重 の レベ ル に より架構 の水 平耐力は大き く影響を受ける。実験範囲内で

は、特に主柱材降伏軸力比0.4程 度 の鉛 直荷重が作 用す る と、繰返 し水平力 を受け

る場合の復元力特性は顕著な劣化型の性状 を示す場合がある。

(5)主 柱材 、斜材 それぞれの細 長比の大 きさとその組合せに より架構 の崩壊 に到る

までの過程は大 きく影響を受ける。限界細長比を超える程度の大 きな細長比の部
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材が存在する場合は、この部材の座屈後の変形性能はほとんど期待で きない。 また、

比較的細長比が小さい場合で も、部材の座屈発生順序が変わることにより(3)、(4)の

条件 と関連 して耐力 お よび変形性能が変化する。

4.4鋼 管 トラス部材の座屈耐 力

トラス架構の耐力 は部材 の座屈耐力によ り決ま り、実架構の設計 において も設計

応力 と座屈耐力か ら部材 断面が決定 される。 ここで、 トラスを構 成する部材 は両端
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ピン支持 の中心圧縮柱 と仮定 して座屈耐力 を評価 するのが一般的であるが、実架構

の接合形式 によっては必ず しもこの力学的仮定が適切であるとは限らない。

例 えば、溶接 による分岐継手 を有する鋼管 トラス部材の座屈耐力 を調べ た黒羽 ・

小川 ら[9】の研究 で は、斜材(ト ラスば りウエブ材)の 座屈長 さを評価 するには端部

に有 限な拘束剛 性を考えた両端バネ支持の条件で算出する方法を提案 している。

本研究で取 り上げている トラス架構は、接合部がU字 プ レー トとガセ ッ トプ レー

トをせ ん断型ボル トで接合する形式であ り、斜材 の端部拘束はプレー トの 曲げ剛性

により決定 される。また、主柱材 はガセッ トプレー トが取 り付け られた部分が剛域

とみなされる挙動 を示す ことが考 えられる。これ らの理由により、圧縮力 を受ける

部材 には付加曲げモーメ ントが生 じ、中心圧縮柱 とみなした場合 には部材 の座屈耐

力を適切に評価できないことが考 えられる。

ここでは、実験か ら得たデータに基づいて座屈部材の応力状態を算定 し、座屈耐

力 との関係について調べる。

44.1冷 間成形鋼管材の応カーひずみ関係

実験に用 いた鋼管材の応カ ーひずみ関係 を得るために素材の引張および圧縮実験

を行った。引張試験では、斜材については素管を使用 し、主柱材 については鋼管か

ら切 り出 した試験片を使用 した。また、圧縮試験には管径の2倍 の長 さに切 り取 った

試験片 を使用 した。

冷間成形 による円形鋼管材は製造工程 における加工硬化 により応カーひずみ関係

には明瞭な降伏点が現れず素材の降伏耐力が上昇 し、かな り大 きな残留応力が存在

する。 しか し溶融亜鉛め っき処理 を施せば処理過程中に受 ける熱履歴の影響で残留

応力が解放される。文献[22]の 研 究 によれば、め っき前 の残留 ひずみは材軸方向の曲

げによるものが最 も大きく降伏点の30～60%に 達するが、め っ き処理後2/3程 度 に

低下 し、 短柱圧縮 試験 に よる変形性状、応力上昇率などは残留応力のない鋼管 とし

ての取 り扱いが可能となることが報告されている。

素材実験から得た応カーひずみ関係 は、ひずみが約5%程 度 のひずみ硬化域 に入 る

前 までの領 域を対象 と し、黒皮の鋼管につい ては主柱材をbi-linear型 、斜材 をtri-

linear型 、溶融亜鉛 めっ き処理材 につい ては完全弾塑性型のモデルにそれぞれ置換 し

た。素材実験から得た結果を表4.4に 示す。 また、図4.23に は素材実験 お よびモデ

ル置換 した応カーひずみ関係の一例 を示す。
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表4.4鋼 管素材実験結果

部材
表面

状態
応力

降伏 点

(ton〃cm2)

降伏ひずみ

(%)

分枝勾 配

(t・n〃cm2)

引張強度

(1。n伽2)

φ60.5×2.3 黒皮
引張 3,721 0.1772 13,396 4♂420

圧縮 3,409 0.1623 59.92
一

φ27.2×2・3
〃

引張 2,200 0.1048 485.2 4,690

圧縮 2,100 0,100 420.0
一

φ76・3×2・8
め っき

引張 3,244 0.1535
一 3,755

圧縮 3,343 0.1592
一 一

φ60・5×2・3
〃

引張 3,905 0.1860 一 4,407

圧縮 4,171 0.1986
一 一

φ34.0×2.3
〃

引張 3,390 0.1614 一 3,984

圧縮 3543 0.1687
一 一

φ27・2×2・3
〃

引張 3,904 0.1859
一 4,181

圧縮 3,973 0.1892
一 一

φ21・7×2・0
〃

引張 3,162 0.1506 一 3,605

圧縮 3,199 0.1523
一 『
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(a)黒 皮 斜 材 引 張(φ272×2.3)(b)黒 皮 主 柱 材 圧 縮(φ6α5×2.3)

図4.23素 材 試 験 に よ る鋼 管 の 応 カ ー ひ ず み 関 係
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(c)め っ き斜 材 引 張(φ272×23)(d)め っ き 主 柱 材 圧 縮(φ60.5×2.3)

図4.23素 材 試 験 に よ る 鋼 管 の 応 カ ー ひ ず み 関 係

4.4.2座 屈 部 材 の 応 力 算 定

鋼管部材の周長4分 割点 で測定 したひずみ値 か ら以下の手法によって部材 に作用

する軸力、曲げモーメン トを算出 した。

図4.24(a)に 示す ように鋼 管部材 の垂直断面で平面保持 を仮定 し、4点 のひずみを

それぞれ 亀、ら、ε3、ら、 曲げ変形 の主軸方向 とゲージ貼付位置のなす角度 を θo、

鋼管外半径 をRと す る と、

傷=ガ 〔暑≡幻(41)

であるから、中心ひずみ死、断面の回転角 κは、

・・=去(ε1+ε2+ε3+ε4)(4.2)

κ=旗{(ε1一 ε,)… 儒+(・ ・一ら)・i・ θ・}(43)

で 求 め られ る。従 って 、 断面 内 の ひず み分 布 は 曲 げ 主軸 方 向 か らの 回 転角 θを用

いて、

ε(θ)=εo+κRsinθ(4.4)

で 表 され る。
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ど 　 　

R免 ト ε・

__1

ロ

R・ ・ 一一†

1ε

3

(a)ひずみ計測値 とひず み分布(b)応 力度 一 ひずみ度 関係

∫σ 配

σ=,(㌦+房(ε0+κRsinθ 一・εy)

一.._一 一σ=E(ε0+κRsinθ)

σ=cσy+E6(ε0+κ'Rsinθ 一cεy)

(c)応 力 度 分 布

図4.24ひ ず み計 測 値 と応 力 度 ・ひず み度 分 布

素材 試験 か ら得 た応 カ ーひず み 関係 を図4.24(b)の 形 状 で表 す と、 断 面 内 の垂 直応

力度 は図4.24(c)に 示 す5つ の領 域 に分 け られ 、 そ れ ぞ れ以 下 の 分布 とな る。

引張 耐 力 域 σ=,σ.=coη ∫'.(4 .5a)

引 張 降 伏 域 σrσ ン+E1(ε 。+κRsinθ 一、ε
ン)(4.5b)

弾 性 域 σ=E(ε 。+κRsinθ)(4 .5c)

圧 縮 降 伏 域 σrσ
,+樗(εo+κRsinθ 、 ε,)(4.5d)

圧 縮 耐 力 域 σ=,σ、=coη ∫∫.(4・5e)

上記 の5つ の領 域 の境 界 は図4・24(c)に 曲 げ 主軸 か らの 回転 角 α
、、 α、、 β1、β、で

示 す位 置 で あ り、 そ れぞ れ ひず み計 測 値 か ら次 式 に よ り求 め られ る。

圧 縮 降 伏 点 α1=・in-1cε 羨 εo(46・)
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引 張 降 館 α、=、 血一1・ε・一ε・
虚

圧 縮 耐 力 点 β1=sin-1cε 以一εo
駅

引 張 耐 力 点 β2=sin-1∫ ε舅一εo
虚

(4.6b)

(4.6c)

(4.6d)

鋼管断面 を式(4.6a)～(4bd)で 分割 される領域 に分 け、それぞ れの領域で式(4.5a)

～(4 .5e)に示す分布 の応力度 を積分す ることにより軸力Nな らびに曲げモーメ ン ト〃

を求める ことがで きる。 ここで、鋼管の板厚は直径 に対 して比較 的小 さいため、板

厚方向に応力度は一定であると仮定 し、次式により求める口6]。

N=2鴫 σ(θ)4θ
1

M=2択2錠 σ(θ)・血ω θ
1

た だ し、∫ は鋼 管厚 さ、領 域 の範 囲 は θ1≦θ≦θ2で あ る。

(4.7a)

(4.7b)

載荷実験 において顕 著 な 曲げ座屈 が生 じた部材について、ひずみ計測値 から前述

の計算 によって断面に作用 している軸力 と曲げモーメン トを算出 した結果を図425、

図426に 示す。1本 の部材 の材軸 に沿 って等間隔(主 柱材 で21㎝ 、斜 材で11㎝)

に5箇 所 の断面 を取 り、各断面 について計算 した軸力N、 曲げモーメ ン ト〃 をそれ

ぞれ降伏軸力1>,、 全塑性 モ ーメ ン トM,で 除 して無次元化 した値 で示 した ものであ

る。縦軸 は軸力(正 方向 に引張 、負方 向に圧縮)を 、横 軸 は曲げ モーメ ン トの絶対

値 を表 し、図中に波線で表す包絡線は式(4.8)の1軸 曲げ と軸力 を受 ける薄 肉鋼管 断

面の 〃覗 相関曲線[23]を 示 す。

缶=畷 〕
(4.8)

図4.25に 繰返 し載荷 実験 による主柱材 について得 られたル1・N相関関係 の一部 を示

す。 いず れ も下パネルに配置 されたもので、図の左が柱脚側、右が上下パネル中間

点側の位置である。載荷初期はほぼ線形弾性挙動 を示 してお り、 曲げモーメン ト成

分は柱脚 に近い断面ほど大 きく、パネル中間部ではほぼ0に 近 い値 を示 してい る。

図中に▲ で示す箇所では、圧縮軸力の最大点付近で軸力が増加せず、曲げモーメン

トが急増 してお り、この点を部材の座屈発生点 とみなすことにする。
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上2段 は構 面平行 方向載荷 の結果 を示 してお り、座屈発生時点における曲げモー

メン ト分布はパネル中間部(図 の右)が0に 近 く、柱脚側(図 の左)に 最大曲げモー

メン トが生 じる。 曲げモーメン ト成分は最大0 .5〃,程 度 で、圧縮軸力の最大値 は0.7

1V,～ α81V,程 度 に達 している。

下2段 は対 角 方向載荷 の最外縁 に位置す る主柱材の結果を示 している。座屈発生

位置は構面平行載荷時 と同 じであるが、座屈後の挙動 を見 ると曲げモーメ ン ト成分

が急増 し、最終状態では式(4.8)に 示す相 関曲線 に沿 ってほぼ全 塑性モーメン トに達

することが分かる。また、 この状態での曲げモーメン ト分布を見 ると、両端部に曲

げモーメ ン トの最大点が ある複曲状態になってお り、この ときの主柱材の応力状態

は中心圧縮柱 よりもむしろbeam-columnに 近 い と考 えられる。

図426に は斜材 について同様 の 〃-N相 関関係 の一部 を示す。上2段 は構 面平行 方

向載荷 された試験体の もので、比較的明瞭 な座屈発生点を示 している。座屈発生時

およびその後の曲げモーメン ト分布は部材 中央に最大曲げモーメ ン トが発 生 し、両

端部で0に 近 い、 中心圧縮柱 に近い応力状態にあることが分かる。

一方、下2段 は対 角方向載荷 された試験体 で、初期 に座屈 した主柱材 と柱脚側で

接合された部材の結果を示す。座屈発生点 は前述 の部材ほど明瞭 ではないが、圧縮

軸力の最大値 は0.3～ α41>ン程度 と低 く、座屈発生点前後の曲げモーメン ト成分は相

当大 きな値 を示 している。この原 因は、前項で述べたとお り、これらの斜材が先行

して座屈 した主柱材の端部回転に よって相 当の曲げを受け ることによると考えられ

る。

部材 に曲げモーメ ン トが生 じるこ とによ り中心圧縮柱 とは異なる応力状態にある

場合、この部材の座屈耐力の評価 に及ぼす影響 は大 きい。部材に生 じる曲げモーメ

ント分布を主柱材 ・斜材に分けて図427、 図4.28に それぞれ示す。

図4.27の 主柱材 曲げモー メ ン ト分布 では、図の左端(横 軸1)が 柱脚側、右端

(横軸5)が 上下パ ネル 中間側 を示 し、縦軸 は全塑性モーメン トで無次元化 された

曲げモーメン トを示す。図に取 り上げた部材は全 て実験で明瞭な座屈発生が確認さ

れた部材 であるが、全て柱脚側に大 きな曲げモーメン トが発生 してお り、そのレベ

ルは0.3〃P～0.5〃pで ある。一方 の右端 は 一〇.1〃P～+0.1〃Pで 単 曲率 ・複 曲率 の

いずれかである。

図4.28は 斜 材 の曲げモ ーメ ン トを示 してお り、いずれの部材 も中間部 に最大 とな

る単曲率曲げである。特に、図4.26のM-N相 関 曲線 で見 た とお り、対角 方向載荷の

場合に主柱材 と柱脚部で接合 され る斜材 には、図の左端(主 柱 材 との接合 部側)に

おいて最大 とな り、右端で ほぼ0に 近 くな る分布形状 を示 しているのが特徴である。
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44.3曲 げモー メン トの影響 を考慮 した座屈耐力評価

実験から得た座屈部材の応力状態 は必ず しも理想 的な中心圧縮柱 とは異 な り、曲

げモーメントと軸力 を受けるbeam-columnに よ り近 い状 態 となる場合 もあ る。この

ような曲げモーメン トは部材の座屈耐力を低下させ、架構 の耐力評価のためにはこ

の影響 を考慮 した適切な座屈耐力評価が重要であ る。ここでは、部材細長比 を変え

たタイプAシ リーズの実験結 果 に基 き、座屈耐力 について考察する。

(1)既 往の座屈曲線と実験値の比較

実験から材軸の交点間距離を座屈長さにとった両端 ピン支持条件 による細長比 と、

部材の座屈時の圧縮応力度 を求め、既往の座屈曲線 との比較 を行 った。こ こで、座

屈曲線は限界細長比以下の部分 にはJohnsonに よる放物線(式4.9)、 以上 にはEuler

による弾性座屈 曲線(式4.10)を 用 い、降伏応力度及 び比例 限の応力度には材料試

験による値を用いた。なお、素材 の応カーひずみ関係 における比例限界は材料試験

の結果から降伏点の0.95倍 と した。

触=ら 一@一嚇1

π2E
σσRニー7

ただ し、 λ は細 長 比 、 λρは 限界 細 長 比

σσRは 座屈 応 力 度(tonf/cm2) σyは 降伏 点、 σρは比例 限界

(4.9)

(4.10)

座屈曲線 と実験値を主柱材、斜材に分けて図4.29に 示 す。

図4.29(a)に 示す主柱材 では2種 類 の断面 いずれ も非弾性 座屈 領域にあるが、実験

値は座屈 曲線 を下回り、中心圧縮柱 とした仮定は危険側の評価 を与えることになる。

図4.29(b)に 示す斜材 ではほぼ弾性座屈 領域 に入ってお り、この場合はEuler式 によ

る評価 で安全側 となる。ただ し、φ34.0×2.3部 材 につ いて は最大軸力が極 めて低 い値

となっているが、これは前項の図4.26で 指摘 した ように座屈 で はな く、む しろ隣…接

する主柱材の座屈 による曲げに伴って曲げ降伏 したことによるもの と考えられる。
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実験から、座屈 した主柱材 には軸力 と同時に曲げモーメ ントが作用 してお り、そ

の影響を考慮 しなければ適切 な部材 の座屈耐力が評価 できない。 そこで主柱材を

beam-coluπmと して扱 うことによ り耐力評価 をするのが適当と考えられる。

WEChenら[24]が 指摘 す るように、いか なる荷重状態にあるbeam-coh㎜ も対応

す る等価 な単純支 持柱 の一部 と考 えることができ、対象な荷重条件の問題 に置 き換

えることができる。すなわち、図430(a)に 示 す 加am-colu㎜ACBが 、軸力P、 せ

ん断力9、 両端部 の曲げモ ーメ ン ト1晦 、 〃Bを 受 け・C点 で最大 曲げモーメ ン トが

生 じているとする。C点 で断面の回転角が0と なるように回転 させ れば、図430(b)

に示す ように 〆=V廊 と 輪 、 輪 を受 ける等価 なbe㎝ 一colu㎜と考 え られる。

さらに図4.30(c)に 示す ように部材長 さを延長すれば、軸力 〆 のみを受ける等価

な中心圧縮柱 ガC*ガ の一部 と考 えることが で きる。 ここで、外力の釣合か ら、

v="A-Mβ
4

∴ 〆=P・+〔 ル粂 一ル1β4)2 (4.11)

を得 る。

座屈 した部材 の座屈 時の軸力が、長さ4*の 等価柱 のEuler座 屈 荷重 に等 しい と考

える ことに よ り、有効座屈長さ 乏,を求め ることが で きる。 また・ この値 を節点間距

離で除した値を有効座屈長さ係数4。μ とす る。
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図4.30等 価 な柱 の概 念

表45に 得 られた有効座屈 長 さ、お よび有効座屈長 さ係数 を示す。

主柱材に関しては、有効座屈長さ係数にして1.2～2.0程 度 と全 てに1.0を 超 えて

お り、座屈耐力 に及ぼす 曲げモーメントの影響が大 きいこ とが分かる。部材長さの

最大2倍 程度 の座屈 長 さを考 え る必要がある。

斜材について見れば、曲げ降伏 したと考えられるφ34.0×2.3部材 は有効座屈長 さ係

数 にす る と1.7～1.96と 相当大 き くな り、中心圧縮柱 と して扱 うのは危険側の評価

となっている。 しか し、 この試験体では、先に主柱材 に座屈が発 生 して架構の最大

耐力に達 した後の座屈であり、 この部材の耐力評価が危険側であったとしても、架

構の耐力評価上の問題はないと考えられる。

φ27.2×2.3断面の斜材 について見 る と、構面平行方向載荷 した場合 には有効座屈長

さ係数はほぼ1に 近 く、節 点間距離 を座屈 長 さに採 ることによって座屈耐力 を評価

できる。一方、対角方向載荷の場合 には有効座屈長 さ係数は1.1～1.2の 値 となって

お り、先 のφ34.0×2.3断 面の場合 と同様 に主柱材座屈 後 に座屈 してお り・曲げモーメ

ントの影響 を考慮 しなければ適切 な耐力評価 はで きないが・架構 の耐力評価上の問

題はないと考えられる。



175

表4.5座 屈 部材の有効座屈 長 さ

翻 試験体 断面 座屈耐力

(ωn◎

有効座屈長 さ
4ε(㎝)

有効座屈長さ係数
4.μ

主柱材 A21BC4A45 φ60.5×23 15.76 153.00 1,275

A21BC4A45 〃 14.77 158.10 1,317

A21B㏄A45 〃 11.81 176.70 1,473

A21B㏄A45 〃 12.91 169.10 L409

A27B㏄A45 φ76.3×2.8 14.86 246.90 2,057

A27B㏄A45 〃 18.65 220.40 1,836

A27BC4A45 〃 18.73 219.90 1,833

A27BC4A45 〃 19.76 214.10 1,784

A34BCbAO φ60.5×2.3 12.61 171.00 1,425

A34B㏄AO 〃 12.77 170.00 L417

A34BC4AO 〃 13.93 162.70 L356

A34BC4Aoi〃 14.29 160.70 1,339

1脳B㏄A45i〃 12.51 171.70 1,431

lA34B㏄A45
1 〃

16.38 150.10 L251

A34BC4A45 〃 15.45 154.50 1,288

A34BC4A45 〃 15.92 15λ20 1,269

斜材 A34B㏄A45 φ34.0×2.3 2.91 143.40 1,689

A34BC4A45 〃 2.17 166.20 1,958

A27B㏄AO φ27.2×2。3 3.75 88.30 1,040

A27B㏄AO 〃 4.57 80.00 0,943

A27BCOA45 〃 3.21 95.40 1,125

A27BC4A45 〃 2.63 105.50 L243

A21BCgAO φ21。7×2.0 2.97 65.00 0,766

A21B㏄AoI〃 2.96 65.20 0,768

A21B㏄AoI〃 2.88 66.00 0,778

lA21BC4AO 〃 2.75 67.60 0,797

A21BC4AO 〃 2.82 66.80 0,788

A21BCOA451〃 2.54 70.30 0,829

lA21BC4A4引 〃 1.76 84.50 0,996

φ21.7×2.0断 面の斜材 では、構面平行方 向で0.76～0.8、 対角方 向で0.83～1.0と 、

いず れ も1を 下回 る。 これは、鋼管部材 の曲げ耐力 とU字 継手接合部 の曲げ耐力 を

比較 した ときに接合部耐力が部材耐力 を上 回っていることにより、有効座屈長さ係

数は節点問距離から接合部長 さを差 し引いた鋼管部分の長さ(節 点 間距離の0.72)

に近い値 となっている。
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4.5結 論

塔状鋼構造物の代表的な架構形式である冷間成形鋼管とU字 継手形式の中ボル ト

接合から成るダブルワレン型の トラス骨組を対象 とし、特に塔状鋼構造物に水平荷

重が作用 したときの変形性能に注 目して、部分架構を用いた静的載荷実験 を行い、

従来架構の静力学的特性 について調べた。その結果、得られた知見は以下の通 りで

ある。

1.架 構の変形性能に及ぼす影響が大 きい構造的条件 として、以下の点が上げられる。

(1)水 平面 内にお ける水平力 の作 用方向

(2)主 柱材 の初期導入軸力 レベル

(3)主 柱材 、斜材 の細長比 の組合 せ

2.本 章で取 り上げた形式の トラス架構に、部材の座屈 ・降伏後の非線形挙動を考慮

に入れた終局強度設計の考え方を適用することの可能性を考えると、水平力が対角

方向に作用する場合には部材細長比が限界細長比以下で非弾性座屈する場合には一

定レベルの変形性能を期待できるが、構面平行方向に作用する場合には座屈後の復

元力は急激な劣化 を示すため変形性能に期待できない。従って、特に構面平行方向

の水平力に対する変形性能を改善する必要がある。

3.接 合部 にお ける偏心が比較的少 ないU字 継手 に よる架構 で は、斜材 は両端 ピン

支持の中心圧縮柱 と考えて座屈耐力 を評価することができる。また、接合部剛性が

斜材の曲げ剛性 よ りも大 きい場合 には、接合部を除いた鋼管部分 の長 さを座屈長 さ

にとれば㌧よいo

主柱材 に関 しては付加 曲げモー メン トが大 きいため、beam-columnと み な した耐力

評価 が必要であ り、中心圧縮柱 として設計す る場合 には座屈長さを部材長の最大2.0

倍程度 にとる必要が ある。
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第5章

塔状鋼管 トラス架構の変形性能向上への試み

5.1序 論

5.1.1研 究 目 的

前章では、塔状鋼構造物の代表的な架構形式のひとつとして冷間成形鋼管から成

るダブルワレン型の トラス骨組 を対象に取 り上げ、主に水平荷重が作用したときの

変形性能に着目した載荷実験を行ったが、その結果、水平力が対角方向に作用する

場合には部材細長比が限界細長比以下で非弾性座屈する場合 には一定レベルの変形

性能を期待できる。一方、構面平行方向に水平力が作用する場合には、部材細長比

の組合せによる崩壊過程の違いはあるものの、基本 的に座屈後の復元力は急激な劣

化を示すため変形性能に期待できないことを指摘した。

前章序論でも述べたように、社会基盤施設としての重要性が高い塔状鋼構造物が、

許容応力度設計の設計荷重を超える荷重を受けた場合に倒壊などの重大な被害を低

減するためには、一般的建築構造物に適用される終局強度設計の考 え方を取 り入れ

ることの可能性 を検討することが重要であると考えられる。 しかし、この形式の ト

ラス架構 に、部材の座屈 ・降伏後の非線形挙動を考慮に入れた終局強度設計の考え

方を適用することの可能性を考えると、部材の座屈耐力が架構の最大耐力 となり、

その後の変形性能に期待できないことから、その可能性はかなり低いと考えねばな

らない。
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このように変形性 能が低 いレベルにあるのは、座屈 による部材の破壊後の挙動が

不安定であることによるものであ り、一般建 築物の ラーメン架構 を構成す る部材が

曲げ降伏後にも比較的安定 した非線形挙動 を示すの と根本的 に異なる点で ある。そ

こで、従来の トラス架構が持つ、軽量 かつ剛性が高 いという特徴 をで きる限 り損な

わず、曲げ降伏する部材 を追加 して非線形挙動 を安 定 した ものにす ると同時に、圧

縮部材の座屈発生を遅 らせ るよう、結構方法 に工夫 することによって架構 の変形性

能を向上させることが可能であると考 えられる。

本章では、曲げ降伏部材を追加 した新 しい トラス架構形式 を2種 類考 案 し、前章

と同規模 の試験 体を用 いて静的載荷実験 を行 い、従 来架構 との比較 ・検討すること

によって変形性能向上の効果を調べた。

5.1.2既 往 の 研 究

トラス架構の変形性能を向上させることを目的とす る研究 としてLC.Sc㎞idtら 【1]

は2層 立体 トラス を対象 に、軸方向 に完全弾塑性型の安定 した荷重 一変形関係が得

られる応力制限機構(ForceLimitingDevices)を トラス圧縮部材 の端部 に組み込むこ

とにより、終局状態における架構の荷重一変形関係 を安定 させ、 トラスの崩壊性状

を向上させることができることを数値解析的に示 している。

脇山 ・今井[2,3]ら は、 この応力制 限機構 を具体化 し、部材 レベルでの載荷実験を

行っている。ここで提案されている機構は、2層 立体 トラスの球 形 ノー ド部 と圧縮部

材の接合部に面外塑性変形させ るスタブコー ンを取 り付けた もので、最危 険部材が

座屈する前に降伏 させ ることによって危険圧縮部材 に作用す る応力 を制限 し、隣接

部材へ応力再配分する ことによって架構のエネルギ ー吸収能力を高め、隣接部材の

破壊を防 ぐことを目的としている。また、文献[3]で は、応 力制限機構 にのみ変形が

集 中することを防 ぐために変形制限機構 を合 わせて導入 した部材 に よる実験 も行っ

ている。 これらの実験 から、制限機構 を持たない部材 と比較 してエ ネルギー吸収能

力に相当の向上が見 られた、 としている。

また、多田 ・今井[4]ら は、応力制 限機構 を組 み込 んだ2層 立体 トラス の復 元力特

性 を、初期不整を考慮 して数値解析的に調べ 、不整 に関わらず安定 した載荷能力 を

有すると結論づけている。

一般建築物に用い られるブレース付鉄骨 ラーメン架構の圧縮 ブレース部材の座屈

に対する変形性能の向上 と、損傷 した部材 の交換 を容易 にするための方法 と して
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DisposableKneeBracingと 呼ぶ 曲げ部材 をブ レース端部 に組み込むことを提案 してい

る。一般的なブレース付門型架構、K型 ブ レース付 架構 、shearlinkを 有す るブ レー

ス付 架構 な どに適用 した場合の復元力特性 を数値解析的に求めた結果、主架構 に大

きな損傷 を生 じさせず に変形性能を相当に向上 させ ることが可能である、 と結論づ

けている。

本章で提案する トラス架構形式は、これ らの研究 と同様 に、曲げ降伏先行部材を

圧縮部材端部 に組み込む方法を用いている。

5.2実 験概要

ダブルワレン形式の塔状鋼管 トラス架構に曲げ降伏先行部材を組み込んだ新形式

のトラス架構を2種 類考案し、変形性能などの静力学的性能を実験的に調べた。実

験では前章のタイプA試 験体(ボ ル ト接合タイプ)に 曲げ降伏先行部材を取り付け

た形状の試験体を製作し、前章と同様の条件で載荷実験を行った。

5.2.1試 験 体

試験体 は1パ ネルの高 さ及 び主柱材材軸 間距離がいずれも1200mmで 、上下2パ

ネルか ら構成 され るダブルワ レン形式 の塔状 トラス架構を基本 とす る。この従来の

トラス架構 と比較するために、部材断面、架構寸法は第4章 で示 したタイプA試 験

体 と同一であ る。 トラス架構 に組み込んだ曲げ降伏先行部材は、鋼管によるKnee

Brace部 材 に よる もの と、片持 ば り形式 の曲げプレー トによるものの2種 類 あ り、そ

れぞれ タイプD、 タイプEと 呼ぶ。

全 ての試験体 には溶融亜鉛めっき処理を行 ってお り、接合部はU字 プ レー トとガ

セ ッ トプ レー トの組み合わせによるM12中 ボル トの2面 せ ん断型接合 である。

(1)タ イ プD試 験 体(Kn㏄Brace形 式)

試 験体 は図5.1に 示 す形 状 ・寸 法 で あ る。 タイ プAと 同 じ主柱 材 ・斜 材 の 組合 せ

に鋼 管 のKneeBrace部 材 を取 付 け た もの で 、 そ の 断面 は φ605×2.3(タ イ プDl)、

φ34.0×2.3(タ イ プD2)の2種 類 を製作 した。 また ・ パ ネ ル 中 間部 にKneeBraceを

取 付 る ため に φ27.2×2.3鋼 管 の水 平 材 も取 り付 け てい る・KneeBrace部 材 お よび水
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平 材 はそ れ ぞ れ 主柱 材 とガ セ ッ トプ レ ー トを介 して ボ ル ト接 合 す る こ とを想 定 して

い るが 、 試 験体 寸 法 の制 限 か ら接 合 部 が 過大 と なる た め、KneeBra㏄ お よび水 平 材

の両 端 部 は溶 接接 合 に よる鋼 管 分 岐 継 手 と して い る。

主柱 材 の柱 頭 ・柱 脚 部 の水 平 材 は、斜 材 ・KneeBraceが 一方 向か らの み取 り付 け ら

れ る ため に、 パ ネル 中 間部 の水 平 材 よ り も曲 げ耐 力 を大 き く し、 主 柱 材 と 同断 面 の

鋼 管 を用 い て い る。

タイ プA試 験体 は斜 材 座 屈 が 主柱 材 座 屈 に先行 す るプ ロポ ー シ ョンで あ り、斜 材

座屈 に先 行 して 曲 げ降伏 す る よ うにKneeBrace部 材 の 断面 を決 定 した。

斜 材 を両 端 ピ ン支持 の 中心 圧 縮 柱 とみ な し、鋼構 造 設計 基 準 に従 って安 全 率 を1.0

と した場 合 の 許 容 圧 縮応 力 は1V=3.651tonfで あ る。従 っ て、KneeBra㏄ 部 材 に生 じ

る最 大 曲 げモ ー メ ン トは、

単 純 ば り 〃=34.42ton・cm

両 端 固 定 ば りM=22.95ton・cm

で あ る。 一 方 、KneeBrace部 材 の 曲 げ に よる降伏 モ ー メ ン トは、素 材 引 張 試 験 に

よる 降伏 点 を用 い て計算 す る と、

φ60.5×2.3(タ イ プD1)My=22.82ton・ ㎝

φ34.0×2.3(タ イ プD2)1吻=7.31ton・cm

で あ る。 従 っ て、圧 縮 斜 材 座 屈 とKneeBrace部 材 曲げ の耐 力 比 は、

φ60.5×2.3(タ イ プD1)1:0.663(ピ ン支 持)1:0.994(両 端 固定 支 持)

φ34.0×2.3(タ イ プD2)1:0.212(ピ ン支 持)1:0.319(両 端 固定 支 持)

とな り、 い ず れの タイ プ に お いて もKneeBrace部 材 の 曲 げ降伏 が先 行 す る設 計 と

な っ て い る。

(2)タ イプE試 験体(片 持 ば り形式)

試験体 は図5.2に 示す ように、 タイプAと 同 じ主柱材 ・斜材 の組合せ の トラス架

構の主柱材に、幅100mm、 板厚9mmの 曲げプ レー トと板厚6mmの せ ん断 プ レー ト

か らな る片持 ば り形式の部材 を溶接接合により取 り付けたものである。

KneeBrace形 式 では鋼材量 お よび接合部 の加工量が従来架構 と比較 して2～3割

増加 するの に対 し、本 形式 によれば従来架構 と大差 ない点が特徴である。 しか し、

片持ば り部材の影響により斜材両端の材軸交点 と主柱材材軸は1点 で交 わ らず 、両

者間の応 力伝 達 は曲げモーメ ン トが主 となるため、主柱材の曲げモーメン トに対す

る負担が大 きくなることが避けられない。
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表5.1塔 状 トラス塔体部試験体一覧

No. 試験体名 主柱材 斜材 曲げ降伏部材 載荷方法 水平荷重

1 DlCO φ605×2.3 φ27.2×2.3 ㎞eebraceφ60.5×2.3 繰返 構面平行

2 D2MO φ60.5×2.3 φ27.2×2.3 ㎞eebraceφ30.4×2.3 単調 構面平行

3 D2CO φ60.5×2.3 φ27.2×2.3 〃 繰返 構面平行

4 D2M45 φ60.5×2.3 φ27.2×2.3
〃 単調 対角方向

5 D2C45 φ60.5×2.3 φ27.2×2.3 〃 繰返 対角方向

6 EMO φ60.5×2.3 φ27.2×2.3 bendingPlategmm 単調 構面平行

7 ECO φ60.5×2.3 φ27.2×2.3
〃 繰返 構面平行

8 EM45 φ60.5×Z3 φ27.2×2.3 〃 単調 対角方向

9 EC45 φ60.5×2.3 φ27.2×2.3
〃 繰返 対角方向

片 持 ば り部 材 は、 斜 材 軸 力 に よ り曲 げ プ レー トに 面外 曲 げ が 生 じ、 斜 材 座屈 よ り

も曲 げ プ レー トの 曲 げ降伏 が 先 行 す る よ うに設 計 した。

斜 材座 屈 時 の 軸力 は1>=1.886tonfで あ り、 この と きにせ ん断 プ レー トが 負 担 す る

せ ん断 力 はC=3.018tonfと な る。 した が って 、 曲げ プ レー トに生 じる面外 の 曲 げモ ー

メ ン トは プ レー ト1枚 あ た り1晩=6.035tonf・cmと な る。

一 方
、 曲 げ プ レー トの公 称 曲 げ降伏 モ ー メ ン トは 〃y=3.240tonf・cmで あ り、 両者

の 曲 げ耐 力 比 は、1:0.537で あ る。

実験 した試験 体 は表5.1に 一覧 で示 す よ う に、 タ イ プDが5体 、 タ イ プEが4体

の 合 計9体 で あ る。 試 験体 名称 は3種 のパ ラメ ー タ を示 す記 号 か ら な り、先 頭1～2

文 字 に架構 形 式 を示 すD1、D2、E、 次 に載 荷 方 法 を示 すM(単 調 載 荷)、C(繰 返

し載荷)、 末 尾 に水 平 荷 重 の作 用 方 向 の角 度 を示 す0(構 面 平 行 方 向)、45(対 角 方

向)を 付 す。

5.2.2載 荷 ・計 測 方 法

実験は、提案形式による塔状 トラス架構の塔体部に水平力が作用する状態を想定

して行うもので、第4章 の図4 .6に示す載荷装置を用いて構面平行方向および対角方

向に単調載荷 ・正負漸増繰返し載荷 した。いずれも水平荷重のみで鉛直荷重は載荷

していない。実験中の計測項目および計測方法も第4章 に同じである。



185

5.3提 案 トラス架構の変形性能

以下に、実験から得られた水平載荷荷重一頂部水平変位関係を示すとともに、各

試験体の崩壊過程、復元力特性に関する特徴について説明する。図中には、

斜材座屈

主柱材座屈

KneeBrace曲 げ降伏

片持 ば り曲げ降伏

上 パ ネル:UB、 下 パ ネ ル:LB

上 パ ネル:UC、 下パ ネ ル:LC

上 パ ネル:UK、 下 パ ネ ル:LK

PL

の符号を付 けて座屈および降伏の発生点 を示す。 これらは部材周 囲に貼付 したひ

ずみゲージによるひずみ量の変化 と試験体の目視観察により決定 したものである。

5.3.1KneeBrace形 式(タ イ プD)

図5.3～ 図5.5に 実験か ら得 たKneeBrace形 式試験体 の頂部水平方 向の荷重 一変形

関係 を示す。

タイプD1を 構面平行方向 に繰 返 し載荷 した結果(図5.3)で は、下パ ネルのKnee

Brace曲 げ降伏 に続 いて水 平材 の 曲げ降伏が発生 し、さらに上パネルのKneeBraceが

曲げ降伏 した。 その後 、主柱材 、斜材 の順に主要部材 に座屈 が発生 して最大荷重に

達 した。全般的に復元力特性 は安定 しているが、KneeBrace部 材 の曲げ耐力 と圧縮

部材 の座屈耐力が近いため、曲げ降伏 したKneeBrace部 材 が十分 な塑性 変形能力 を

発揮 す る前に圧縮部材の座屈が発生 している。

タイプD2試 験体 は、KneeBrace部 材断面 をタイプD1の φ60.5×2.3か ら φ34.0×

2.3ま で縮小 し、圧縮部材 の座屈 発生前に充分な塑性変形が得 られることを意図 した

ものである。図5.4に 示 す構面平行方 向載荷 実験の結果では、タイプD1と 比較 して

低 い荷重 でKneeBrace部 材 の曲げ降伏が発生 してい るが、主柱材 ・斜材の座屈発生

荷重はほぼ同 じレベルである。従って、KneeBrace部 材 の曲げ降伏後 も復 元力 は上

昇 し、KneeBrace部 材 の塑性変形 に よるエ ネル ギー吸収能力は相当に向上 している。

特に、図54(b)に 示す繰返 し載荷の場合で は安定 した紡錘型の履歴特性を示 して

いる。なお、繰返 し載荷の最終サイクルで耐力が低下 しているのは、図中10の 位置

で上パ ネ ル主柱 材が座屈 す るの に伴 って曲げ変形 した水平材 が破断 したことによる

ものである。

図5.5に は、 タイプD2試 験体 に対 角方向水 平力 を作用 させ た実験結果 を示す。
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この場合 もKneeBrace部 材 の 曲げ降伏 が先行 し、その後 、圧縮側主柱材の曲げ座

屈が発生する。単調載荷、繰返 し載荷いずれも図中の4の 位 置でそれぞれ圧縮側 主

柱材が座屈 し、4本 の主柱材 の間で応力 の再配分が行われて架構の水平剛性 は低下 し

始めるが、復元力は低下せずに安定 した履歴 曲線を描いている。その後、図i5(a)の

8、 図5.5(b)の10の 位置でそ れぞれ引張側 主柱材 が降伏 して最大耐力に達 し、引き続

き主柱材 ・斜材 の座屈が発生す ることにより復元力が低下 している。繰返 し載荷の

最終2サ イクルで復元力が漸次低 下 しているのは、最外縁主柱材の座屈が進展 し、

載荷能力が低下 したことによるものである。

従来の トラス架構 では、主要な部材の座屈発生後 に復元力が急激 に低下する場合

が多いのに対 して、本架構では安定 した復元力特性 を示 している。特に、構面平行

方向の水平力 に対する変形性能の向上 は著 しく、一般的な鋼構造ラーメン架構に近

い性状を示 している。 また、対角方向の水平力 に対 しては圧縮主柱材の座屈後挙動

と応力再配分が復元力特性に大きな影響を及ぼすが、KneeBrace部 材 が主柱材 の補

剛材 とな って座 屈耐力 を向上させ るとともに、座屈後の急激 な載荷 能力の低下を防

止する効果を示 している。

5.32片 持 ば り形 式(タ イ プE)

図5.6～ 図5.7に 実験 か ら得 た片持 ば り形式試験体の頂部水平方向の荷重一変形関

係を示す。

構面平行方向に載荷 した結果(図5.6)で は、パネル中間部の片持 ば り部材の曲げ

プレー トに順次 曲げ降伏が発生 し、さらに復元力が上昇 した後に主柱材が座屈す る。

4本 の主柱材 に座屈 が発生 した後 に最大耐力に達 してお り、単調載荷(図5.6(a)〉 で

はその後の斜材座屈 に よって復 元力が漸減 し、繰返 し載荷(図5.6(b))で は斜材 に座

屈 は発 生せず 、主柱 材の座屈後の載荷能力の低下に伴 って復元力が低下 している。

対角方向に載荷 した結果(図5.7)で は、圧縮側 主柱材座屈 が先行 し、その後片持

ばり部材 の曲げプレー トに曲げ降伏が発生 している。単調載荷、繰返 し載荷いずれ

も曲げプ レー ト降伏が順次発生 して最大耐力 に達 し、繰返 し載荷では繰返 しに伴 っ

て主柱材の曲げ座屈 による変形が累積 し、漸次復元力は低下 した。 なお、斜材 には

座屈 ・引張降伏は認められなかった。

タイプE試 験体 も従来 の トラス架構 と比較すれば、曲げ降伏部材が降伏 してか ら

最大耐力に達するまでの間の復元力特性 は安定 してお り、良好な変形性能を有す る
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ことが明 らかである。

タイプD試 験体 と比較 すれば、片持 ば り部材の長さ分だけ主柱材 ・斜材接合部で

材軸に偏心が生 じるこ とにより、主柱材 に曲げモーメン トが付加されること、 タイ

プDのKneeBraceに よる主柱材補 剛効 果がない こと、などの理由で架構の最大耐力

は相当低下 している。
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5.3β 従来 トラス形式 との比較

ダブル ワ レン形式 の トラス架構の変形性能を向上 させるための方法 として、曲げ

降伏先行部材 を追加 し、主要な圧縮部材の座屈 を遅 らせた架構 を提案 したが、前章

で詳述 した従来型 トラス架構 と本章で提案 した架構の変形性能を比較 してみよう。

表52は 、第4章 、第5章 で扱 った各試験体 の耐力 ・変形量 を一覧にして示 したも

のである。表中の最大耐力1血 は載荷水平荷 重の最大値 を示 し、最大変位D㎜.は 、

仮 に最大耐力 の80%を 保 持で きる範 囲を最大変位量 と したときの頂部水平変位の値

である。また、降伏荷重%、 降伏変位Doは 各試験体 で最初 に圧縮部材 の座屈、曲

げ部材の降伏 な どの部材損傷が認め られた時点での水平荷重 と水平変位 を示 してお

り、これらの値 と各最大値 との比率1徳 μも、D㎜/Doも 示す。

図5.8に は、各 々剛性 ・耐力の異 なる試験体の変形性能を比較す るために、第4章

に示 した従来型架構実験か ら得 た荷重一変形関係 を表5.2のDo、%の 値 で除 した無

次元化荷重 一変形 関係を示 した。

また、エネルギー吸収能力の観点から架構の変形能力を評価するために、荷重一

変形関係が囲む面積 盈の弾性変形部分の面積E。 に対す る比 と して定義す る塑性変形

倍率 μニE4E。 を求めた結果 も表52に 示 す。

図5.8(a)、(b)の 構面平行方 向載荷 による結果で は、第4章 で指摘 した とお りいず

れ も架構 の降伏後 に急激な復元力の低下をきたしているのが明らかである。表5.2の

塑性 変形倍率 μ について見 れば、ボル ト接合 タイプの従来型 トラス架構では1.16～

3.43の 範 囲 にあ る。 また、図5.8(c)、(d)の 対角方 向載荷 による結果で は、降伏後に復

元力が低下す るものの、D/.Oo>3.0程 度 までは0.61も ～1・01も程度の一定 の復元力 を

保 持 してお り、塑性変形倍率 μは1.14～8.02の 範 囲にあ る。

一方、提 案す る新型 架構について同様の無次元化荷重一変形関係を図5.9に 示す。

同図 には比較 のため に従来型 トラス架構の結果 も一部重ねて示す。

図5.9(a)に 示す タイプD(KneeBraceタ イプ)で は、DIDoが3～5ま で降伏 点 を

上 回る復元力 を保持 してお り、塑性変形倍率 μは6.19～16.41の 高 い値 を示 してい

る。図5.9(b)に 示 す タイプEで は、 タイプDよ りも若干劣 る ものの・DIDoが2・5ま

で降伏点 を上 回る復元力 を保持 してお り、塑性変形倍率 μは4.86～13.91の 値 を示

している。

これ らの結 果か ら曲げ降伏部材の断面を適切にとれば、水平荷重の作用方向によ

らず試験体架構の塑性変形倍率は、タイプDで10以 上、 タイプEで5以 上 を確保 で

きてお り、適 当 な曲げ降伏先行部材 を取付る手法が トラス架構の変形性能 を向上さ
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せ る上で有効な手段で あることが明 らかであ る。また、この ような架構であれば・

許容応力度設計 と終局強度設計 を併用 する現行の建 築物の構 造設計手法を採 り入れ

ることも可能であると考えられる。

表5.2試 験体 の耐力 、変形量

試験体 最大耐力

Pmax(tonf)

最 大変位

Dmax(cm)

降伏 荷 重

Po(tonf)

降伏変位

Do(cm)

Pmax/Po Dmax!Do 塑性変形倍率

μ3励藍ノIEo

AWMOAO 12.26 6.79 11.73 4.77 1,045 1,423 2,037

AWCOAO 12.40 3.14 10.91 2.67 1,137 1,176 3,864

AWM4AO 9.46 3.25 6.95 1.90 L361 1,711 3,089

AWC4AO 9.90 2.50 6.91 1.41 1,433 1,773 2,214

ABMOAO 13.08 4.71 12.36 4.26 1,058 1,104 1,155

ABCOAO 11.18 3.43 8.92 3.42 1,253 1,001 3,100

ABM4AO 9.26 2.50 7.22 2.40 L283 1,042 3,430

ABC4AO 9.75 3.70 7.72 2.32 1,263 1597 2,052

BBMOAO 14.27 4.56 1351 4.25 1,056 1,074 1,490

BBCOAO 14.01 4.50 1L87 3.01 L180 1,497 2,053

BBM4AO 10.71 3.40 10.16 3.00 LO54 1,133 1,396

BBC4AO 10.88 2.80 9.51 250 1,144 1,120 1,602

BBM2AO 14.60 4.28 13.18 3.59 1,108 1,192 1,404

BBC2AO 12.49 3.81 11.76 3.51 1,062 1,085 1,227

A27BCOAO 11.11 4.00 10.41 3.69 LO68 1,084 2,140

A34BCOAO 13.07 5.60 12.75 4.30 1,025 1,303 1,676

A21BCOAO 6.46 2.90 6.46 2.51 1,000 1,155 1,326

A27BC4AO 10.48 5.Ol 10.29 3.81 1,018 1,314 1,821

A34BC4AO 11.Ol 3.90 10.98 3.60 1,002 1,082 1,309

A21BC4AO 6.54 3.30 6.52 2.50 1,004 1,323 1,738

BBCOA45 1L94 3.92 ll.64 3.14 1,026 1,248 4,107

BBM4A45 7.32 5.39 6.17 1.61 1,186 3,351 7,041

BBC4A45 7.41 453 6.95 1.70 1,066 2,662 4,248

BBM2A45 10.33 2.70 10.00 2.50 LO33 1,080 8,023

BBC2A45 9.79 5.01 9.79 2.61 LOOO 1,918 3,005

A27BCOA45 13.07 6.00 13.02 4.30 1,004 1,394 2,491

A34BCOA45 11.89 7.00 11.84 4.10 1,005 1,708 2,305

A21BCOA45 8.70 3.50 4.63 2.64 L880 L325 1,140

A27BC4A45 9.26 4.00 9.12 250 1,015 L599 2,341

A34BC4A45 8.02 5.00 7.13 1.70 1,125 2,946 5,152

A21BC4A45 7.80 3.Ol 6.26 2.07 1,246 L454 2,971

DICO 12.75 15.00 8.19 4.30 1,557 3,488 8,126

D2MO 12.05 10.00 4.53 1.40 2,661 7,138 6,192

D2CO 11.93 8.00 5.03 1.70 2,371 4,714 15,628

D2M45 13.31 14.85 7.60 2.75 1,751 5,394 14,456

D2C45 13.52 9.Ol 5.72 2.00 2,363 4502 16,408

EMO 7.71 10.31 4.63 2.64 1,667 3,899 13,906

ECO 8.46 9.00 4.86 3.80 1,739 2,370 4,858

EM45 7.71 15.00 6.21 3.33 1,242 4,511 9547

EC45 7.70 9.02 6.00 2.83 1,283 3,187 6,889



191

O
匹

、
匹

O
匹

、
住

1

0

012

　 ノ　　

(a)構面平行方向単調載荷

1

3

'、 、

,噛'
,・'、,響'

～ ㌃,一 ノ'響1

1.'へ
一一

z～
亀

7 、

㌔

;

'

一BBM2A45
,需,,曾 遭 曹 BBM4A45
} CB～10A45
聰"

O
匹

、
」

O
巳

、
匹

1

0

012

DlDo

(b)構面平行方向繰返し載荷

1

A210AO
一一… 。-A214AO

A270AO
一_一.一_A274AO

■ A340AO
、 し 一一..一 一一A344AO

'
「
'

'

・;

■

BBCOAO

__一_-BBC2AO
、 冒 ρ

'

' ■ 一一 ・…B8C4AO
4

層
, 「 、

' Il、
'

' :・ も、1

ル

〃
ノ
貞

、 ヤ 曹-噛 噛

:・,・
、 、 艦 噛 層甲塵 一
、`
噛

' 、9聰t

、

、
、

00

012345012

D/DoDlDo

(c)対 角方 向単調載荷(d)対 角 方向繰返 し載荷

図5.8従 来型 トラス架構 の無次元化荷 重一変形関係

3

2

1

O
窪

、
匹

0

01234

D!Do

(a)タ イ プD(KneeBra㏄ 型)

図5,9

5

2

O
匙

、
江

3

'

'

'冤'、 ヒ ご 」
、 "訟

/酒
「-9一 畢 亀一
亀 凸

覧

."層 一 し ぜ!『 覧
層 ■

'露

'
覧 覧

r璽 昂 昏り 一
■

蔓、'

∠'、
'4'
"

'

く"閥酬
　

∫ 塀 一㌧,姥'
、1

「

'

' 5 A210A45
も
L

_一一..一 一A214A45

A27α 鴇

∴ 一一ρ一一一一A274《45

A340A45
-一 一一一一一A344A45

逼 BBCOA45
一 一一騨一BBC2A45

.._..曹BBC4A45

0

01234

D/Do

(b)タ イプE(片 持 ば り型)

3

,の,》 ・一 。h
'ノ 庵o、
',、
6 、、
6 、
'
' 隔1

」

,一'一.一'一 噂
'

㌧
一'一 ㌦ 一

_-」 一亀》 』
・●
・、

,・ 、 _一 一冒一■EMO
'

r ECO
ρ

「 一一 一一一.-EM45

`
'

' EC45
'

, BBCOAO
響

' BBCOA45
'

'

'

'

一一一一一一一ABMOAO

'

提案 トラス架構の無次元化荷重一変形関係

5



192第5章 塔状鋼管 トラス架構の変形性能向上への試み

5.4数 値解析による提案架構の耐力評価

提案架構の中でも特に良好な変形性能を示したタイプD2試 験体の1構 面を取 り出

した形の平面架構を対象に、構面平行方向載荷実験 と同様の境界条件、荷重条件で

直接剛性法による増分解析を行い、架構の崩壊機構が形成される過程を解析的に確

認 した。

54.1解 析 条件

解析モデルは実験 に用いた試験体の各部材 を線材要素 として取 り扱 った ものであ

るが、接合部のディテールが部材応力の分配に及ぼす影響を考慮 し、図5.10に 示す

要素分割 したモデル としている。各要素に付 した符号はCが 主柱材 、Bが 斜 材、Hが

水平材 、KがKneeBrace部 材 を示す。

解析 で は、各部 材の 曲げモーメ ントと軸力の相 関を考慮 して全塑性状 態に達 し

た箇所では塑性 ヒンジが形成 されるものとし、図5.11(a)に 示す判定基準 を用 い た。

図中のNy、Mρ はそれぞれ、素材実験か ら得 た降伏点 と部材の公称断面寸法か ら計

算 した降伏軸力、全塑性モーメントを示す。

部材の軸力 と軸方向変形の関係は、降伏 または座屈により伸び剛性が11100に 低 下

する もの と仮定 して図5.11(b)に 示す軸方向荷重 一変形 関係 を用 いた。 ここで1Vyは

降伏軸力 、NCRは 両端 ピン支持 の中心圧縮 中 とみな したときの座屈耐力を鋼構造設

計規準に基づ き安全率を1.0と して計算 した ものであ る。

5.4.2解 析 結 果

タイプD2試 験体 を構面平行方 向に単調載荷 した場合 について、図5 .12に 実験 お

よび解析 か ら得 た荷重 一変形関係を重ねて示す。

解析結果では載荷初期か ら水平剛性が実験値 よりも相当高い値 を示 しているが、

これは試験体に見 られ るボル ト接合部のボル トのすべ りが考慮 されていないことや

部材接合部は全 て剛接合 とし接合部の 回転剛性を評価 に入れていないことが原因と

考えられる。
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図5.11解 析 要素 モデル

図中の記号 は、○が 曲げ部材の降伏、●が水平材 曲げ降伏、ロが斜材座屈、■が主

柱材座屈 をそれぞれ示す。両者 を比較すれば曲げ部材の降伏が先行 し、続 いて斜材

の座屈が発生す る過程 が解析に よりほぼ追跡 されてお り、接合部デ ィテールのモデ

ル化 を適切に行 えば、架構の耐力評価が可能であると考えられる。
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5.5結 論

塔状鋼構造物の代表的な架構形式のひとつである冷間成形鋼管か ら成るダブルワ

レン型の トラス架構の変形性能 を向上 させ るための試み として、曲げ降伏 先行部材

を追加 した新 しい結構形式を提案 し、水平力に対す る復元力特性 を実験的に調べた。

提案架構 の特徴は、斜材両端部の主柱材 との接合部に曲げ降伏す る部材 を追加 し

たもので、架構 の非線形挙動を安定化 させ ると同時 に、圧縮部材の座屈発生を遅 ら

せることを意図 したものである。曲げ降伏部材 として、鋼管部材によるKneeBrace

形式 お よび鋼板 に よる片持ち ば り形式の2種 類 の架構 の試験体 を製作 し、従来型 ト

ラス架構 の実験結果 と比較 した。その結果、得 られた知見をまとめ ると以下の通 り

である。

1.従 来の ダブル ワレン形式の塔状 トラス架構 では、主要な部材の座屈発生後 に復元

力が急激 に低下する場合が多いのに対 して、提案 トラス架構 では安定 した復元力特

性 を示 している。特に、構面平行方向の水平力に対 する変形性能の向上は著 しく、

一般的な鋼構造ラーメン架構 に近い性状を示 している。
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2.KneeBrace形 式 の架構 では、KneeBrace部 材 が主柱材の補剛材 となって座屈耐力

を向上させるとともに、座屈後 の急激 な載荷能力の低下を防止する効果を示すこと

により、主柱材座屈後 の復元力低下がほとんど見 られない。試験体架構の塑性変形

倍率は3～5以 上の値 を示 した。

3.片 持ちばり形式の架構は、鋼材量および製作に要する工数が従来型 トラスと変わ

らない点が特徴であるが、曲げ降伏部材が降伏 してから最大耐力に達するまでの間

の復元力特性は安定 しており、良好な変形性能を有することを実験的に示 した。試

験体架構の塑性変形倍率は25以 上の値を示した。

4.KneeBlace形 式 の架構 につ いて、平面モデルを用いた増分解析 を行った結果、適

切な接合 部ディテールのモデル化により架構 の崩壊過程 と終局耐力 を十分 な精度で

評価で きることを示 した。
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第6章

総括

第1章 か ら第5章 まで、塔状鋼構造物 を対 象 に構造設計上重要 と考 えられる問題

点をい くつか取 り上げ、 その力学的性状を、一般的な鋼構造建築物 と異なる部分に

着 目し、実験および解析 的手法により調べ てきた。塔状鋼構造物の力学的性状に関

する本研究で明らかになった点をまとめ、今後の問題点 を述べて本論文の総括 とす

る。

第1章 では、塔状鋼構造物に特徴的な高さ方向の質量分布を持つ試験体を各種用

いて振動台による正弦波 ・ランダム波加振実験を行い、弾性振動時の基本動特性な

らびに地震荷重の高さ方向分布の特徴について調べた。

塔高50～100m規 模の鉄塔では過去の地震記録による卓越振動数に対 して2次 モー

ドが卓越する場合が多く、その場合に層せん断力係数分布係数は4分 布と大差ない

と考えられるが、頂部の質量が軽 くなるに従って相対的に頂部の層せん断力係数が

大きくなる傾向がある。従って、機能上などの理由で厳 しい変形量の制限が課せら

れる場合(例 えば無線鉄塔 ・通信鉄塔)に は特に注意が必要である。

しかし、1次 振動モードが卓越 して振動する場合、地震層せん断力係数の分布係数

として新耐震設計基準で規定されるAご 分布によれば地震層せん断力の過小評価につ

ながる場合があり危険側 となる。従って曲げせん断型の振動系を仮定 して地震力を

評価する必要がある。

第2章 では、特徴 的 な振動特性 を持 つ付属物の一例 として送電鉄塔における架渉
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線を取 り上げ、鉄塔一架渉線連成振動系の地震時の動的挙動を模型振動実験、数値

解析の手法により調べた。特に架渉線張力の影響が大きいとされる耐張型鉄塔を対

象とし、3鉄 塔2ス パンからなるモデルを使って、地震時を対象に加振実験および動

的解析を行って弾性振動時の動特性を調べた。

鉄塔一架渉線連成系の動的応答には水平面内で強い方向性が存在 し、特に加振方

向ならびに応答の方向は、線路方向と線路直交方向で顕著な違いが見 られた。

線路直交方向の応答では架渉線に鉄塔の応答を低減する減衰効果が見 られ、応答

の大きさは架渉線のない独立鉄塔 と同程度 またはそれを下回る場合が多く、実験範

囲内では最大約40%応 答が小さくなった。

逆に、線路方向の応答は架渉線の影響が最も大きく見られ、架渉線のない独立鉄

塔と同程度またはこれを大幅に上回る場合がある。実験範囲内では最大約2倍 の応

答が見られた。これらの応答の方向性は主な加振方向がいずれの方向であっても同

じ特性を示すものである。

特に線路方向の応答が大 きくなる理由として、架渉線により繋がれた鉄塔に動特

性の異なる鉄塔が存在 した場合の架渉線を介 した連成効果が考えられる。固有振動

数が入力地震波の卓越周期に近いことにより応答が大きい鉄塔が存在する場合には、

単独では応答の小さい隣接鉄塔も、応答の大きい鉄塔と同程度の応答を生じる。従っ

て、連成系内で最 も応答の大きい鉄塔の応答に基づいて各鉄塔の地震応答を評価す

る必要がある。

また、連成系の静的釣合状態から求められる固有モードなどの動特性か ら最大応

答を評価するのは困難であり、架渉線の幾何学的非線形性 を考慮 した動的解析など

の方法による必要がある。本論で用いた立体振動解析によれば、鉄塔一架渉線連成

系の動的応答を十分な精度で評価することができる。

本研究では、均等スパンで一直線上に高低差のない鉄塔が連結され、鉄塔の固有

振動数のみが異なる場合を取上げたが、鉄塔が一直線上に並ばない場合や、入力地

震波の到達時間が鉄塔間の距離に応 じて異なる事など、動的応答 に大きな影響を及

ぼすと予想される問題点は多々残 されてお り、今後これらの条件 を考慮 した応答の

評価が必要であると考えられる。

第3章 では鋼素材および溶接 ・ボル ト接合部を対象に載荷速度を制御 した高速繰

返し載荷実験を行い、各種接合部の履歴特性に及ぼすひずみ速度効果について調べ

た結果についてまとめた。

SS400鋼 素材では、載荷速度の増加に伴い上下降伏点、引張強度の上昇が顕著であ
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る。定ひずみ振幅(約2%)で の繰返 し載荷による復元力特性では初載荷時の降伏

点に顕著 なひずみ速度効果が見 られるが、その後の繰返し載荷による定常状態での

復元力特性をbi-linear型 履歴曲線で表現すれば、塑性域の勾配がひずみ速度の増加

に伴い上昇する傾 向が見 られる。 しかし、本実験のひずみ振幅程度であれば上昇の

程度は小 さく、履歴吸収エネルギーに対するひずみ速度の影響は極めて小 さいと見

ることができる。ひずみ硬化が顕著に現われる程度のひずみ振幅であれば応力度が

更に増加することも予想 されるが、降伏棚域程度のひずみ振幅では鋼架構の挙動に

及ぼすひずみ速度効果は小さいと考えられる。今後、さらに大きなひずみ振幅領域

における影響を調べる必要がある。

SS400鋼 の突合せ溶接接合部を対象 とした場合、突合せ溶接接合部近傍の母材で主

な塑性化が進行するため、耐力上のひずみ速度効果は鋼素材に近い傾向を示す。溶

接部近傍について定常状態の履歴曲線をbi-Hnear型で表現すれば、鋼素材と比較 して

塑性域の勾配はわずかに大きい傾向が見られた。

高力ボル ト摩擦接合部を対象とした場合、被接合材板要素の降伏が先行 し、続い

て摩擦接合部のすべ りが生じる設計の2面 せん断型継手では、載荷速度の増加に伴

い摩擦限界がわずかに低下する傾向が見られた。単調引張実験から得た載荷速度と

の関係はばらつきが大きく、初すべり時の耐力は載荷速度の影響 を顕著に受けると

は結論づけることはできない。

しかし、すべり耐力を超える繰返 し荷重を受ける高力ボル ト摩擦接合部の復元力

特性は、主にすべ り耐力に大きな影響が見 られた。繰返し数と共 にすべ り耐力は低

下 し、第2～3サ イクルでほぼ定常の履歴曲線を描 くが、載荷速度の影響はこのす

べ り耐力とその低下率にあらわれた。

すべ り耐力の低下と載荷速度の影響を考慮に入れ、完全弾塑性型の履歴 曲線で復

元力特性を定量的に表現したが、第2～3サ イクル以後の定常状態におけるすべ り

耐力は、初すべ り時と比較して最大1/2程 度にまで低下し、載荷速度が増大するほど

低下率は大きくなる。従 って、低層のブレース付 きラーメン架構や トラス架構など

の、地震時などに比較的載荷速度の影響を受けやすいと考 えられる架構では、高力

ボル ト接合部のすべ り耐力の低下に伴い、架構のエネルギー吸収能力などが低下す

ることが予想される。

中ボルトせん断型接合部を対象とした場合、被接合材板要素の降伏が先行 し、ボ

ルト軸部は降伏 しない設計のめっき中ボル トによる2面 せん断型接合部では、載荷

速度の増大に伴って単調引張載荷 による最大降伏点の上昇が見 られる。繰返し載荷

による履歴曲線では、ボルト軸部 と板要素の問の支圧部分の塑性変形量に相当する
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振幅ですべ りが生 じ、このすべ り領域での復元力特性 は、すべ り荷重が低 いために

高力ボル ト摩擦接合ほどの載荷速度の影響 を受けない。

高力ボル ト摩擦接合部については、実際の架構 に使用される状況 ではボル ト本数

が多い点 や、また、ボル ト軸部の破断、板 要素の降伏、は しあき部降伏 、などさま

ざまな破壊形式が考えられる点か ら、ディテールの違いに より載荷速度の影響 も異

なる様相 を示す ことが予想 される。同 じ接合方法 によって も、このようなデ ィテー

ルの違いによる力学的性状は異な り、今後、さらに詳細 な検討が必要 と考 えられる。

本研究では対象を接合部 に限定 したが、接合部の力学的性状が載荷速度 の影響 を

受けて変化 した場合、架構全体の性状 に及 ぼす影響 を明らかにす ることも今後の重

要な課題であると考 えられる。

第4章 では、塔状鋼構造物の代表的な架構形式である冷間成形鋼管から成るダブ

ルワレン型の トラス架構 を対象に、特に塔状鋼構造物に水平荷重が作用 したときの

変形性能に注目して、部分架構を用いた静的載荷実験を行い、従来架構の静力学的

特性について調べた。

架構の変形性能に及ぼす影響が大 きい構造的条件 として、水平面内における水平

力の作用方向、主柱材の初期導入軸力 レベル、主柱材 ・斜材の細長比の組合せ、が

あげられる。

従来型の トラス架構に、部材の座屈 ・降伏後の非線形挙動を考慮 に入れた終局強

度設計の適用可能性を考えると、水平力が対角方向に作用する場合には部材細長比

が限界細長比以下で非弾性座屈する場合には一定レベルの変形性能を期待できるが、

構面平行方向に作用する場合には座屈後の復元力は急激な劣化を示すため変形性能

に期待できない点を指摘 した。従 って、特に構面平行方向の水平力に対する変形性

能を改善することが必要である。

第5章 では、特に従来型 トラス架構の変形性能が低い構面平行方向の水平力に対

する変形性能を向上させることを目的に新 しい トラス架構形式を提案 し、静的載荷

実験によりその効果を検証 した。提案架構の特徴 は、斜材両端部の主柱材 との接合

部に曲げ降伏する部材を追加 したもので、架構の非線形挙動を安定化させ ると同時

に、圧縮部材の座屈発生を遅らせることを意図したものである。

従来のダブルワレン形式の塔状 トラス架構では、主要な部材の座屈発生後に復元

力が急激に低下する場合が多いのに対 して、提案 トラス架構では安定 した復元力特

性を示している。特に、構面平行方向の水平力に対する変形性能の向上は著 しく、
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一般的な鋼構造ラーメン架構 に近い性状 を示 した。

KneeBlace形 式、片 持 ば り形式の2種 類 の架構形式 を提 案 した。KneeBrace形 式

では、KneeBrace部 材 が主柱材 の補 剛材 となって座屈耐力を向上 させるとともに、

座屈後の急激な載荷能力の低下を防止する効果を示 した。試験体架構の塑性変形倍

率は3～5以 上の値 を得 た。 また、片 持ちば り形式の架構 は、鋼材量および製作加

工量が従来型 トラス と変 わらない点が特徴 であるが、曲げ降伏部材が降伏 してから

最大耐力 に達するまでの間の復元力特性 は安定 しており、良好な変形性能 を有する

ことを実験的に示 した。試験体架構の塑性変形倍率は2.5以 上 の値 を示 した。

2種 類 の提案架構 を比較 すれば、KneeBra㏄ 部材 に よる主柱材 の補剛効 果 により、

KneeBrace形 式 が よ り高 い変形性能 を示す と考 えられる。また、KneeBrace形 式 の

架構 につ いて、平 面 モデ ル を用いた増分解析 を行 った結果、適切 な接合部ディテー

ルのモデル化 によ り架構 の崩壊過程 と終局耐力 を十分な精度で評価で きることを示

した。

このように曲げ降伏先行部材 を追加することによ り、圧縮部材の座屈発生を遅 ら

せ、曲げ部材の塑性変形 によるエネルギー吸収能力を利用する手法は、主要な部材

座屈後の変形性能 に期待 で きない トラス架構の変形性能を向上させる手法 として有

効であることが明 らか となった。 このような架構 形式を採用することによって、 ト

ラス架構 に対 して も一般的な鋼構造 ラーメン架構 と同様の終局強度設計の手法を採

用 し、 より合理的 に構造安全性 を評価することが可能であると考 えられる。 トラス

架構に対する新 たな設計手法を確立することも今後の研究課題であると考えられる。
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